
 
 
 
 
 

8. 部門・センターの研究活動 
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8.1 社会防災研究部門 
 

8.1.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 

社会防災研究部門は，4 つの専任研究分野（都市

空間安全制御，都市防災計画，防災技術政策，防災

社会システム），寄附研究部門・地震リスク評価高度

化研究分野（阪神コンサルタンツ）（平成30年4月

に設置），地域医療 BCP 連携研究分野（平成 30 年

12 月に設置），ならびに 1 つの外国人客員研究分野

（国際防災共同研究）から構成されている．部門全

体のミッションは「社会の災害安全性向上のための

総合防災に関する方法論の構築」である．社会の変

遷と災害の歴史を踏まえて，災害に強い生活空間・

都市・地域・世界を目指し，長期的展望に立って総

合防災研究のための方法論を構築することを目的と

している． 

 

(2) 現在の重点課題 

都市空間安全制御研究分野 

1) 強震動予測のための地盤増幅の推定 

2) 木造建築物の耐震性能評価法の開発 

3) 地震火災や津波火災の性状予測とリスク制御 

都市防災計画研究分野 

1) 災害復興シミュレーションの研究 

2) 事前復興計画策定手法の開発に関する研究 

3) 災害後の住まいに関する研究 

4) 震源の物理を考慮した強震動予測手法の開発 

防災技術政策研究分野 

1) 社会・環境変動と水循環・水災害の相互作用解析

および政策展開 

2) 持続可能社会実現のための国際防災研究戦略 

防災社会システム研究分野 

1) ライフラインの機能損傷が及ぼす経済被害の計

量化に関する研究 

2) 統合型災害リスクコミュニケーション支援シス

テム (iFricSS) の開発 

地震リスク評価高度化研究分野（阪神コンサルタン

ツ） 

1) 熊本地震の被害集中の原因究明と予測手法の高

度化 

2) 震源の物理を反映した相似則の高度化とリスク

評価の高度化 

地域医療BCP連携研究分野 

1) 災害時の医療機関における業務継続性に関する

評価手法の開発 

2) 災害時の地域医療連携のための情報共有システ

ムの開発 

3) 地域医療BCP構築手法の開発 

 

(3) 研究活動 

都市空間安全制御研究分野 

「安全・安心なまちづくりのための技術と方法論

の開発」を目指し，都市空間の大地震による発災リ

スクおよびインパクト評価法の研究とともに，安全

性と機能性を備えた質的に高度な生活空間を実現す

るための空間安全制御手法に関する研究を行ってい

る．また，地震や津波に伴う大規模火災の性状を数

値的に予測可能な手法を開発するとともに，火災リ

スク評価への応用やリスクの制御に関する研究を行

っている． 

都市防災計画研究分野 

総合的な防災を実施するため災害復興シミュレー

ション，事前復興計画策定手法の開発，災害後の住

まいに関する研究を行っている．また，地震危険度

評価法の開発や都市に潜在する災害危険の評価およ

び被害軽減対策に関する研究を推進している． 

防災技術政策研究分野 

時空間モデリング，計算機集約型分析，リモート

センシングなどの領域における新技術を考究し，災

害事象の監視・予測精度向上，リスクマネジメント・

危機管理政策のための応用を目指した研究を行って

いる．また，地球規模で流域規模の社会・環境変動

と水循環・水災害の相互作用を解析し，持続可能・

生存可能な社会実現のための政策展開，国際防災戦

略に関する研究も実施している． 
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防災社会システム研究分野 

安全・安心な社会の形成を目指した総合的施策を

合理的に策定・実施するために，マネジメントシス

テム構築の方法論に関する研究を実施している．具

体的には，空間応用一般均衡モデルを用いた地震に

よる経済被害の計量化法の開発や，気候変動リスク

の社会・経済影響と適応策の評価手法の構築に関す

る研究，参加型防災計画に関する研究等を行ってい

る． 

地震リスク評価高度化研究分野（阪神コンサルタン

ツ）（平成30年4月から）  

地震リスク評価の高度化に向けて，平成28年熊本

地震における被害集中の原因を究明し，それを地震

動予測手法に反映させる手法について研究するとと

もに，より一般的に震源の物理則を反映した規模と

微視的特性の間の相似則の定量的評価と，それから

想定される地震リスク評価のさらなる高精度化に関

する研究を実施している． 

国際防災共同研究分野 

世界各国における災害問題と現象の解明，防災・

減災の方策に関する情報交換，技術開発，さらには

政策展開など，多面的な国際共同研究を行っている． 

平成29年度から令和元年度の3年間では，下記の

客員教員を招聘した． 

平成29年度 

 Prof. Liping Fang（Ryerson University） 

 Prof. Michèle Companion（University of Colorado 

Colorado Springs） 

 Prof. John Anderson（University of Nevada, Reno） 

平成30年度 

 Prof. Van-Thanh-Van Nguye（McGill University） 

 Prof. Anuradha Mukherji（East Carolina University） 

令和元年度 

・ Prof. Anuradha Mukherji（East Carolina University） 

・ Prof. LuisAngel Dalguer（3Q-Lab GmbH：スイス・

スリーキューラボ有限会社） 

・ Assistant Prof. Sudip Roy（Indian Institute of Tech-

nology (IIT) Roorkee） 

 

 

 

(4) その他の活動 

研究者相互の情報共有を進め，部門会議を月1回

行っている．また年1回合宿を行い，学生を含む部

門全員が参加して，研究発表・討議を行う機会を継

続的にもっている． 

 
8.1.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．都市空間安全制御 

教授：川瀬博（平成29年度まで） 

准教授：西野智研 

○ 研究対象と研究概要 

阪神・淡路大震災や東日本大震災などの地震によ

る大災害は，建築構造物の耐震安全性や都市におけ

る地震災害のリスク管理に関する研究の重要性を示

している．当研究分野では，建築物と都市の地震災

害管理および火災安全に関する研究を総合的に行い，

安全・安心な都市，まちづくりを目指した理論・実

験・調査・観測による様々な研究を行っている． 

第1に，大地震が発生した際の地震動を精度良く

予測する手法や，実存する建築物の被害を予測する

手法の開発に関する研究を行ってきた．次に，実建

築物の耐震安全性を評価する耐震性能評価法や合理

的な耐震設計法の開発などの研究を行ってきた．さ

らに，保有設備を活用して，木造建物，免震建築物

等の微動観測と実大・模型建物の振動台実験を行い，

その耐震性能の定量化手法を開発してきた．また，

地震や津波に伴う大規模火災の性状を数値的に予測

可能な手法を開発するとともに，火災リスク評価へ

の応用やリスクの制御に関する研究を行ってきた． 

これらの研究をもとに，建築物の集合体としての

都市空間全体の災害安全性を調べる都市リスク診断

に関する研究を行い，より安全な都市空間を構築す

ることを目指している． 

主な研究課題は，以下の通りである． 

(1) 地震動と建築物被害の予測手法に関する研究 

・ 発生した大地震の観測記録と建築物被害の分析 

平成 28 年（2016 年）熊本地震で観測された大加

速度記録と大破・倒壊家屋の生成原因について，震

源特性，伝播経路特性，地盤特性などの要因に分解

して分析し，解明を行ってきている．特に平成 30

年度には被害の多かった擁壁の被害の原因分析を目
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指して，模型擁壁の振動台実験とその数値シミュレ

ーションを行い，擁壁の崩壊挙動は裏籠めモルタル

の健全性に依存していることを明らかにした． 

・ 観測に基づく地盤増幅の推定と強震動予測 

地震観測記録や常時微動観測記録を分析し，地盤

構造の詳細な特性を精度良く把握する新しい手法を

開発した．特に地表面上の1点の記録から評価でき

る地震動の水平上下スペクトル比を用いて大加速度

入力時の地盤非線形性の抽出を試み，それを用いた

経験的地盤増幅評価法の開発を行った． 

(2) 木造建築物の耐震性能評価法の開発に関する研

究 

低価格で効率的な新しい耐震補強法を開発し，振

動台実験および応答解析により，その耐震安全性を

評価してきた．また，実建物にこの新しい耐震補強

を施した場合に，補強前と補強後に常時微動観測を

実施してその補強効果を測り，その有効性について

検証してきている．特に平成30年度には，築後100

年以上経過した古民家を検討対象として，微動観測

データの分析および廃棄古民家の引き倒し実験を通

して，その特性を把握し，被害予測モデルを構築し

た． 

(3) 地震火災の経時的な発生予測モデルの開発と出

火防止対策の有効性評価 

地震火災の発生件数を予測するため，人口１人あ

たりの出火確率に着目し，これを計測震度や電力の

供給率から説明するモデルを定式化するとともに，

2011 年東北地方太平洋沖地震の出火記録を再現で

きるよう，モデルの未知パラメータを同定すること

によって，プレート境界地震に伴う火災の発生件数

の予測に利用可能な統計モデルを開発した．また，

開発した出火モデルと地震動指標の距離減衰式を用

いて，南海トラフ地震の不確実性を考慮した日本全

域での確率論的な出火シミュレーションを行い，地

震火災の発生件数と条件付き超過確率の関係を表す

出火ポテンシャルカーブを消防本部の管轄範囲ごと

に推定した．その結果，南海トラフ地震が発生した

際，保有するポンプ車の台数を上回る数の火災が発

生する確率が10%以上の消防本部は，全国の731の

消防本部のうち27あることが明らかになった．また，

出火防止対策である感震ブレーカーの普及率が今後

向上した場合に，出火ポテンシャルカーブがどのよ

うに変化するのかを評価した． 

(4) 津波に起因する石油流出火災性状の予測手法の

開発と火災ハザードの評価 

津波に起因する石油流出火災の性状を数値的に予

測可能なシミュレーションモデルを開発した．開発

したモデルの妥当性を検証するため，モデルを宮城

県の気仙沼湾に適用し，2011年の東北地方太平洋沖

地震津波により発生した石油流出火災の再現計算を

行った．その結果，モデルは調査や映像記録から判

明した当時の火災拡大の傾向を概ね説明できること

が分かった．また，開発したモデルを大規模な石油

コンビナートを有する大阪港に適用し，南海トラフ

地震を想定した津波シミュレーションとそれに基づ

いた石油流出火災シミュレーションを行って，① 流

出した石油が津波でどのように流されるのか，② 石

油に火が着いた場合に火災が海上をどのように拡大

するのか，③ 燃焼領域から放射される輻射熱の影響

がどこまで及ぶのか，を評価した．さらに，火災に

より危険が及ぶ可能性のある津波避難ビルを明らか

にし，必要な対応を検討した． 

 

Ⅱ．都市防災計画  

教授：牧紀男 

准教授：関口春子 

○ 研究対象と研究概要 

日本では近い将来，南海トラフ地震・首都直下地

震といった東日本大震災を超える規模の巨大災害に

見舞われることが予想されている．災害の被害をゼ

ロにすることは難しく，想定される被害をどのよう

にして減らすのか，発生した災害にどのようにして

対処していくのかについて，技術的な観点だけでな

く，歴史的・社会的視点も踏まえた研究を行ってい

る．また，被害想定に用いられる予測地震動の信頼

性向上のために，地震と地下構造の科学的分析と予

測への適用に関する研究を行っている． 

主な研究課題は，以下の通りである． 

(1) 災害復興シミュレーション技術に関する研究

（牧） 

 国勢調査・事業所統計調査等のメッシュデータを

用い，物理的被害，災害対応，復旧・復興という全
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ての側面から総合的に影響評価を行う手法の開発を

行っており，阪神・淡路大震災を事例に災害前の社

会状況から災害後の社会状況を定量的に推計する方

法の開発を行っている． 

(2) 事前復興計画策定手法の開発に関する研究（牧） 

南海トラフ地震で大きな被害が予想される和歌山

県，兵庫県の淡路島，愛知県といった地域をフィー

ルドに事前復興計画策定手法の開発を行っている．

模型を用いた地域の復興ビジョンの構築，発災直後

から復旧・復興までの地域の土地利用の検討手法の

開発を行った．また，災害復興計画策定時に津波浸

水範囲を決定するために，数千の津波シミュレーシ

ョン結果を重ね会わせて表示するシステムの開発も

行った． 

(3) 災害復興に関する調査研究（牧） 

 復興シミュレーション，復興研究の基礎データと

するため阪神・淡路大震災で被災を受けた神戸市長

田区，東日本大震災で被害を受けた宮城県石巻市，

岩手県陸前高田市，大槌町において CCD カメラを

用いた復興モニタリングを実施している． 

 災害復興の継続的・長期的なモニタリング調査も

実施しており，1991年に噴火災害を引き起こしたフ

ィリピン・ピナツボ火山，阪神・淡路大震災，新潟

県中越地震，東日本大震災，2018年インドネシア・

ロンボク島地震を事例に継続的に現地調査の実施を

行っている． 

(4) 効果的な防災対策を可能にする地域防災計画に

関する研究（牧） 

 日本において防災対策は一義的に市町村が担うこ

ととなっており，市町村における防災対策の基本的

な考え方を整理した地域防災計画の重要性は高い．

大学研究者や防災の実務者とともに，効果的な防災

対策，災害対応を可能にする地域防災計画のあり方

についての研究会を，定期的に実施している． 

(5) 災害後のすまいに関する研究 

 東日本大震災で大きな被害を受けた宮城県名取市

を事例として，質問紙調査結果を用いて災害復興事

業が被災者のすまいの再建に与える影響を定量的に

評価し，安全なまちとして再建するための災害復興

事業と被災者の迅速なすまいの再建をどのように調

整していくのが良いのかの検討を行っている． 

(6) 都市域の地震ハザードマップ（関口） 

大阪平野や関東平野など都市域を主たるターゲッ

トとして，プレート境界巨大地震や内陸活断層の大

地震を想定した地震動予測計算を行い，被害予測に

供するために地震動強さのマッピングを行っている．

また，地震動の予測の信頼性を向上させるために，

地震動予測計算に用いる想定地震の震源モデルと地

下構造のモデルの精度および信頼度の向上のための

研究をしている． 

内陸地震の震源モデル作成手法に関しては，活断

層近傍の地形・地質学的データに基づいて断層面の

3 次元的形状と不均質応力場を推定し，その条件下

で物理的に起こり得る地震シナリオを数値シミュレ

ーションで求めるという方法を開発した．また，プ

レート境界地震の震源モデルの高精度化のために，

過去のプレート境界地震について求められた強震動

生成域のパラメータの分布に基づいて，強震動生成

域内の応力降下量等のフラクタル的不均質の度合い

を推定し，予測モデルへ適用した． 

堆積平野では，基盤の形状や堆積層地盤の地震波

速度構造が地震動評価における重要な要素である．

大阪平野では，豊富な地下構造調査データに基づい

て，地下構造モデルの作成・提示に関して新たな方

法の開発を進めた．これまでに構築した大阪平野～

京都盆地～奈良盆地にかけての堆積層構造モデルを

用いて平成 30 年（2018 年）大阪府北部の地震の地

震動シミュレーションを行い，地震動の増幅や後続

波の生成の分析や堆積層構造モデルの検証を行った． 

 

Ⅲ．防災技術政策 

教授：寶馨（平成29年度まで） 

准教授：佐山敬洋 

講師：Florence LAHOURNAT 

○ 研究対象と研究概要 

時空間モデリング，計算機集約型分析，リモート

センシングなどの領域における新技術を考究し，国

内外の水災害に着目して，災害事象の監視・予測・

軽減に関する研究を行っている．流域水循環と社会

変動の相互作用，気候変動の影響分析を踏まえて，

持続可能な社会実現のための技術と方法論の研究開

発に取り組んでいる．加えて，土地利用管理を含む
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総合的な災害対策を考究するとともに，伝統文化・

地域文化を利用したコミュニティのレジリエンス向

上に結び付く防災技術政策の研究を進めている． 

平成 23 年度から博士課程教育リーディングプロ

グラム「グローバル生存学大学院連携プログラム」

（プログラムコーディネーター：寶馨）を主導し，3

研究所，9研究科25専攻の協力のもとに5年一貫の

博士課程教育を実施して，グローバルリーダー人材

の育成に努めている．アジア太平洋地域における水

文・水資源研究の我が国の国際的リーダシップを確

保し，今後の防災研究に繋がる広範な人的ネットワ

ークを構築するために，ユネスコ国際水文計画

（IHP）の活動を継続的にリードしてきた．さらに，

平成30年度より寶馨がチェアホルダー，佐山敬洋と

Florence LAHOURNAT が事務局を務め，「水・エネ

ルギー・災害に関するユネスコチェア（WENDI: 

Water, Energy and Disaster Management）」を発足させ

た．平成30年4月には系統的・学際的な大学院レベ

ルの持続可能教育（HESD）プログラムを開始し，

令和元年3月時点で79名の履修登録者を有している．

グローバル COE プログラム「極端気象と適応社会

の生存科学」を契機に開始した世界気象機関

（WMO）フェローシッププログラムでは，平成 30

年度と令和元年度にミャンマーよりそれぞれ1人ず

つ受け入れている． 

以下に，研究概要を示す． 

(1) 流域水循環のプロセス解明，モデル化，予測に

関する研究 

地形・土地利用・降水などの空間分布情報を入力

し，流域内部の様々な地点で水移動を再現・予測す

る分布型流出モデルの開発を進めてきた．主として，

Rainfall-Runoff-Inundtion（RRI）モデルの開発・応用

に関する研究を進め，国内外の河川流域を対象とし

て，中小河川も含めた流域一体型の降雨流出，洪水

氾濫の解析を進めている．平成30年度より，内閣府

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「国家

レジリエンス（防災・減災）の強化」にも参画し，

研究課題「日本全国の中小河川を対象とする洪水予

測手法の開発」に取り組んでいる．この課題では，

日本全国を対象に，空間解像度約150 mで分布型の

降雨流出氾濫モデルを構築し，中小河川を含む河川

流量および水位を簡易的に予測するための技術を開

発している．さらに，RRI モデルで再現する流出機

構を精緻化するため，滋賀県の桐生水文試験地で土

壌や基岩部の水分量変化を観測し，山体地下水の流

動に関する現象解明を進めている． 

(2) 極端事象の統計解析と水資源管理政策 

豪雨・洪水の年最大値などの極値データを収集し，

その確率分布，頻度解析などを行っている．特に，

近年，統計年数が100年を超える標本（データセッ

ト）が多数の地点で収集可能になってきたことから，

従来のような確率分布を当てはめるパラメトリック

な手法ではなく，観測データを直接使う経験分布に

よるノンパラメトリックな手法により確率水文量を

推定し，その推定精度をブートストラップ法で明ら

かにした．この手法を気候変動問題に適用する方法

も提案している．可能最大降水量，可能最大洪水な

どの推定法を提案し，上記の頻度解析手法と組み合

わせて，水資源管理の計画や政策への応用を取り扱

っている． 

(3) 水災害の現地調査と浸水分布推定 

 災害の実態を把握し，今後の減災を検討するため

に水災害の現地調査を実施している．平成 29 年 7

月九州北部豪雨，平成30年7月豪雨（西日本豪雨），

令和元年台風19号（東日本台風）を対象に，科学研

究費特別研究促進費や土木学会調査団の枠組みの中

で，現地調査と数値シミュレーションを行い，災害

の対策について提言を行っている．また，九州北部

豪雨では，可搬型モービルマッピングシステムを駆

使した浸水痕跡調査を実施して，大規模な水・土砂

氾濫による地形変化が生じる際に，地形変化や浸水

痕跡を迅速に調査する上で，同上技術の有効性を示

した．さらに，西日本豪雨，東日本台風では，気象

庁によるメソアンサンブル気象予測情報を活用した，

長時間のリードタイムを有する洪水予測の可能性に

ついて研究を進めてきた． 

(4) 情報通信技術（ICT）の防災活用によるリアルタ

イム浸水予測に関する研究 

 リアルタイム浸水ハザードマッピングの実現を目

指して，ICT の活用を前提としたデータ同化手法を

開発した．具体的には，事前に実施する多数の浸水

シミュレーション結果と自治体職員や消防団等によ
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る現場からの浸水関連情報を組み合わせることによ

って，リアルタイムで浸水深の分布を推定するため

の手法を開発した．開発した手法は，「リアルタイム

浸水ハザードマッピングのための現地情報同化技

術」という名称で特許出願し，より実用的な技術開

発を民間企業との共同研究によって進めている． 

(5) 土地利用・気候変動が流域水循環に及ぼす影響

の評価と適応策に関する研究 

 主にアジアの河川流域を対象に，森林伐採や大規

模プランテーション開発などの土地利用変化が，流

域水循環や水災害に及ぼす影響を評価するための方

法を検討している．特にスマトラ島のバタンハリ川

流域においては，熱帯雨林における豪雨時の地下水

変動を観測し，その現象解明と水文モデルへの反映

について検討した．文部科学省「統合的気候モデル

高度化研究プログラム」にも参画し，気候変動と土

地利用変化の影響分析と適応策について検討を進め

てきた．その他，マレーシア，ベトナム，中国，パ

キスタン，カンボジア等においても各地域が抱える

課題を留学生が主体となって現地調査によって明確

化し，現地政府や研究機関とも協働しながらその解

決に向けた実証的な研究を進めている．さらに種々

の温暖化予測情報を元に水循環への影響を評価し，

各地域の温暖化適用策に関する研究を進めている． 

 

Ⅳ．防災社会システム 

教授：多々納裕一 

准教授：畑山満則（平成28年 4月まで）， 

Subhajyoti SAMADDAR 

○ 研究対象と研究概要 

安全で安心な社会の形成を目指した総合的施策を

合理的に策定・実施するために，マネジメントシス

テム構築の方法論に関する研究を実施した．この際，

情報・組織論的なアプローチと経済学的なアプロー

チを駆使し，社会・経済システムと災害過程との相

互作用の解明，リスクコミュニケーションの促進の

ための方法論構築，参加型防災計画の支援のための

情報システムの構築を通じて，災害に強い社会を実

現するための防災システムを探求している．また，

この防災システムを支える情報処理基盤となり得る

時空間データベースに関して，コンピュータ処理と

社会環境への適用の両面からの検討を行い，情報化

社会における新たなるインフラと考えられる空間情

報を用いた独創性の高い防災情報理論の確立を目指

している． 

主要な研究テーマは以下である． 

(1) 大規模災害の経済的被害の整合的評価に関する

研究 

大規模災害に対する社会のレジリエンシーを高め

るためには,災害に対する「抵抗力」や「復元力」を

改善するための総合的災害リスク管理方策を効果的

に導入していくことが必要である．これらの施策に

対応して災害発生後から復旧・復興に至る災害の全

過程を通じて経済にもたらされた被害の変化を整合

的に評価し，効果的な代替案を設計・評価するため

の方法論の開発が求められている．被害の二重計算

や計算漏れが系統的に生じないような整合的な被害

評価方法に関して研究を推進するとともに，経済被

害計量化のための方法論を整備してきた．さらに，

サプライチェーンの寸断，復興需要に伴う消費行動

の変化などの東日本大震災で明らかになった問題点

を取り込み，実態調査結果などの現実的な入力条件

のもとで，被害を整合的に評価し得る経済分析モデ

ルを構成する方法の構築を進めている． 

(2) 気候変動リスクの経済影響と適応策評価手法構

築に関する研究 

気候変動リスク管理のためには，リスクの特定と

確率の把握とともに，その影響をより精密に評価す

ることが重要である．気候変動に伴う災害環境の変

化が引き起こす経済的影響を把握するために必要な

経済モデルの構築および適応策の効果を分析するた

めの分析枠組みの構築を目的とし，浸水に伴う生産

能力低下，ライフラインの途絶・機能低下，交通ネ

ットワークの損傷などの影響をも考慮した経済被害

の計量化方法の構築に加えて，避難計画，土地利用，

多重防御，リスク移転策等，既存の施設計画を上回

る外力発生時においても一定の被害軽減機能を発揮

しうる総合的な減災施策の評価方法を検討し，その

経済評価の方法論の構築についても検討する予定で

ある． 

(3) 時空間処理と自律協調型防災システムの実現 
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本研究は，阪神・淡路大震災を契機に提案した被

災時にも確実な動作を実現するための「リスク対応

型地域管理情報システム」の概念と，その実現のた

めに継続的に開発してきた時空間情報処理をさらに

拡張し，地域の生活に安心感をもち，我が身の安全

を実感できるようにするための情報システムを実現

することを目的としている．対象地域において，安

全安心と地域活性化に関するニーズ分析を行い，時

空間情報基盤技術，自律分散型情報連携技術，リス

ク対応型自治体システム構築技術および広域モニタ

リングと環境計測技術の開発した．さらに，安心安

全情報システムの定着化プロセスについて考察を行

った． 

(4) リスクコミュニケーションや住民主体の災害リ

スク管理計画の促進 

災害リスク管理や災害対応計画への住民や住民組

織の参加は，災害に対してレジリエント（強靭な）

社会を作り上げるための礎である．しかし，実際に

は，多くの国や地域で，地域社会はこの種の計画か

ら置き去りにされ，災害に対する社会的備えは充分

なものとはなっていない．より望ましいリスクコミ

ュニケーションとリスクガバナンスを地域社会で実

現していくためには，この点に関する改善が必要で

ある．このような問題意識のもと，個々の世帯にお

ける災害に対する備えとリスクコミュ ニケーショ

ンを対象として，住民の個々人の災害に対する備え

の意思決定における認知知覚プロセスの解明に取り

組んだ．この研究では，リスク認知の形成，災害リ

スクに対する反応，災害に対する備えの形成意図な

どに関して心理学的側面から研究し，行動意図や態

度が社会的共同学習を通じて，コミュニティに広が

っていく機構に関して考究し，望ましいリスクコミ

ュニケーションのあり方を探求している． 

 

V．地震リスク評価高度化研究分野（阪神コンサル

タンツ）（平成 30年度から）  

特定教授：川瀬博 

特定助教：長嶋史明 

○ 研究対象と研究概要 

複雑化している地震災害のリスク評価とその低減

策に関し，近年の地震およびそれに伴う被害事例調

査や地球物理学的・地形地質学的調査に基づき理論

的・実証的な評価体系の高度化を図るとともに，そ

の知見を世界に発信し，地震リスク評価手法の国際

化を目指している． 

主要な研究テーマは以下の通りである． 

(1) 熊本地震の震源特性と地盤特性・建物被害に関

する研究 

・レシピによる運動学的震源インバージョン 

従来のインバージョンでは断層変位運動に伴う速

度パルスに引きずられて，滑らかな階段関数状の観

測記録の再現は良くできているが，その出現前に付

随している断層変位とは逆方向のパルスは再現でき

ていない．そこで震源域での観測強震動波形と矩形

強震動生成領域を用いた運動学的震源インバージョ

ンにより，逆方向パルスと断層変位運動を同時に説

明できる震源モデルを構築する． 

・ バックプロジェクション法による短周期生成領域 

 熊本地震の短周期生成領域に着目し，観測波形を

震源にそのまま引き戻す強震動バックプロジェクシ

ョン法により生成領域に関して有用な情報を得るこ

とが可能かを検討する． 

・益城町の強震動と被害シミュレーション 

 益城町役場を中心とした被害集中帯では，地震動

の空間変動に対してサイト特性がどのように寄与し

たのかについて明らかになっていない．既に地震基

盤から上部の3次元地下構造モデルを構築して，別

途求めた地震基盤露頭相当層での推定入射波形と非

線形1次元地盤応答から，益城町役場周辺の強震波

形を再現しているが，本研究では，さらに得られた

地下構造モデルを2次元地盤モデルに統合してその

非線形有効応力解析を行い，面的に強震動波形を再

現する． 

(2) 強震動予測手法に立脚した地震リスク評価手法

に関する研究 

・拡散波動場理論による地震基盤での地震動評価 

 上下動の伝達関数が大きく非線形化しないとの仮

定の下で，単独強震波形に対して拡散波動場理論を

適用して地表記録の水平上下比から露頭入射地震動

スペクトルを直接求める方法を用いて，地中記録も

ある強震観測点での基盤地震動を求める．次に，通

常の地表と地中のスペクトル比から等価線形手法に
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よる剥ぎ取り解析で求めた基盤地震動と比較して，

その妥当性を検証する． 

・運動学的インバージョン結果によるスケーリング 

 公開されている過去の運動学的インバージョン結

果がを用いて，起震断層の長さと震源モデルの長

さ・幅・すべり量との関係を整理する．次に，そこ

に最近の日本における震源インバージョン結果を加

え，強震動予測レシピで提案されている断層パラメ

タのスケーリング則がこれらのデータに対しても妥

当であることを検証する． 

・動的破壊シミュレーションによるスケーリング 

 動的断層パラメタのうち断面の微視的構成則を支

配するパラメタの平均値とその深さ方向分布に関し

てパラメトリック解析を行い，破壊が進展した断層

面の長さと幅，アスペリティの平均滑り量，および

その深さ方向分布について，理論計算結果と事前設

定情報の関係を整理し，スケーリング則を確立する． 

(3) 新しい地盤増幅率評価手法の開発 

 日本の強震観測データを分析することにより，水

平動と上下動の各地点でのサイト増幅特性を把握し，

その性質を平均化することにより，水平上下スペク

トル比から地盤増幅率を直接評価する方法を開発す

る． 

(4) 地震による建物被害を考慮した津波避難シミュ

レーション 

 地震による災害リスクには，津波による被災リス

クも含まれている．従来の津波避難シミュレーショ

ンには地震によって引き起こされる建物被害は考慮

されてきていないが，実際にはそれが道路閉塞を引

き起こし，避難の妨げになることが想定される．そ

こで，建物被害率を推定強震動から求め，それを考

慮して倒壊建物棟数を推定し，それによる道路閉塞

確率を考慮した津波避難シミュレーションを行うと

いう手法を開発しいくつかの地域に適用してきてい

る． 

 

VI．地域医療BCP連携研究分野 

教授：小池薫（連携） 

牧紀男（兼任） 

准教授：大鶴繁（連携）， 

倉田真宏（兼任） 

○ 研究対象と研究概要 

現在，災害時の医療機能の維持が新たな課題とな

っており，熊本地震と大阪北部の地震では病院機能

が停電・被災して，大規模な入院患者の転院が行わ

れるという事態が発生した．熊本地震の反省を踏ま

え厚生労働省は災害拠点病院に対して病院 BCP 作

成の義務化を行う等，災害時の医療機能の維持は非

常に重要な課題となっている．総合防災学の共同利

用・共同研究拠点である防災研究所と，災害拠点病

院である医学部附属病院とが共同で「地域医療BCP

連携研究分野」を平成30年12月に設置し，災害発

生直後の超急性期の災害医療の確保，その後の地域

単位での医療体制維持を可能とする医療システムの

構築，地域医療BCPについて下記のような研究を行

っている． 

主要な研究テーマは以下である． 

(1) 災害時の医療機関における業務継続性に関する

評価手法の開発 

 熊本地震，大阪府北部の地震について業務継続と

いう観点から見た病院の被害，ならびにその後の対

応についての現地調査を行い，業務継続という観点

から求められ医療機関の対応について明らかにして

いる． 

(2) 病院における地震応答速報システムの開発 

医療従事者や患者の安全確保を念頭に，京大病院

の建物に地震計を設置し，建物の損傷度と医療機能

の低下度を評価する仕組みについて試験運用を続け

ている．災害拠点病院は複数の建物からなる大規模

複合施設であるため，地震計を設置する建物数を限

定的に抑えつつ敷地内全体の被害を推定する手法の

開発が望まれる．また，建物の地震応答を正確に計

測できたとしても，建物の状態に関する評価結果に

は高い不確定性が含まれる．不確定性の高い情報を，

医療関係者が多数を占める災害対策本部で効果的に

活用してもらうためには，情報伝達の在り方や方法

を慎重に検討しなければいけない．災害急性期の混

乱の中，地域医療の最後の砦を自負する医療関係者

に，病院避難という現実を突きつけることができる

か，連携の強みを生かして，議論とシステムの更新

を続けている． 
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(3) 医療機器の耐震実験 

防災研究所の施設や資源を有効活用して，振動台

を用いた医療機器の耐震性評価・分類に関する研究

を遂行している．医療機器の耐震性を評価した過去

の研究を参考にして，医学部附属病院との連携とい

う強みを生かした現場をリアルに再現することに注

力して，実験を実施した．手術室の床を模擬した架

台上に設置した手術台の振動台実験では，地震時に

おける手術患者の体位ごとの転落リスクを検討し，

手術体位として仰臥位，頭低位などを対象にして，

従来の術中の患者固定方法や手術台のブレーキ仕様

の影響を検証した． 

一連の実験には，特に病院内の医療機器の維持管

理および運用を引き受ける臨床工学部門との連携お

よび医療機器メーカーの協力が不可欠であり，災害

時の対策について現在も議論を継続している． 

(4) ニュージーランドとの連携 

JSPS2 国間連携プログラムの国際共同研究（2019

－2020 年度）を受けて，「医療施設の地震への備え

及び損傷診断法の向上」についてニュージーランド

のオークランド大学とワイカト大学の研究者と共同

研究を進めている． 

日本とニュージーランドの病院施設の災害対策マ

ニュアル，災害時の事業継続性計画などの資料を収

集して，その比較から両国おける耐震対策の利点・

欠点を分析した．ニュージーランド側研究者の京都

訪問では，京都大学医学部附属病院の災害訓練状況

やBCPについて議論を交わすとともに，京都市消防

局の消防指令センターを訪問して地域の高齢者など

への対応方法について，情報を収集した．ウェリン

トン市とオークランド市の訪問では，ニュージーラ

ンド官邸のもとで災害対応を主導する National Cri-

sis Management Centreや両市域全体の地域医療を支

える Wellington Regional Hospital や Auckland City 

Hospital を視察し，災害時対応マニュアルなどに関

する情報を収集した． 
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8.2 巨大災害研究センター 
 

8.2.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

東日本大震災（2011年）の発生を受けた想定外の

大規模災害対策，次の南海トラフ地震や首都直下地

震に対する被害想定の見直しに加え，気候変動の進

行による極端気象現象の頻発（集中豪雨の多発・激

化，豪雪の発生や台風，ハリケーンの強大化など）

が加わり，現代社会は激動期を迎えている．特に先

進国での近年の急激な産業・経済構造の複雑化・高

度化，情報環境の激変，急速な少子高齢化，途上国

での急激な都市化や産業化によって，単体の自然災

害による直接的な影響ばかりでなく，社会的要因に

よる自然災害の拡大・連鎖，複数の自然災害が関係

する複合災害など，社会的要因によって被害が拡大

して，社会に未曾有の衝撃を与える構図が明確にな

りつつある．巨大災害研究センターは，このような

構図を明らかにした上で，巨大災害による被害の軽

減に関する研究を，自然科学と社会科学を融合した

視点から進め，総合的な減災システムの構築を目指

している． 

 

(2) 現在の重点課題 

当センターの重点的な研究課題は以下となる． 

1) 国内外での巨大地震・津波災害における避難計

画・防災教育に関する学際的研究 

2) 気候変動に伴う風水害対策に関する学際的研究 

3) 大規模火山噴火時の航空交通の危機管理体制に

関する学際的研究 

4) Natech（自然災害が誘発する人為災害）に関する

学際的研究 

5) 災害リスクの経済評価研究 

6) 防災研究のアウトリーチ 

7) 災害情報システムの高度化と社会実装に関する

研究 

 

 

 

 

(3) 研究活動 

巨大災害研究センターでは，以上の研究を発展さ

せるべく，3 つの柱，すなわち巨大災害過程，災害

情報システム，災害リスクマネジメントを構成して

研究の推進を図っている．これらの研究分野におい

て，専任教授3名，准教授2名，助教１名は，本学

の工学研究科，情報学研究科にそれぞれ協力講座の

形で所属しており，常時，20 名程度の修士･博士課

程の大学院生の研究指導を実施している．なお，こ

れ以外に国内客員教授，准教授各2名，外国人客員

教授1名の定員の他，現在，非常勤講師3名，学内

研究担当教官若干名，研究員若干名によって共同研

究を実施してきている． 

 特に特筆すべきは，平成30（2018年）年7月豪雨，

2019年東日本台風など，近年，日本社会を襲った大

災害に関する調査研究である．災害情報，避難行動，

経済被害，Natech（自然災害が誘発する人為災害）

など，多様な観点から多くの研究を推進し，国際的

学術誌への成果公表など学術的成果だけでなく，政

府，地方自治体における各種委員会への貢献，防災

教育ツールの開発など社会貢献の面でも多くの成果

をあげた． 

 

(4) その他の活動 

さらに，当センターでは，以下の研究および実践

的活動を実施して，研究・教育の推進を図っている． 

1) 国際防災総合学会の実施 

2) SIP（内閣府戦略的イノベーション）プロジェク

トの実施 

3) 阿武山観測所サイエンスミュージアム・プロジ

ェクトの実施 

4) 文部科学省南海トラフ地震調査研究プロジェク

トの実施 

5) 防災計画研究発表会の実施 

6) 災害コミュニケーションシンポジウムの実施 

7) 総合防災セミナーの開催（隔月） 
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8.2.2 研究領域の研究内容 
 

Ⅰ. 巨大災害過程研究領域 

教授：矢守克也 

准教授：大西正光 

助教：中野元太（令和元年12月から） 

① 領域の研究対象 

実践的な防災学の構築 

巨大災害に対する総合減災システムの確立と実践

的防災学の構築をメインミッションとして，安全・

安心な社会を実現するために，巨大災害による被害

を軽減するための研究を社会科学・自然科学を融合

して行っている．特に，社会心理学を中心とした社

会科学の立場から，災害情報，防災教育，減災文化

のあり方を提案し，真に「実践的な」防災学とは何

かを探っている．災害に対する都市や社会の脆弱性，

防災力，異常な自然力の発生とそれに対する社会的

反応について，定量的・定性的に評価する方法を開

発している． 

社会現象としての災害の学理と被害低減を目指し

た実践的防災学の構築を図るためには，単に現場に

おける実用的な研究を志向しているだけでは不十分

である．代わって，防災学が社会の中に産み落とし

た知識・技術－その中には，防災に関する自然科学

的な研究が生産した知識・技術はもちろん，防災に

関する人間・社会科学的な研究（防災心理学や災害

社会学など）が生産した知識・技術も含まれる－を

前提として，自然災害へと立ち向かう社会における

自分自身の立場を再帰的に眼差す学術的視線（「防災

人間科学」）を，防災学はもつ必要がある． 

本研究室では，ワークショップ，ゲーミング，科

学教育（アウトリーチ）など，地域社会，学校，地

方自治体などにおける地域防災実践や防災教育の具

体的で実践的なとりくみを通して，防災・減災に関

する implementation science（実践適用科学）を，理

論的かつ学術的に確立することを目指している． 

持続的な防災教育と減災文化の形成 

災害はしばしば，人びとが防災のための知識・経

験を忘れた頃に発生する．また災害は，それがもた

らす被害が巨大であるほど，その時代の人びとや社

会に伏在している問題を，避けて通ることができな

い課題として露呈させる．このため，大災害の再来

までの平穏期においても，来るべき大災害による被

害を軽減するために，また，社会のありようを根本

的に問い直し改革するためにも，防災教育やアウト

リーチ活動を通じて，減災文化の形成に不断に取り

組んでいくことが必要となる．このような社会を実

現するために，本領域は，総合的な減災学を確固た

る学術的領域として構築し，世の中に浸透させるた

めの研究を行っている． 

以上に関する研究・実践の成果は，この3年間だ

けでも，「Disaster risk communication: A challenge from 

a social psychological perspective」（Springer）「アクシ

ョンリサーチ・イン・アクション－共同当事者・時

間・データ－」（新曜社），「天地海人－防災・減災え

っせい辞典－」（ナカニシヤ出版）などの単行本（書

籍），100本以上の学術論文，300件以上にのぼる多

数の新聞記事，テレビ・ラジオ報道などにより，広

く社会に発信され，また利活用されている． 

② 現在の主な研究テーマ 

個別具体的な研究課題は，以下の通りである． 

1) 突発災害調査と被災地に対する支援活動をベ

ースにした実践的被災地研究，災害復興研究

（阪神淡路・大震災，東日本大震災，熊本地震，

西日本豪雨，東日本台風，メキシコ地震（2017

年）など） 

2) ゲーミング技法を中心とした参加型の防災教

育・訓練技法の開発研究（防災ゲーム「クロス

ロード」の開発と実践的運用，評価など） 

3) 津波避難訓練手法の開発研究（「個別避難訓練

タイムトライアル」，スマホアプリ「逃げトレ」

など） 

4) 内陸地震観測に関する「満点計画」と連動した

防災教育とアウトリーチに関する研究 

5) ナラティヴ研究，アクションリサーチ，社会構

成主義など，最新の社会心理学的研究と防災研

究との融合研究 

6) 防災教育・減災教育に資する教材，ツール，カ

リキュラム，手法開発に関する研究 

7) 地域住民，行政（自治体），専門家，マスメデ

ィアなど多様な関係者の一体的協働に基づく
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防災実践に関する実践的研究とネットワーク

形成 

8) 内閣府戦略的イノベーションプログラム（SIP）

第2期による研究（地域BCP関連研究） 

9) 内閣府戦略的イノベーションプログラム（SIP）

による研究（津波避難関連研究） 

10) 金融経済学に基づく減災ファイナンス制度に

関する研究 

11) 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム（SATREPS）「メキシコ沿岸部の巨大地震・

津波災害の軽減に向けた総合的研究」における

科学コミュニケーションと社会実装研究 

12) 国際文化比較に基づく防災文化と国際防災支

援に関する研究 

13) 桜島大規模噴火時における航空交通網の危機

管理体制構築に関する研究 

 

Ⅱ. 災害情報システム研究領域 

教授：畑山満則 

① 領域の研究対象 

時空間情報を効率的に処理できる地理情報システ

ムを核とし，総合防災システム，総合減災システム

を確立するために求められる情報システムに関する

基礎研究を行うとともに，行政・民間企業・地域防

災を担うコミュニティ・災害支援ボランティア組織

などを対象に，多種の自然災害における災害対応を

想定した情報システムの構築方法論と評価手法を構

築することを目指している． 

研究対象とする情報システムは，核となる地理空

間情報の収集・管理・運用を内包しているものとし，

情報収集への ICTやロボット技術の適用，災害対応

過程で必要となる地理空間情報のモデル化，システ

ム運用のための体制作りについても研究課題として

取り扱っている． 

② 現在の主な研究テーマ： 

1) 効果的な災害対応の実現の基盤となる並行時空

情報管理に関する研究 

 地理空間情報は一般的に静的な情報の集約に利用

されてきたが，災害発生時には状況が時々刻々と変

化するため，空間情報と時間情報を同時に取り扱う

必要がある．さらに，意思決定を支援するためには，

その根拠となるシナリオ評価やシナリオシミュレー

ションの結果を一元的に管理することが求められる．

これを実現するために，現実の時間軸に加えて並行

時間軸をも管理可能な空間データベース管理手法に

関する研究を行っている． 

2) 災害対応時のAI，ドローン活用に関する研究 

ドローンによる空撮画像から得られる災害後のオ

ルソ画像と，オープンコミュニティで作成される被

災地の建物ポリゴンデータを用いて，深層学習を用

いた被災地域の屋根被害推定手法を開発した．これ

らの処理により罹災証明発行のプロセスの一部を大

幅に効率化できる可能性を示した． 

3) ハザードマップの定期更新のための地理空間情報

管理銀術に関する研究 

ハザードマップのもととなる浸水想定区域図は，

大規模な開発や治水対策，災害復旧工事などが行わ

れるたびに更新すべきであるが，現状ではコスト面

の問題から頻繁な更新は行われていない．この原因

が，浸水シミュレーションを行うためのデータ整備

にあると考え，その管理手法について，滋賀県を対

象として，具体的な検討を行っている． 

4) IoT デバイスを用いた土砂災害に強い地域づくりに

関する研究 

土砂災害は，早期警戒情報の発表が難しいため，

危険地域のコミュニティによる自主的な行動が求め

られる．近年，通信環境の整備とセンサや通信ユニ

ットの安価化により現場での利用が期待される IoT

デバイスを使って，様々な地域での気象情報を観測

することで，タイムリーな自律的避難ができるコミ

ュニティづくりのための情報システムの構築を行っ

ている． 

5) 災害対応時に機能する地域防災計画や災害協定

の在り方に関する研究 

 災害対応時には地域防災計画や災害協定に基づい

た対応活動が行われることになるが，これらの文書

に齟齬があったり，関係する人や組織間で認識のず

れがあったりすると，想定されていた効果的な活動

が行えない場合がある．このような事態に陥らない

ためには，これらの文書がどうあるべきかについて，

情報技術（テキストマイニング）を用いた分析と法
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制度や契約の在り方といった視点からの分析を行っ

ている． 

6) エージェントモデルを用いた津波避難計画策定

に関する研究（畑山満則） 

津波リスクの高い地域の避難計画の策定を支援す

るエージェントシミュレーションの構築と，避難施

設や地区防災計画策定に関する研究を行っている

（高知県黒潮町・四万十町，静岡県焼津市，メキシ

コゲレロ州シワタネホなど）． 

7) 帰宅困難者の避難誘導手法に関する研究（畑山満

則） 

大都市圏での災害発生時における帰宅困難者につ

いて，被災地を安全に効率よく被災地外に移動させ

るための方策について検討を行っている． 

 

Ⅲ. 災害リスクマネジメント研究領域 

教授：アナマリア・クルーズ 

准教授：横松宗太 

① 領域の研究対象 

都市の人口増加や産業化は，多くの人々や資産を

自然災害リスクやNatech（自然災害が引き金となっ

て産業事故が発生するかたちの複合災害）に曝して

いる．災害リスクマネジメント研究領域では，この

ような複合災害の物理的かつ社会経済的インパクト

を評価して，それらを軽減して持続可能な発展や社

会的レジリエンスを実現するための対策について分

析している．災害リスクマネジメントと復興の戦略

について，学際的で総合的な視点から研究を展開し

ている． 

② 現在の主な研究テーマ 

1) 自然災害と産業事故（Natech）の複合災害リスク

のマネジメント 

a.  2019 年 8 月下旬に西日本を襲った大洪水によっ

て佐賀県の製鉄所から近隣の農地・住宅・灌漑

運河に大量に流出した油汚染の分析と，市民，

応急対応者，非営利組織による緊急対応の取り

組みの実態分析を行った． 

b.  2019 年に台風 15 号が千葉県と茨城県の産業施

設に及ぼした影響の調査と分析を行った．千葉

県警察本部付近の突風速度は53 m / s に達し，袖

ヶ浦・姉ヶ崎地域では42 m / sを超えるものであ

った．報告された損傷には，冷却水塔の崩壊，

足場や踏み台および機器の断熱材の損傷が含ま

れている． 

c.  2018 年 7 月 6 日 23 時 30 分に洪水が引き金とな

って発生した岡山県総社市のアルミ工場での爆

発事故の調査を行った．この事故は，工場近く

の住宅地に影響を与え，下原地域の住民の避難

を必要とした．総社市消防署の初動対応者，下

原町地域防災組合連合会の市民，および数人の

個人住民を対象に，現地視察とインタビューを

行った． 

d.  2018年11月4～11日にインドネシアのチレゴン

シティにて開催された ASEAN 地域災害緊急対

応シミュレーション演習（ARDEX）に参画した．

そこで私たちは，Natech リスク評価と過去の

Natech 事故に関する研究に基づいて構築された

ケースをシナリオに追加するなどの貢献をした．  

e.  地震に関連したNatech リスクを評価するための，

広域対応の定量的な方法を開発した．さらに，

ブリティッシュ・コロンビア大学の研究者との

共同によって，信念（主観的確率）に関するベ

イジアン・ネットワーク・モデルを用いた地震

関連Natechリスクアセスメントを提案した． 

2) 安心・安全な災害リスク軽減のための参加型リス

クマネジメントに関する実証的研究 

コミュニティの安全とセキュリティを包括的に強

化するためには，市民による参加型リスク管理が不

可欠である．当領域では，海外フィールドにおける

に住民参加型の活動を対象とした研究を行っている．

それらには，アフガニスタンの都市と地域における

ジェンダーと防災に関する研究や，モンゴルにおけ

る大気汚染と住民のリスク認知に関する研究等が含

まれている． 

3) 災害リスク下の経済成長分析 

巨大災害リスク下にある開発途上国の経済成長モ

デルを開発し，災害が経済成長に与えるインパクト

や，防災投資の長期的な効果について分析している．

2018年に発表した論文では，防災投資の経済成長効

果を「事後的被害減少効果」と「事前的リスク軽減

効果」の二つの効果に分解した．後者は，結果的に

災害の発生がなかったとしても，事前のリスクその
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ものの減少によって生産投資が促されて経済が成長

するという効果であり，従来は指摘されてこなかっ

たものである．実際のある途上国を対象としたケー

ススタディでは，その効果が全防災投資効果の約

40％を占めることが判明した．また，2018年 3月か

ら 1年7か月間「国際的な活躍が期待できる研究者

の育成事業」（日本学術振興会）によって国際応用シ

ステム分析研究所（IIASA，オーストリア）に滞在

して，国際共同研究として本分野のモデルを発展さ

せた．そのモデルはDYNAMMICs（Dynamic Model of 

Multihazard Mitigation Co-benefits）と名付けられて，

国連のプロジェクトに採用され，アフリカ 3国のケ

ーススタディに適用された． 

4) 社会ネットワークモデルを用いた地域資産の価

値評価に関する研究 

地域コミュニティの伝統的な祭りや地域資産に着

目し，地域住民のアイデンティティが，地域資産や

他の住民との共同的実践の中でどのように形成され

るのかを分析している．神戸市長田区の商店街を対

象とした地域研究や，災害救援物資の備蓄戦略の研

究も進めている．土木計画学や社会心理学，経済学

の知見を用いた分野横断的研究である． 
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8.3 地震災害研究部門 

 

8.3.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 

地震災害研究部門は，「地震の発生→地震波の伝

播→強震動の生成→地盤・構造物基礎の動特性→構

造物の地震時応答→耐震設計・施工」という，地震

災害・防災に関わる主要研究課題に対して，理学お

よび工学的アプローチを融合することによって，科

学的かつ総合的研究を推進している．この目的のた

めに，本部門は以下の3研究分野（強震動，耐震基

礎，構造物震害）で構成されている． 

 

(2) 現在の重点課題 

強震動研究分野では，発生確率の高いプレート境

界巨大地震である東南海・南海地震によって近畿圏

をはじめとする人口集中域がどのような地震動に見

舞われるかを定量的に予測すること，また，これま

での知見から，西日本地域においては東南海・南海

大地震に先行して，活断層に関係した内陸地殻内地

震が頻発する可能性があることから，そのような都

市直下の地震による強震動を精度よく予測すること

を重点課題としている． 

耐震基礎研究分野では，都市基盤施設の耐震性評

価における入力地震動の設定を目的とした地震動特

性の分析，地盤と構造物の地震時破壊メカニズムの

解明および新たな耐震・制震構造の研究に重点をお

いている． 

構造物震害研究分野では，表層地盤や地盤－基礎

－構造物連成の影響による地震動増幅減衰特性の定

量化を通じ，建物等に作用する地震動とそれによる

地震応答特性および地震危険度を適確に把握した上

で，安全性，損傷性，機能性等の性能評価手法を構

築するとともに，実効力の高い耐震安全性向上施策

を提案することに重点をおいている． 

 

(3) 研究活動 

強震動研究分野では，強震動予測をするための震

源モデル及び地下速度構造モデルを高精度化するた

め，大地震の震源過程の解析，不均質震源特性と広

帯域強震動生成の関係解明，特性化震源モデルの高

度化，長周期地震動の伝播・増幅特性，表層地盤に

おける地震動伝播・増幅特性などの研究を進めてい

る． 

耐震基礎研究分野では，地震動の発生・伝播メカ

ニズムの研究，土木構造物の地震時破壊メカニズム

の分析研究，次世代耐震化技術の研究などを進めて

いる． 

構造物震害研究分野では，地震動に影響を及ぼす

要素の特性およびそれらの影響度を把握する研究，

より実体に即した建物耐震性向上に関する研究，不

確実性を考慮した地震被害リスクに関する研究など

を進めている． 

 

(4) その他の活動 

地震災害軽減や，地震現象の理解に関する社会へ

の啓蒙活動を，国・地方自治体等の地震調査研究や

地震被害想定に関する委員会，関連学会での各種委

員会，講習会等を通じて行っている．また，本部門

の教員が核となって，地震災害研究に関する理学，

土木工学，建築学の研究コミュニティの連携を図る

ため，各分野の最新の研究内容や被害地震に関する

調査研究報告を，特に若手研究者に話題提供をして

もらい，常に情報共有を図っている． 

 

8.3.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．強震動 

教授：岩田知孝 

准教授：浅野公之 

非常勤講師：三宅弘恵（東京大学） 

研究担当：釜江克宏（平成29年度）， 

上林宏敏（複合原子力科学研究所） 

(1) 研究対象と研究概要 

災害に強い都市づくりをめざして，都市の地震災

害に対する脆弱性を定量的に評価することを目的と

した強震動予測の高精度化に関する研究を進めてい

る．また，稀にしか発生しない大地震の震動特性や

震源・地下構造のモデル化に関する知見を拡大・共
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有するため，国外の研究者との共同研究や交流も進

めた（フランス，台湾，インド，チェコ，メキシコ

など）． 

・ 大地震の震源インバージョン解析に関する研究 

平成30年（2018年）大阪府北部の地震，平成30

年（2018年）北海道胆振東部地震を対象に，強震記

録を用いた震源インバージョン解析を実施した． 

 2014年大阪府北部の地震（MJMA 6.1）について，

強震波形記録を用いたセントロイドモーメントテン

ソル解析によるダブルカップル震源の分解，強震波

形記録（0.1～2 Hz）を対象とした震源インバージョ

ン解析を実施した．初めにほぼ南北走向の逆断層で

のすべりが生じ，約 0.3 秒後に北東－南西走向の横

ずれ断層でのすべりが始まり，その主たるすべりが

南西上向きに伝播することにより，大阪平野北部に

指向性パルスを生じさせたと推定された．多数の余

震のモーメントテンソル解から応力場を推定した結

果，中間応力と最小主応力の大きさがほぼ等しく，

逆断層すべりと横ずれすべりが同時に発生した主た

る要因が明らかとなった．また，当分野を中心とす

る研究チームで永年にわたり大阪・京都周辺の地盤

モデルを高度化してきたことで，従来の震源インバ

ージョン研究よりも高周波数成分（2 Hzまで）まで

信頼できる解析が行え，本地震の震源像を詳細に解

明し，周辺の活断層帯との関連性を議論できた．解

析結果は地震調査委員会等へ提出し地震活動評価に

資するとともに，地震動評価，地震活動，活断層研

究，水道管被害メカニズムなど周辺分野の理工学的

研究に活用された． 

 日高衝突帯の複雑な地殻構造で発生した平成 30

年（2018年）北海道胆振東部地震では，3次元速度

構造モデルを用いた理論グリーン関数を用い，強震

波形（0.05-0.5 Hz）による震源インバージョン解析

を行った．主要なすべりは下部地殻で生じ，上部地

殻には断層破壊が及んでいないことを明らかにした．

震源過程モデルと3次元速度構造モデルを用いて，

地震動シミュレーションを実施し，不均質な震源破

壊過程と地下構造の両者が地震動の空間分布に及ぼ

す影響を評価した．震源よりやや南方に位置するア

スペリティの破壊が上向きに進行することにより生

じた指向性パルスが，勇払平野東部の厚い堆積層に

より増幅したことで，厚真町やむかわ町を中心とす

る地域で強震動が生じたと結論づけた．（浅野公之・

岩田知孝） 

・ 広帯域強震動シミュレーションによる特性化震

源モデルの高度化に関する研究 

 平成28年（2016年）熊野灘の地震，平成28年（2016

年）鳥取県中部の地震，平成 28 年（2016 年）台湾

美濃地震，平成 30 年（2018 年）北海道胆振東部地

震，気仙沼沖の繰り返しプレート境界地震を対象に，

経験的グリーン関数法を用いた広帯域強震動シミュ

レーションを行い，各地震の強震動生成域をモデル

化し，強震動予測のための特性化震源モデル高度化

に必要な知見を発展させた． 

2016年熊野灘のプレート境界地震（MJMA 6.5）で

は，陸上の観測記録に加え，震源域に設置されてい

た海底地震観測網（DONET）の強震記録を活用する

ことで，破壊様式や応力降下量などの震源特性情報

を拘束することができ，従来求めていた日本海溝の

プレート境界地震と南海トラフのそれの震源特性の

差異を明らかにした．気仙沼のM6 級繰り返しプレ

ート境界地震では，4 回の地震の強震記録が同一観

測点で得られていることに着目し，伝播特性の違い

が震源特性評価に及ぼす影響を抑えた上で，繰り返

し発生するプレート境界地震の応力降下量が，4 回

の平均値±25％程度の範囲で揺らいでいることを

明らかにした．強震動予測の震源モデル設定におい

て不確かさを入れるための有力な知見が得られたと

考えている． 

2016 年鳥取県中部の地震と 2018 年北海道胆振東

部地震では，複数のSMGAからなる震源過程を精緻

に表現するため，各SMGAの位置を波群の到着時刻

情報を用いて同定した上で，SMGA をモデル化し，

観測された地震動と各 SMGA の寄与などを議論し

た．（浅野公之・岩田知孝） 

・ 長周期地震動の伝播特性に関する研究 

 2 地点の地震計で観測されている連続震動記録の

相互相関関数を長期間スタックすることにより観測

点間グリーン関数を求めることができる地震波干渉

法を，紀伊半島（陸上）のHi-net観測網および南海

トラフ震源域上の海底地震観測網（DONET）の間で

適用し，周期4～10秒の周期帯域の観測点間グリー
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ン関数を求めた．得られた観測点間グリーン関数の

妥当性は，DONET 直下で起きた2016年熊野灘の地

震のHi-net記録と比較することで確認した．違う観

測点ペアの観測点間グリーン関数を含め，これらの

グリーン関数は，想定東南海・南海地震の長周期地

震動の予測や，現存する地下構造モデルの検証に用

いることができる． 

地震波干渉法は2観測点の周りに震動源が均一に

分布していることが理想で，その場合には時間軸に

対して対称（相反定理）となる．実際の陸域と海域

のこの周期帯の震動源は波浪によるものと考えられ，

求められた観測点間グリーン関数は，震動源が空間

的に偏っていることや，季節変化がある結果として

時間軸対称性がいつも成り立っているわけではなか

った．そこで，似通った形状や時間軸対称性を持つ

ような相互相関関数を機械学習により選別すること

で，観測点間グリーン関数の推定精度を向上させる

枠組みを構築した．（岩田知孝） 

・ 表層地盤での地震動伝播・増幅特性に関する研究  

 京都盆地南東部の京都大学宇治構内に設置してい

る 3次元小スパンアレイ地震観測システムや京都市

内のリニアアレイ強震観測網，京都大学百周年時計

台，大学院理学研究科附属地球熱学研究施設等にお

ける強震観測を継続した．2018年大阪府北部の地震

及び余震の強震記録などが得られ，盆地内の震動特

性の研究に活用した． 

K-NET，KiK-net，気象庁震度計波形データに加え

て，自治体震度情報ネットワーク波形データ等を収

集して，スペクトル・インバージョン法を適用し，

震源特性，伝播経路特性，観測点サイト増幅特性を

分離した．自治体震度計観測点は，人口集中域にあ

る場合が多いため，地震ハザード高度化のための有

効な情報を得ることができる．加えて，得られたサ

イト増幅特性を使って，整備されつつある強震動予

測のための浅部・深部地盤構造モデルの妥当性検証

を行った．対象地域は，2016年4月の熊本地震の余

震を，熊本県を中心とした強震観測点で記録したも

の（熊本データセット），及び静岡県下のSK-net（東

京大学地震研究所）等で得られた地震記録（静岡デ

ータセット）である． 

 熊本データセットでは，各観測地点の地震波サイ

ト増幅特性と熊本地震系列の震源パラメータを推定

した．既往の浅部・深部地下構造モデル基づいて，

観測サイト直下の構造モデルによる理論的増幅特性

を観測サイト増幅特性と比較し，多くの観測点で

2Hz 程度以下の周波数帯で両者が類似していること

がわかった．また，ある地震に対して，多数の観測

点での観測スペクトルと合成スペクトルの差が系統

的に方位特性をもっていることを見い出し，それを

利用した震源パラメータ推定精度の高度化に着手し

た． 

 静岡データセットでは，熊本データセットと同様

のサイト増幅特性の特徴を得たほか，解析したイベ

ントの応力降下量が深い地震ほど大きいといった特

徴を知ることができた．地球物理学的な方法に基づ

いて作成された浅部・深部地下構造モデルの有効性，

妥当性を示す方法の一つとして，実地震記録を用い

たサイト増幅特性との比較が有用であることを示す

ことができた．（岩田知孝・浅野公之） 

・ 地下構造のモデル化に関する研究 

日本海側の地震・津波ハザード評価の高度化を目

的とした文部科学省委託研究「日本海地震・津波プ

ロジェクト」（代表機関：東京大学地震研究所）では，

地下構造情報の不足する函館平野及び津軽平野にお

いて微動アレイ観測や単点微動観測を行い，平野内

の速度構造をモデル化した． 

将来発生する南海トラフ巨大地震へ備える研究を

理学・工学・社会学の連携で行う文部科学省委託研

究「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」（代

表機関：海洋研究開発機構）では，熊野灘周辺の

DONET 広帯域地震計記録を用いた地震波干渉法と

群速度トモグラフィに基づき，熊野海盆周辺のS破

三次元速度構造をモデル化した．長周期地震動シミ

ュレーションのほか，DONET 地震計を用いた震源

決定や緊急地震速報のための走時・振幅補正への今

後の活用が期待される． 

2001 年に Bhuj 地震が発生し，大きな被害に見舞

われた当時は強震観測が行われていなかったイン

ド・カッチ盆地において，地震後にインド国立地球

物理学研究所によって展開された強震観測網の記録

やインドでの地震学的研究成果を用い，インドの研
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究者との二国間共同研究として，カッチ盆地の3次

元地盤構造をモデル化した．2001 年 Bhuj 地震の地

震動シミュレーションを行い，Bhuj地震の震源断層

近傍で 50 cm/s 以上の極めて大きな地震動となるこ

とを示した．（浅野公之・岩田知孝） 

・ 熊本地震を踏まえた総合的な活断層調査 

 平成28年4月の熊本地震に関連する布田川－日奈

久断層帯の活動評価や強震動評価の高度化を目指し，

平成28年度から平成30年度の3カ年計画の「総合

的な活断層調査」が，九州大学大学院理学研究院，

（研）産業技術総合研究所，鹿児島大学大学院理工

学研究科，熊本大学大学院先端科学研究部とともに

実施された．防災研究所は「断層帯周辺における強

震動予測の高度化のための研究」を担当し，所内で

は社会防災研究部門の川瀬博特定教授，関口春子准

教授，地震災害研究部門の松島信一教授が参画し，

布田川断層帯布田川区間と日奈久断層帯高野―白旗

区間の活動とみられる熊本地震を踏まえ，当該断層

帯の残りの区間が活動した場合の強震動予測の高度

化を目指し，人工地震探査，微動調査等を断層帯周

辺で実施して地下構造モデルの更新と強震動予測を

行った（岩田知孝・浅野公之・三宅弘恵）． 

・ 奈良盆地東縁断層帯における重点的な調査観測 

 令和元年度から3ヵ年計画での標記断層帯の重点

観測を，同志社大学，（研）産業技術総合研究所など

と協力して実施している．防災研究所では，社会防

災研究部門の関口春子准教授，地震災害研究部門の

松島信一教授，地震予知研究センターの飯尾能久教

授，巨大災害研究センターの大西正光准教授が研究

に参画している．本分野では，令和元年度に宇治市

および奈良市において断層帯を横切る反射法探査を

実施し，本地域の盆地基盤面に至る地下構造に関す

る情報を入手した．京都府南部において極小半径か

ら大半径の微動アレイ探査による地盤構造調査を実

施した．自治体やライフライン関係者と情報交換の

ために地域勉強会を開催した．（岩田知孝・浅野公

之・上林宏敏） 

(2) その他の活動 

 岩田知孝：文部科学省地震調査研究推進本部地震

調査委員会強震動評価部会長（平成30年4月から），

関連分科会委員として，全国地震動予測地図の作製

に関して助言を行っている．また，関西地震観測研

究協議会座長（平成30年6月から）を務めている．

また，（公社）日本地震学会強震動委員会委員として

強震動研究の最先端の研究成果討論の場としてシン

ポジウムの企画，強震動予測手法の普及のための講

習会企画，講師を積極的に行っている．  

 浅野公之：（公社）日本地震学会強震動委員会委員，

（公社）日本地震工学会会誌編集委員会委員，

17WCEE組織委員会広報委員会委員として，学会運

営に貢献した．（一社）日本建築学会地盤震動小委員

会委員として，研究シンポジウムの企画等を行った．

英文論文誌Earth, Planets and SpaceのEditorial Board 

Memberを務めている． 

 

Ⅱ．耐震基礎 

教授：澤田純男 

准教授：後藤浩之 

非常勤講師：金治英貞（（株）阪神高速道路，平成

29年度） 

坂井公俊（（公財）鉄道総合技術研究所，

令和元年度） 

研究担当：清野純史，高橋良和，古川愛子 

（京都大学工学研究科） 

(1) 研究対象と研究概要 

都市基盤施設の地震災害現象を解明しそれを軽減

するために，強震動の特性を把握し耐震設計用の入

力地震動を設定する研究，地盤の非線形震動特性や

土木構造物の地震時破壊メカニズムを解明するため

の研究，次世代耐震化技術に関する研究，ライフラ

インの耐震性を向上するための研究などを推進して

いる． 

・ 地震動の発生・伝播メカニズムの研究 

土木構造物に作用する地震動は，地震が発生して

から地中を波が伝播して表層の地盤を揺らすまで長

いプロセスを経たものである．このプロセスの間に

様々な影響を受けるために，地震動は地震の特徴や

伝播する地殻構造・地盤構造によって異なる特徴を

もち，この特徴が構造物の被害に影響を与える．本

分野では，力学的な観点から地震の発生メカニズム

や地震動の伝播メカニズムについて研究している． 
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地盤震動に関わる基本的な物理量として，新たに

Normalized Energy Density（NED）を提案し，その保

存性について立証した．NEDの保存性によれば，表

層地盤による平均的な増幅はインピーダンス比によ

って一意に定まる．この性質を利用して，地盤増幅

率の簡易評価手法の提案や，その実現に向けた表層

のインピーダンス測定技術の開発研究を，数値実験

と観測・実験の両面から展開している．（後藤浩之） 

また，東北地方太平洋沖地震により地震動被害の

顕著であった宮城県大崎市古川地区において高密度

地震観測プロジェクトを展開した．市街地に世界最

高クラスの密度で強震計を設置し，表層地盤と地震

動との関連性等の研究を進めている．（後藤浩之・澤

田純男） 

・ 土木構造物の地震時破壊メカニズムに関する研

究 

地震の揺れに対して土木構造物がどのように応答

するのか，またどのような揺れに耐えることができ

るのかなどを把握するためには，地盤材料，コンク

リートなど構造物を形作る基本的な材料の力学的な

挙動や，個々の要素の破壊性状について分析するこ

と，構造物全体が構成するシステムの応答を知るこ

となど，小さな視点から大きな視点まで様々なスケ

ールで構造物の動的特性を把握する必要がある．本

分野では，実験や数値解析を利用して土木構造物の

地震時破壊メカニズムの解明に取り組んでいる． 

盛土構造物は地震時に大きく崩壊するなど，機能

が失われる事例の多い構造物である．地震被害事例

によれば盛土天端部や法面に縦断開口クラックが発

生する事例が多く認められている．一方，耐震設計

を行う上での盛土の破壊性状はすべり面を仮定した

照査が一般的である．地盤材料の破壊という側面で

要素レベルでの振る舞い考えれば，前者の実事例は

引張破壊によるものであり，後者はせん断破壊を仮

定したものであり考え方が異なる．そこで，地盤材

料（砂）のせん断・引張破壊をともに考慮した弾塑

性モデルと，クラック発生後の挙動をモデル化する

拡張有限要素法を用いた数値解析手法を提案し，数

値シミュレーションを実施した．解析結果から，縦

断クラックの動的な生成過程の再現に成功している．

（澤田純男・後藤浩之） 

・ 次世代耐震／防災技術の開発研究 

阪神・淡路大震災をはじめとする近年の地震災害

の教訓を受けて，構造物に要求される耐震性能のレ

ベルは増加を続けている．従来の耐震化手法に基づ

いて対策を考えると，部材の断面を増やす，高強度

の材料を使用するなど建設コストが増加する傾向に

ある．本分野では，今までにない新しい機構を研究・

開発して，安価で高性能な耐震対策の実現を目指し

て研究を進めている． 

柱構造に対する提案として，矩形断面の柱を鉛直

軸方向に分割し，さらに側方からの拘束力を与えて

分割面で摩擦力を発揮させることにより大きな変形

性能と減衰を付加する新しい構造について研究を進

めた．RC 柱に対する静的載荷実験，および振動台

を用いた動的載荷実験を行ってその性能を調べた．

（澤田純男） 

地震ハザード評価をはじめとして，空間統計量を

適切に表示することは，防災・減災対策において重

要である．表示対象となる量（揺れやすさや超過確

率）はばらつき（不確定性）をもつため，値が有意

である場合に強調されるような表示法（Uncertainty 

Projected Mapping）を提案している．理論的背景の

深化や，より広範な問題への拡張を進めている．（後

藤浩之） 

(2) その他の活動 

本分野では国際地震工学学生セミナーを年1回開

催し，学生の国際交流活動を支援している．報告書

の期間ではウェリントン（GNS Science）で実施した． 

澤田純男：土木学会地震工学委員会の委員長，お

よび関西ライフライン研究会の座長を務めた．また，

阪神高速道路公団技術審議会委員，水道施設耐震工

法指針・解説改訂特別調査委員会委員などを務め耐

震設計実務の問題に対して学術上の指導を行った．  

後藤浩之：地盤工学会関西支部の総務幹事を務め

た．また，水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調

査委員会委員，高圧ガス設備耐震設計手法の標準

化・高度化WG委員などを務め耐震設計実務の問題

に対して学術上の指導を行った．関西地震観測研究

協議会幹事・地震防災教育のWG主査として，京阪

神における小中高校生を対象とした地震防災教育に

関する活動も行っている． 
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Ⅲ．構造物震害 

教授：松島信一 

非常勤講師：関口徹（千葉大学工学研究科） 

研究担当：西山峰広，林康裕（平成30年度から） 

（京都大学工学研究科） 

(1) 研究対象と研究概要 

建築構造物の耐震安全性や地震災害リスクを定量

的に評価し，より安全安心な社会の構築に貢献する

ために，建築構造物に被害を及ぼす地震動の特性に

関する研究，地震基盤以浅の地盤構造の不整形性評

価に関する研究，地震災害リスク評価手法に関する

研究，ライフライン等の地震被害推定などを進めて

いる． 

・ 地震被害を受けた地域における地下構造の同定 

平成 28 年（2016 年）熊本地震の本震時に益城町

宮園と西原村小森において震度7が観測され，西原

村小森では周期 3秒の揺れが卓越した．西原村は布

田川断層帯上またはその周辺に位置し，一部地域で

は建物の倒壊率も高かった．このため，断層近傍に

おける地震動分布の推定のための地盤構造モデル構

築に関する研究を行った．西原村およびその周辺に

おいて臨時余震観測を行い，得られた地震動記録の

地震動水平上下スペクトル比（EHVR）と拡散波動

場理論に基づく理論EHVRにより，各臨時余震観測

点において観測EHVRをよく説明する1次元地盤構

造が得られた．また，推定した単点での地盤構造モ

デルから同一速度構造モデルを構築した． 

平成30年の大阪府北部の地震においては，建物の

構造体への被害は少なかったものの，非構造部材や

屋根の被害が多く見られた．また，震央距離が同程

度の場所でもその被害の様相が大きく異なる場合が

見られたため，臨時余震観測を行い，それらの地震

動記録を用いて地下構造の推定を行った． 

平成 30 年（2018 年）北海道胆振東部地震では，

震度7が観測されるなど，強震動による建築構造物

被害や土砂災害が多く発生した．建築構造物の被害

と強震動の関係を調べるために，被害が顕著に見ら

れた，安平町の早来地区と追分地区およびむかわ町

において微動観測を行い，地下構造を同定した．さ

らに，同定した地下構造を用いてそれぞれの地域に

おいて北海道胆振東部地震の本震時の強震動シミュ

レーションを行った．（松島信一） 

・ 強震動シミュレーションおよび予測のための地

下構造モデルの推定 

1896年に発生した陸羽地震（M7.2）では，横手盆

地東縁断層帯の北部，その北方の駒ケ岳西麓断層帯

及び東方の真昼山地東縁断層帯の一部が活動したも

のであると考えられている．しかし，陸羽地震の際

には活動していない横手盆東縁断層帯南部付近に位

置する現横手市において，震源域から離れているに

も関わらず住家全壊率が 10％以上となった地域が

みられた．この原因として，地盤構造による影響が

考えられ，横手盆地東縁断層帯の南部で地震が発生

した場合には大きな影響が出ること推測される．そ

こで，横手盆地南部において常時微動観測を行い，

その速度構造と形状の推定を行った．その結果，横

手盆地は従来考えられているより複雑な形状をして

いることを明らかとなった．また，1896年陸羽地震

の強震動シミュレーションを行ったところ，地下構

造の影響により，震源域から離れた横手市の西側に

おいて被害分布と対応するように揺れが強くなるこ

とが分かった．さらに，横手盆地東縁断層帯南部を

震源断層とする地震による強震動予測を行ったとこ

ろ，横手市西部の基盤構造が急変する地域で地震動

が大きく増幅されることが分かった．（松島信一） 

・ 不整形基盤構造と地震動増幅特性の関係に関す

る研究 

平成7年（1995年）兵庫県南部地震では，神戸市

須磨区から西宮市にかけての幅 1km，長さ 20km に

わたって震度7の領域が現れた．この「震災の帯」

の生成原因は盆地端部の基盤の段差構造に起因する

「エッジ効果」であるが，この現象は神戸地域に限

ったものではないと考えられることから，この現象

の定量的な把握が重要である．エッジ効果による波

の増幅的干渉を定量的に評価するために，さまざま

な基盤の段差構造を想定して地盤応答解析を行い，

地震動が最も増幅される位置やその大きさが，段差

構造の形状と入射する波動の周波数特性に依存する

ことを示した．また，これらの関係を用いることに

より，基盤の段差構造を調査することで「エッジ効
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果」がどのように出現するかを簡便に推定できる方

法を提案した．（松島信一） 

・ ミャンマー・ヤンゴン市における強震動予測に関

する研究 

ミャンマー連邦共和国の最大都市であるヤンゴ 

ン市は，国内を南北に縦断する Sagaing 断層南部の

西方約20 kmに位置しているため，今後発生する地

震による強震動を適切に評価し，その情報を建築物

の設計に反映させる必要がある．複数の地点におけ

るアレイ微動観測記録に基づいて推定した地下構造

と100点以上の単点微動観測に基づく水平上下スペ

クトル比を用いて地下構造モデルを構築した．また，

Sagaing断層南部で想定される地震について，日本の

強震動予測レシピの考え方に基づき，複数の不均質

断層モデルを構築した．構築した地下構造モデルと

不均質断層モデルを組み合わせて，Sagaing断層南部

で地震が発生した際の強震動予測を行った．その結

果，ヤンゴン市中心部で基盤が深くなっており，地

震動が大きくなることが予測されることが分かった．

（松島信一） 

・ 微動水平上下スペクトル比の方依存性に着目し

た地盤構造推定に関する研究 

熊本県の八代平野において地下構造を調べ，盆地

端部における地盤の不整形性がおよぶ範囲を把握す

るために，常時微動観測を行った．八代平野は日奈

久断層帯によって盆地と山地部が隔てられており，

八代平野は日奈久断層帯から南西方向の沿岸部に向

かって，大局的には二次元構造をしていることが推

測される．このため盆地端部付近を加速度計で，そ

して平野全体を速度計で観測を行い，微動の水平上

下スペクトル比（MHVR）の方位依存性から盆地端

部の不整形性の推定を試みた．その結果，方位依存

性は盆地端部近傍で最も大きくなるが，平野内でも

見られる地点があること，また，ピークが 2つある

地点では，片方のみが方位依存性を示すこと，から

地盤の深さによって地盤の不整形性が異なる可能性

が考えられることを示した．（松島信一） 

 

・ 南海トラフ沿いの地震による地震被害リスク評

価の不確実性に関する研究 

南海トラフ沿いの超巨大地震が発生した際に予測

される地震被害リスクは，用いるモデルの違いやモ

デルに内在するはらつきにより，不確実性がある．

地震による被害に対し有効な対策をするためには，

この不確実性の幅を考慮して様々な被害状況を想定

することが重要である．このため，地震被害リスク

およびその不確実性を定量的な評価を行った．また，

不確実性をわかりやすく示す方法についても検討し

た．さらに，地震リスク評価の適応事例として，震

災時の病院の医療機能の低下には，病院の建物の構

造的被害よりも，水道や電気，ガスなどのライフラ

インの供給が絶たれることによる影響が大きいこと

から，人命に大きく関わる緊急医療において清潔な

水がとりわけ必要不可欠な要素であることを踏まえ，

南国市の水道管網が受ける被害に注目した影響評価

を行った．（松島信一） 

(2) その他の活動 

松島信一：文部科学省科学技術・学術審議会測地

学分科会地震火山観測研究部会専門委員，京都府国

土強靱化地域計画有識者会議委員，京都府戦略的地

震防災対策推進部会委員，（国研）防災科学技術研究

所の実大三次元震動破壊実験施設利用委員会委員な

どを務め，助言や評価などを行った．また，（一社）

日本建築学会の地震荷重外力小委員会幹事・委員，

地盤震動小委員会委員，災害本委員会委員，（公社）

日本地震工学会の強震動評価のための深部地盤モデ

ル化手法の検証に関わる研究委員会委員長，強震動

評価のための深部地盤モデル化手法の最適化に関す

る研究委員会委員長，原子力発電所の地震安全の基

本原則に関わる研究委員会 WG3 委員，論文集編集

委員会委員，（公社）日本地震学会の理事，災害調査

委員会委員長，強震動委員会委員，広報委員会委員，

大会実行委員会委員，防災学術連携体連絡員，（公社）

日本地球惑星科学連合の環境災害対応委員会委員と

して，各委員会活動を通じて学会運営に貢献してい

る． 
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8.4 地震防災研究部門 
 

8.4.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 

本部門は，地震発生ポテンシャルの長期予測と地

震災害の長期予防法の構築を命題とし，地震テクト

ニクス，地震発生機構，耐震機構の三研究分野から

構成されている．地震災害の長期的予防を念頭に，

地球物理学的な各種手法を用いて，地殻構造がもつ

不均質性，地殻内で歪が蓄積してゆく過程，活断層

構造を考慮した地震発生過程等，地震発生ポテンシ

ャルの長期予測に関する基礎研究を進展させるとと

もに，長期予測の高度化を図っている．一方，これ

らの長期予測研究を受けて，地震発生時にも人命保

全と生活の質を確保し，また物的被害を最小限にと

どめるための建設技術の洗練を，既存建物の地震時

脆弱性評価法，耐震改修技術，安全性・機能性新材

料や構法開発を基軸として推進している． 

 

(2) 現在の重点課題 

地震テクトニクス研究分野では，沈み込むプレー

ト境界周辺や内陸部での下部地殻周辺の構造の不均

質性を明らかにすることにより，地震発生場への応

力蓄積過程の解明をめざした研究を推進している． 

地震発生機構研究分野では，地震の発生メカニズ

ムの解明と，地震発生の要因となる応力の蓄積とそ

の解放過程を明らかにするために，地球物理学的記

録と手法を用いた定量的な研究を推進している．加

えて，地震防災に直接貢献できる地震に対する強震

動評価にも研究を展開している．  

耐震機構研究分野では，技術のグローバル化と建

物の使用目的に見合う学術的知見の提供といった視

点で耐震評価を再検討し，人命保護といった安全性

はもとより，機能性，事業継続性，快適性を確保す

るための学術情報の提供に取り組んでいる．地震時

の建物挙動が時間に依存する物理現象であることか

ら，動的な視点を積極的に研究遂行に取り入れると

同時に，工学分野として，得られた研究成果が一般

社会に組み込まれ易い発表にも努めている． 

 

(3) 研究活動 

地震テクトニクス研究分野では，主に，電磁気学

的手法を活用してさまざまな地域での観測研究を実

施した．特に，比抵抗構造の研究においては，豊後

水道で発生するスロー地震を対象とした四国西部域

における観測研究，地震滑りの不均質性を明らかに

することを目的とした跡津川断層周辺での観測研究，

九州全域における電磁場グリッド観測を他機関との

共同研究として推進している．火山周辺においても，

箱根火山の群発地震域周辺の稠密可聴域 AMT 観測

データの3次元比抵抗構造解析をさらに進めたほか，

焼岳火山での広帯域 MT 共同観測も行った．また，

1995年兵庫県南部地震の発生後に，野島断層南端部

分で掘削された 3本のボアホールを用いた観測施設

（野島断層観測室）における注水実験に伴う自然電

位変化の推定を共同研究により実施してきた．加え

て，上宝観測所蔵柱観測室，宮崎観測所宿毛観測室

において3成分磁場観測を継続しており，主に他地

域での電磁気調査における参照磁場としてデータの

提供を行っている． 

地震発生機構研究分野では，近年国内外で発生し

た被害地震について，地震波，地殻の歪み変形，及

び他の地球物理学記録を解析することで，地震震源

の物理的メカニズムを調査している．特に地震発生

のメカニズムの解明と応力の蓄積・解放の定量的評

価を行うために，地震のスケール則，応力レベル，

動的破壊過程に注目し，様々な規模の地震について

地震発生のエネルギー収支を明らかにしている．  

耐震機構研究分野では，建築構造物の耐震性を高

度化する技術と高精度に評価する手法の研究に多面

的に取り組んでいる．部材・骨組から建物全体まで

の構造性能を，解析と実験，動的手法と静的手法，

順問題と逆問題を組み合わせながら評価している．

災害時の建物機能が構造特性だけに依存しないこと

から，最近は非構造部材の性能評価も推進している．

この3年間の活動は，振動計測に基づく実現象の把

握とその耐震性高度化への利用，非構造部材や重要

機器の耐震性と損傷確率の評価，局所的な材料特性
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変化を利用した耐震要素の開発，低負荷耐震補強機

構の開発とその設計法の構築，に大きく分類できる． 

 

(4) その他の活動 

国内外研究機関との共同研究も積極的に展開し，

（独）防災科学技術研究所等と大型耐震構造実験に

関する共同研究，イタリア・ナポリ大学と余震ハザ

ードを考慮した事業継続性判断に関する共同研究，

ニュージーランド・カンタベリー大学とスマート耐

震補強に関する共同研究，東京大学地震研究所・名

古屋大学・高知大学等との断層注水実験に関する共

同研究，トルコ・ボアジチ大学カンディリ観測所・

イスタンブール大学・コジャエリ大学・東京工業大

学，北海道大学との北アナトリア断層周辺

Bolu-Gerede セグメント周辺の不均質構造と地震活

動との関係性の解明に関する共同研究を立ち上げた． 

さらに，プレート発散境界における縞状磁気異常

の獲得形成過程を明らかにするためにアディスアベ

バ大学・富山大学・山形大学・熊本大学・九州大学・

極地研究所との磁気探査・電磁気探査共同研究をエ

チオピア Dabbahu Rift の南部延長域において実施，

日本国内での地震観測の技術をブータン王国に移転

し同国の地震防災に資するための共同研究を

SATREPSの枠組み等で実施している．また衛星観測

磁場変動データを用いた全球的な電気伝導度構造に

関する共同研究などを実施している．  

国・地方自治体等や関連学会における各委員会へ

の参画や協力を通じて，地震現象や地震災害に関す

る啓発活動や，地震災害軽減のための普及活動に従

事するほか，マスメディアを通した一般国民への成

果還元にも努めている． 

 

8.4.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．地震テクトニクス 

教授：大志万直人 

准教授：吉村令慧 

非常勤講師：川方裕則（平成29年度） 

○ 研究の基本理念 

沈み込むプレート境界周辺や内陸部での下部地殻

周辺において，地球電磁気学，地震学等の地球物理

学的な手法をもちいた不均質構造推定の研究を通し

て，地震発生場への応力蓄積過程の解明を目指し，

長期予測の視点に立った地震発生準備過程の理解を

進め，地震発生のポテンシャル評価に寄与すること

を目的としている． 

○ 研究対象と研究概要 

地震テクトニクス研究分野では，地殻・マントル

上部の不均質性を明らかにするため，主に地球電磁

気学的手法を活用してさまざまな地域での観測研究

を実施した．特に，比抵抗構造の研究においては，

面的・稠密な観測を展開し三次元的な構造の推定を

行っている．また，グローバルな規模での電磁誘導

現象（グローバル・インダクション）を利用した惑

星の電気伝導度構造に関する基礎研究も実施してき

た． 

(1) 内陸活断層周辺での電気比抵抗構造の不均質性

の解明（吉村令慧，大志万直人） 

これまで実施した内陸地震震源域周辺（2007年能

登半島地震），群発地震発生域（長野県西部，近畿北

部），活断層調査（中央構造線：和泉山脈南縁，金剛

山地東縁セグメント）での広帯域マグネトテルリク

ス（MT）および可聴域 MT 探査のデータを用い，

対象地域の地下不均質構造を明らかにするための三

次元逆解析を進めた． 

令和元年度には，東京工業大学・九州大学との共

同研究により，跡津川断層周辺において断層に沿っ

た不均質構造の解明を目指した面的な観測を実施し

た．実施に際しては，平成29年度より開発を進めて

いた低消費電力・低コストの電場観測装置ならびに

電磁場観測装置の実践投入を行い，その性能を確認

した． 

平成30年度には，トルコ・北アナトリア断層帯の

Bolu-Gerede 地域で広帯域ＭＴ観測の実施に向けて，

コジャエリ大学・イスタンブール大学・ボアジチ大

学の研究者との協議を進め，国際共同観測研究を立

ち上げた． 

(2) 火山周辺での比抵抗構造の研究（吉村令慧） 

東京工業大学・神奈川県温泉地学研究所などとの

共同研究により取得した箱根火山周辺の可聴域 MT

データについて，三次元比抵抗構造を推定した．ま

た，北海道大学との共同研究により実施した焼岳火

山における広帯域MT観測について二次元比抵抗構
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造を推定した．同時に実施した磁気探査の結果を総

合して，頂上と中尾峠の間にキャップ状の不均質構

造が存在することを明らかにした．上宝観測所が運

営する焼岳でのプロトン全磁力観測点の維持にも協

力している． 

(3) 広域比抵抗構造の研究（吉村令慧，大志万直人） 

東京大学地震研究所をはじめとする全国大学共同

で，専用電話回線を電位差測定ケーブルとして利用

するネットワークMT観測を，四国西部域において

継続した．これに併せて，上宝観測所蔵柱観測室お

よび宮崎観測所宿毛観測室で地磁気3成分連続観測

を継続運営し，主に他地域での電磁場観測の参照磁

場としても提供している．また，九州地域における

ネットワークMT法データの解析を進め，霧島火山

などの地下深部の比抵抗構造に関しての研究を進め

た． 

広帯域MT観測による広域比抵抗構造解明のため

の共同研究も，九州全域のカバーを目指すグリッド

観測（九州大学などとの共同研究）に参画した．ま

た，四国西部域においては，豊後水道で発生するス

ロースリップを対象に，その発生場の不均質構造を

明らかにするために実施した広帯域MT観測（東京

工業大学との共同研究）データを用いて，三次元構

造解析を進めた． 

(4) 断層の回復過程の研究（大志万直人，吉村令慧） 

 断層回復過程を透水性の時間変化という観点から

理解するために，野島観測室における既存の注水実

験に伴う地表電位差記録のデータ解析を進めるとと

もに，平成30年度に行われた同観測室における最終

注水実験に際して地表電位差データを収録し，時間

変化について検討した（高知大学などとの共同研究）． 

(5) 長基線での地電位差連続観測の実施（吉村令慧） 

1984年長野県西部地震震源域周辺で，現在に至る

まで活発な微小地震活動が確認されている．この地

震活動の消長を流動電位の変化としてとらえること

を目指して，長基線の電位差連続観測（NTT の専用

電話回線を利用）を継続していたが，令和元年度に

観測を終了した．今後，観測期間中に観測網内で発

生した中規模地震によって励起された変動について

解析・検討を進める．  

(6) グローバル・インダクションに関する研究（大

志万直人，吉村令慧） 

 衛星観測データを基にした惑星等の全球電磁誘導

現象を用いた惑星等の内部電気伝導度構造を推定す

る手法を開発するための研究の一環として，月周回

衛星であるかぐや衛星が観測した磁場データを用い，

惑星間空間磁場の磁場変化により励起される電磁誘

導現象に関しての研究を継続した（東京大学地震研

究所・東京工業大学などとの共同研究）．また，球座

標系での差分法により海洋を地球規模でモデル化す

るため，薄層近似に基づく薄層球殻電磁誘導モデル

に関する研究を，一様外部磁場変動と環状電流減に

よる磁場変動の場合に関して実施した．さらに，有

限要素法を基にしたモデル化の際に薄層構造を組み

込むことができるように基礎的な検討も行った． 

(7) 海洋底拡大軸での磁気異常の研究（吉村令慧） 

2005-2009 年にかけてダイク貫入イベントのあっ

たエチオピア・アファール州のDabbahu Riftにおい

て，縞状磁気異常の獲得形成過程を明らかにするた

め，無人機による空中磁気探査および地上における

広帯域MT観測を実施した（富山大学，アディスア

ベバ大学，山形大学，熊本大学，九州大学，極地研

究所との共同研究）．  

(8) 電気物性理解のための岩石実験（吉村令慧，大

志万直人） 

岩石の電気比抵抗が，どういった物性により規定

されているのかに迫るために，他の物理計測と比較

が容易なハンドサイズの岩石試料に対して，構造イ

メージング手法の構築を行っている．多電極による

比抵抗法を円筒形岩石試料に適用するために，電極

の選定，電流印加・電位測定に必要な測定器の性能

の把握，測定の安定化・高度化など行った． 

 

Ⅱ．地震発生機構 

教授：Mori James Jiro 

准教授：大見士朗 

助教：山田真澄 

非常勤講師：前田拓人（平成30年度）， 

桑谷立（平成31年度） 

○ 研究対象と研究概要 
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地震発生の物理過程を研究している．地震の震源

過程を理解することは，地震による被害を評価する

ことと，地震予知に向けた研究とに貢献することに

なる．地震波，地殻の歪み変形，及び他の地球物理

学記録を解析することで，地震震源の物理的メカニ

ズムを調査している．特に地震発生のメカニズムの

解明と応力の蓄積・解放の定量的評価を行うために，

地震のスケール則，応力レベル，動的破壊過程に注

目し，様々な規模の地震について地震発生のエネル

ギー収支を明らかにしている．さらに地震防災を強

化も目指している． 

(1) サウジアラビア距離減衰式 

最近のSaudia Arabia Seismic Network のデータを

使ってサウジアラビアにおける距離減衰式を開発し

た．速度と速度のデータから, マグニチュード, 距離, 

地震発生機構, サイト特性に関する強震動のレベル

を推定した. これはサウジアラビアで初めて開発さ

れた距離減衰式である. 

(2) リアルタイム地震情報と地震被害 

大地震の情報を素早く供給できる技術的システム

について研究している．緊急地震速報システムの高

度利用に向けて，正確で高速なアルゴリズムを開発

し，緊急地震速報を利用してリアルタイムで地震被

害を推定することを目標としている．これまでに発

信された緊急地震速報の解析を行う傍ら，断層の有

限性を考慮した大地震に対する緊急地震速報システ

ムの開発，都市直下で発生する地震に対する緊急地

震速報システムの開発，緊急地震速報を利用した構

造物の即時地震被害予測手法の開発等を行っている．

研究成果の一部は実際の気象庁の緊急地震速報に導

入された（平成28年12月）．. 

(3) 震源での物理的特性の解明 

多数の大地震の観測記録を利用して，震源での物

理的特性を反映した動的パラメータである地震波エ

ネルギーや静的な応力降下量を推定し，地震の物理

的特性の統計的な特徴を明らかにする． 

(4) 地すべり地震学 

地すべり発生時の地震波形記録を解析することによ

り，地すべりの物理的パラメータ（速度や継続時間，摩

擦係数）や運動のメカニズムを明らかにする．地震波形

インバージョンを用いて，深層崩壊の運動履歴を明

らかにした．この解析により得られたパラメータに

基づいて，粒状体シミュレーションを行い，地すべ

りの運動を再現することができた．このような知見

の積み重ねにより，地すべり発生の物理やメカニズ

ムの解明が可能となる． 

(5) ブータンにおける地震観測 

活発な地震帯に属しながら定常的な地震観測網を

持たないブータンの地震防災に資するため，地震観

測網の建設と維持管理の技術を移転し，地震活動の

解析等を通じて地震リスクの評価を行うことを

SATREPS プロジェクトの枠組みの中で試みている．

2018年には構築中の6点のオンライン地震観測点が

稼働を開始し, これに加えて2017年秋より北部国境

地帯での3点のオフライン地震観測も開始されてい

る.  SATREPS 開始以前のデータを含めた 2018 年 6

月までのデータの試験的な解析によれば, 1 年半強

という短期間のデータであるにも関わらず, ISC カ

タログによる同地域の 1990 年以来の震央分布と整

合性を持つ結果が得られており, 観測網の本格稼働

の後には同国のサイスモテクトニクスに関する新た

な知見が得られることが期待される. 

(6) 2015年ネパール地震の解析と地震観測網の整備 

ネパール大地震（M7.8）の余震と地質構造につい

て研究した．10 か月間の余震観測記録を用いて, 

15000 の余震の震源決定を行った.  地震地域の三次

元速度構造を計算し, ほとんどの余震は Main Him-

alayan Thrust の断層面上か, その上の地表までの間

にあることがわかった.  また, 断層沿いの様々な地

質構造が大地震の破壊の特性につながっていること

も示した.  ネパールの SATREPS プロジェクトにも

参画し, 定常地震観測点を設置して, ネパールの地

震防災の向上に協力している. 

(7) 地震波干渉法による地下構造の時間変化の検出 

地震観測網から得られる連続波形データに地震波

干渉法を適用し，地震発生や火山活動の活発化に伴

う地下構造の変化の検出を試み，これらの現象との

関係を考察している． 

 

Ⅲ．耐震機構 

教授：池田芳樹 

准教授：倉田真宏 
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特任助教：Konstantinos A. SKALOMENOS（平成29

～30年度） 

○ 研究の基本理念 

本研究分野では，主として建築構造物を対象に，

その耐震性能を理論と実験の両面から明らかにする

とともに，より高度な耐震設計法の確立を目指すこ

とを研究の命題としている．この3年間は，情報分

野の進展に伴う耐震技術のグローバル化，および建

物使用目的に見合う細やかな学術的知見の提供とい

った視点で耐震評価を再検討し，人命保護といった

従来からある安全性はもとより，機能性，事業継続

性，快適性を確保するための情報の提供にも取り組

んできた．地震時の建物挙動が時間に依存する物理

現象であることから，研究の遂行にあたり振動実験，

振動計測および振動解析を積極的に取り入れると同

時に，工学分野として得られた研究成果が一般社会

に組み込まれ易い発表にも努めている． 

○ 研究対象と研究概要 

(1) 大規模低層建物に固有の振動特性の解明 

2011年東北地方太平洋沖地震を受けて，地震直後

に建物からの避難の必要性と建物の当面の使用性を

判断する地震被災度判定が強く求められるようにな

った．すでに高層建物では判定システムが普及しつ

つある一方，不特定多数が利用する大規模低層建物

には判定法が提案されていない．その理由として，

大規模低層建物の平面が不整形で内部には吹抜空間

があり，振動特性が中高層建物に比較して複雑であ

ることが挙げられる．建物の設計で振動解析が法的

に要求されておらず，実特性が把握されてこなかっ

たことも理由の一つである． 

そこで，限られた数の振動計測器の配置換えを繰

り返して建物全体の振動モード特性を評価する方法

により，平面形状と構造的特徴が互いに異なる大規

模低層商業建物の微動計測から一般特性を解明した．

次に，設計図面などの資料がなくても，微動計測と

建物基礎部の加速度計測のみで建物応答を推定する

方法を検討し，2018年大阪北部の地震を受けた建物

の被害状況を再現していることを確認した．これら

の成果を大規模低層商業建物の地震被災度判定法の

開発に展開し，地震直後に建物の避難所としての利

用と商品の避難用品としての活用に繋げていく． 

(2) 設計で考慮されていない鉄骨造建物の振動特性

の振幅依存性の評価とその利用法の開発 

鉄骨造高層建物の多数の振動記録の分析から，等

価線形系として評価した低次振動モードの固有振動

数が，応答最大値の対数と高い相関性をもつことが

知られている．しかし，その振幅依存性は本震と多

数の余震を用いて得られるため，本震直後に余震時

の動特性を推定できなかった．モード減衰では振幅

依存性が複雑なために，建物応答との関係を推定す

ることは難しかった．さらに建物の地震時の動特性

が設計時とは異なるだけではなく，地震時に変化す

ることも示されていた． 

振動計測記録の有効利用に資する目的で，本震記

録のみから低次モードの固有振動数を推定する方法

を提案し，その妥当性を記録が公開されている鉄骨

造高層建物で検証した．次に，モード減衰の振幅依

存性は，固有振動数を介した方が近似表現し易いこ

とを示した．建物の実特性を本震直後に予測できれ

ば，建物の残余耐震性能評価に有用な情報が余震を

待たずに得られる可能性があり，今後さらに検討を

進めていく． 

(3) 振動計測に基づく建物と地盤の動的相互作用の

評価 

建物と地盤の動的相互作用の研究の歴史は長いが，

現象解明では理論的研究による順解析が先行してお

り，地震観測に基づく報告は少ない．この現象を地

震観測から明らかにするためには，建物内と建物周

辺で多数の計測点を必要とする．観測記録のある建

物や地震記録の数が少ない，記録された地震動が小

さい，解析モデルのパラメータを多数仮定する，地

盤の計測記録や情報がそもそもない，という制約下

で評価せざるを得ない状況は今も続いている． 

本研究では，建物内外で地震記録がある整形な耐

震建物を選び，地盤との動的相互作用を等価振動モ

ードの特性変化として評価し，その一般的性質を抽

出した．分析に2011年東北地方太平洋沖地震の前震，

本震および余震を主に利用し，計測点数が限られて

いる実建物でも適用可能なモード同定により，質点

系モデルなどを一切介さずに相互作用を評価した．

計測に建物の質量情報が加われば，モード同定結果

から水平地盤ばねを評価できることも提案した．相
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互作用の効果によっても，建物の見かけの固有振動

数は低下し，減衰が増加することが定量的に計測の

みで確認された．実建物の地震被害の推定に有用な

情報であり，本研究も制約のある振動計測からいか

に建物情報を引き出せるかという観点に立脚してい

る． 

(4) 鋼構造を対象とした損傷度評価技術の開発 

被災建物の健全性を即時に評価するために，広範

囲省電力無線通信やピエゾ素子などの先端センシン

グ技術を利用した損傷評価システムを開発した．ま

た数値解析モデルの更新や地震ハザード解析などを

利用して，非専門家にも“馴染みある”判定指標の

提案を目指した．得られた成果は，SCI 国際学術誌

2編に発表した． 

(5) 災害時重要施設の機能損失や事業継続性の評価 

都市の中枢をなす建物（拠点病院，大型商業施設

など）の機能維持（事業の継続や生活の確保）と速

やかな回復（損傷の同定や修復）を目的として，天

井や間仕切壁などの非構造部材や，特定機能を有す

る設備・機器（配管，高架水槽，医療機器など）の

耐震性評価を進めた．エキスパンションジョイント

およびシステム天井の損傷状態の分類および損傷確

率の評価について，有力な SCI 国際学術論文誌に 3

編の論文を発表した． 

特に，医療施設の地震時脆弱性評価においては，

京都大学医学部附属病院と連携して重要機器に関す

る実験および解析研究を進めた．同病院の初期救急

科の医師や技師，ソーシャルワーカーなどと共に京

都 iMED防災研究会を立ち上げ，月例の研究会を継

続し，提案する研究テーマには，京都大学防災研究

所の熊本地震緊急共同研究，同一般共同研究，三菱

財団などから研究助成を受けた．また，JSPS2 国間

連携プログラムの助成を受けて，ニュージーランド

のオークランド大学・ワイカト大学と地震時挙動の

シミュレーション技術の向上と脆弱性評価マトリッ

クスの開発に取り組んでいる． 

(6) 初期偏心を与えた鋼管ブレースの提案 

鋼構造建物に広く用いられる座屈ブレースは，高

い耐力と剛性によって地震に抵抗する耐震部材であ

るが，ブレース降伏後の剛性が著しく低下すること

で変形が建物の特定層へ集中する，局部座屈発生位

置での変形集中による破断が起こり易い，などの課

題を抱えている．そこで，ブレースの耐震性能をさ

らに向上させる手段として初期偏心の導入，ならび

に高周波熱錬（IH）技術の利用を提案した． 

初期偏心を与えたブレースは曲げと軸力の組み合

わせ応力の影響により早期に降伏し地震エネルギー

を効率よく吸収する．さらに，IH技術により部材の

一部を硬化させて，部材の塑性化域と終局メカニズ

ムを制御することに成功した．準静的実験により，

提案する初期偏心 IH ブレースの優れた履歴特性と

変形性能を実証した．研究成果は，有力なSCI国際

学術論文誌に3編を発表し，さらに一部の成果は日

本建築学会鋼構造座屈小委員会から 2020 年に刊行

される書籍への掲載が決まった． 

(7) 低負荷耐震補強機構とその設計法の開発 

鋼骨組では，変形追従性能を発揮して大地震時に

高い耐震性能を示すことが，過去の地震被害と実大

建物の実験から確認されている一方で，特徴的な地

震被害として梁端部の塑性変形集中と破断も認めら

れている．梁をコンクリート床スラブと一体化させ

た合成梁では，床スラブが大きな圧縮力を負担した

結果，梁端部の梁下フランジ付近から破断が進行す

る現象が多く報告されてきた．ブレースや壁を新設

する従来からの耐震補強法には，工事が大掛かりと

なり，開口部における視界や使用者の通行が妨げら

れ易い傾向があり，それを解決する目的で補強負荷

を低減する構造機構を低層鋼骨組に対して提案して

いる．今期は，骨組の損傷を多段階に制御する方法

を新たに提案し，大型試験体を用いた構造実験と数

値解析で検証した．また，補強による効果を利用者

が定量的に把握する方法として，損傷低減効果を確

率的に評価したフラジリティ曲線を構築し，実骨組

を対象にケーススタディを実施した．一連の研究か

らSCI国際学術誌で2編，国内学術誌で1編の論文

を発表した． 

この3年間に，耐震機構研究分野から発表した査

読付き論文は29編であり，前期に発表した倉田准教

授による「Piezoelectric Dynamic Strain Monitoring for 

Detecting Local Seismic Damage in Steel Buildings」の論

文は，2017年に日本建築学会奨励賞を受賞した． 
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8.5 地震予知研究センター 
 

8.5.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

地震予知に関する基礎研究を行うとともに，学内

外の研究者との共同研究を推進，地震発生の原因と

機構を解明，そして最終的に地震予知手法を確立し，

地震災害の軽減のための基礎的な方法の確立を目的

として，7研究領域（客員1）と 8観測所の構成によ

り研究を進めている．地震・火山研究グループを構

成する部門・センター，特に，地震防災研究部門と

密接に連携して共同研究を進めている．この研究は，

科学技術・学術審議会測地学分科会の建議「災害の

軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進

について」（2013）および「災害の軽減に貢献するた

めの地震火山観測研究計画（第2次）の推進につい

て」（2019）と，京都大学第１期中期計画の中の「地

震や火山噴火の予知研究等，全国的な連携が不可欠

な分野については，全国共同研究並びに学内共同研

究を推進する」に対応する． 

今世紀半ばには，南海トラフ沿いのプレート間巨

大地震の発生確率がピークに達するとされている．

それに向けて，内陸被害地震も増えると予想される．

このような地震による被害の軽減を目指して，南海

トラフ沿いの巨大地震の予知研究，内陸地震の予知

研究，および研究成果の社会への効果的な普及・教

育を当センターの3本柱として強力に進めている． 

 

(2) 現在の重点課題 

 「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究

計画の推進について」（2013年建議） に基づく5年

計画（2014～2018年度）では，「史料の収集・翻刻・

解析による過去の大地震および自然災害の調査」，

「南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィ

リピン海スラブ周辺域の構造研究」，日本列島変動の

基本場解明：地殻とマントルにおける物性，温度，

応力，流動－変形」，「注水実験による内陸地震の震

源断層の詳細な構造と回復過程の研究」，「横ずれ型

の内陸地震発生の物理モデルの構築」，「短スパン伸

縮計等を活用した西南日本における短期的SSEの観

測解析手法の高度化」ならびに「歴史記録の電子化」

の 7研究課題について，当センターの教員が中心と

なって研究を推進している． 

また，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測

研究計画の推進について（第2次）」（2019年建議） 

に基づく 5 カ年計画（2019～2023 年度）では，「津

波生成過程の理解に向けた浅部スロー地震の活動様

式・発生場の解明とモデル化」，「南海トラフ巨大地

震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺

域での総合的観測研究」，「内陸地震の発生機構と発

生場の解明とモデル化」，「日本列島の地震—火山噴火

の基本場解明：地殻とマントルにおける応力，流体-

マグマ，温度・流動－変形場」ならびに「測地観測

データに基づく内陸地震長期評価手法の開発」の 5

研究課題について，当センターの教員が中心となっ

て研究を推進している．これらの詳細については，

3.2のプロジェクト研究の章を参照されたい． 

 

(3) 研究活動 

7 研究領域（海溝型地震，内陸地震，地殻活動，

地震予知情報，地球計測，リアルタイム総合観測，

地球内部）と8観測所（上宝，北陸，阿武山，逢坂

山，屯鶴峯，鳥取，徳島，宮崎）を中心に，地震防

災研究部門や地震災害研究部門等とも有機的に連携

しながら，上記の重点課題を推進している． 

中部から西南日本に展開している 50 点余の微小

地震観測点は政府の基盤観測網に組み込まれ，常時，

地震データを気象庁・大学・防災科学技術研究所な

どに送信している．これらのデータの処理解析など

の運用は地震予知情報研究領域が主に担当している．

これまで，これら観測点の維持管理は各観測所を拠

点に行われてきたが，近年のデータ伝送技術の進歩

等のため，観測所の役割を見直し，研究資源を新た

なプロジェクト等に効果的に集中する体制をとって

いる．具体的には，上宝観測所および宮崎観測所，

阿武山観測所は，関連する組織と連携して観測研究

基盤施設として運営し，プロジェクト研究や研究成

果の社会への還元等に活用している． 
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平成30年（2018年）6月に発生した大阪府北部の

地震（M6.1）では，東京大学地震研究所や九州大学

とも連携して衛星テレメータ観測点（4 点）および

稠密オフライン観測点（最大約80点）を設置して，

リアルタイムでの地震活動推移の把握とともに高精

度の余震深さ分布や，詳細なメカニズム解，反射波

構造等の解析を行った． 

 

(4) その他の活動 

 Outreach（情報の効果的伝達）を積極的に進めて

いる．研究成果を社会に還元するため，講演会のほ

か新聞などマスメディアの協力を得て定期的に情報

を発信し，社会に効果的に伝達するよう努めている．

現在起こっている地震活動や観測記録などの情報を

ホームページ上でほぼリアルタイムで公開している．

特に，2012年からは，地元のボランティアによる阿

武山サポーターの活動により，オープン・ラボや見

学会等を頻繁に開催して，Outreach 活動を強化して

いる． 

以下の方々に客員教授を依頼した． 

平成29～30年度 

片山郁夫（広島大学大学院理学研究科地球惑星シ

ステム学専攻）． 

平成31年度 

辻健（九州大学大学院工学研究院地球資源システ

ム工学部門）． 

 

8.5.2 研究領域の研究内容 
(1) 海溝型地震研究領域 

(2) 教授：橋本学 

准教授：西村卓也 

助教：山下裕亮 

(3) 研究対象と研究概要 

海溝型地震は海のプレートが沈み込む海溝に沿っ

て起き，強い揺れと津波により広範囲にわたり大き

な被害をもたらしてきた．また，海溝型地震は内陸

地震に比べ，繰り返し間隔が短く，これに対する備

えは我が国にとって喫緊の課題である．この代表で

ある南海地震等の発生予測の高度化に向け，世界の

沈み込み帯を対象に地震観測，衛星測地観測等の観

測を基盤に据え，プレート境界の大地震震源域にお

ける歪蓄積過程のモデル化を目標に，以下の研究を

推進している． 

① 南海トラフ巨大地震の発生の準備過程（橋本学，

西村卓也，山下裕亮） 

 南海トラフの地域の変動をより詳細に捉えるため，

潮岬・白浜・十津川村・和歌山県日ノ御碕と徳島県

伊島，日向灘沿岸域（宮崎観測所山崎助教らとの共

同研究）にGNSS観測点を設置し，連続観測を行っ

ている．これらのデータは，関係機関のGNSS連続

観測網のデータと合わせて，自動解析処理し，Web

にて変位ベクトルと日座標値の時系列を公開してい

る． 

さらに西村は，上記のGNSSデータを用いて南海

トラフに発生するスロースリップイベント（SSE）

の検出手法を逐次改良し，東海地方から南西諸島に

至るSSEの発生分布を明らかにした．また，近年公

開された朝鮮半島及び日本海の島嶼に位置する

GNSS 観測点のデータも定期的に入手してGNSS 自

動解析に組み込むことで，朝鮮半島から対馬，隠岐

にかけては内部変形が極めて小さいことを示した．

このことは，大陸プレートとフィリピン海プレート

間の相対運動の 7割が南海トラフで解消され，山陰

ひずみ集中帯と中央構造線から新潟-神戸ひずみ集

中帯につながる２つの帯状の領域が残りの大半を担

っていて，平成 30 年（2018 年）大阪府北部の地震

のような内陸地震の多発帯になっていると解釈され

る．このような地殻変動場を詳細に明らかにするた

め，山陰地方と京阪地方にGNSS連続観測点を設置

し，連続観測を行っている． 

山下は，日向灘から南西諸島海溝にかけてのプレ

ート境界浅部において，海底観測機器を用いた浅部

スロー地震の長期連続観測を行うとともに，陸上観

測点のデータを用いたモニタリングを行っている．

日向灘における浅部低周波微動活動は，領域によっ

て地震波エネルギー解放量に空間不均質が存在し，

それらが日向灘の下に沈み込む九州パラオ海嶺によ

ってコントロールされている可能性を示した．また，

山下は東京大学地震研究所・GNS Science，ビクトリ

ア大などと共同で，ニュージーランド・ヒクランギ

沈み込み帯における海底地震観測を実施し，2014年

以来の大規模SSEに伴う浅部低周波微動や微小地震
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活動の観測に成功した．さらに，山下は日向灘にお

いて最大級とされている1662年日向灘地震と，浅部

スロー地震震源域との関係を明らかにするため，産

総研・道総研と共同で津波堆積物調査を宮崎県沿岸

において実施している．これまでに，日南市におい

て 1662 年地震の津波で運ばれたとみられるイベン

ト堆積物を発見しており，浸水シミュレーションの

結果や既存の地球物理観測データを合わせて断層モ

デルの構築を行っている． 

② 衛星測地による世界のプレート境界地震等の研

究（橋本学） 

橋本は， 2006 年の「だいち」打ち上げから，全

国の SAR 研究者のコンソーシアム PIXEL の主要な

メンバーとして共同研究を行っている．さらに，2008

年から宇宙航空開発研究機構による「陸域観測技術

衛星の防災利用実証実験」地震WGに参画し，世界

の大地震発生時には緊急解析を行い，その結果を公

表して来た．2014年5月の「だいち2号」打ち上げ

後も，前記地震 WG を引き継いだ地震予知連絡会

SAR 解析 WG に参加し，2017 年 7 月のレイテ島の

地震，2018年大阪府北部の地震，2016年熊本地震の

余効変動などによる地殻変動検出と断層モデルの推

定を行なった．特に熊本地震の余効変動の観測にお

いては，L－バンドSARに見られる電離層擾乱の影

響を除去して，詳細な変動分布を明らかにした． 

これまでに引き続き，ALOS-2 データを用いて，

京阪神地域および中央構造線断層帯を含む大阪南部

〜和歌山北部地域の変動を追跡している． 

2015年〜2017年の間，国土地理院・防災科研の研

究者との共同研究として，1995年阪神・淡路大震災

直後からの測地データを再解析し，兵庫県南部地震

による余効変動の検討を行った．この一環として六

甲山系の三角点の GPS 測量を実施し，地震後約 20

年間に顕著な隆起がないことを明らかにした． 

③ その他の活動 

 橋本は，2015 年 7 月から 2019 年 7 月まで国際測

地学協会（IAG）第 3 部会（地球回転・動力学）部

会長をつとめた．2017年7月に開催された国際測地

学協会と国際地震学および地球内部物理学協会

（IASPEI）の合同科学総会では，IAGおよび合同セ

ッションのコンビーナーを務めた．さらに，2014年

7月に開催された International Symposium on Geodesy 

for Earthquake and Natural Hazards の会議録を IAG 

Symposia Seriesの第145巻として2017年に発刊した． 

 橋本・西村は，政府の南海トラフ巨大地震やその

他の地震発生評価等に関する委員会に参加した経験

を踏まえ，地震研究成果が社会に与える影響等につ

いての議論に積極的に参画している．橋本は，2017

年 3月から，京都大学グローバル生存学の清水助教

と共同で，地震情報の不確実性と社会のリスクの捉

え方に関するワークショップを行った．また，産業

技術総合研究所大谷主任研究員を中心とする科研費

および防災研共同研究に参画し，南海トラフ地震の

臨時情報の発信と活用に関する研究を行っている． 

 

(1) 内陸地震研究領域 

(2) 教授：飯尾能久 

准教授：深畑幸俊 

助教：宮崎真大(平成31年5月まで) 

(3) 研究対象と研究概要 

 南海トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震の前に，

西南日本内陸で地震活動が活発化することが知られ

ている．これらの内陸地震による被害を軽減するた

めに，現在まだよく分かっていない内陸地震の発生

過程を解明し，新たな発生予測手法を開発する研究

を進めている． 

主な研究テーマと成果の概要は下記のとおりであ

る． 

① 下部地殻の不均質構造による内陸断層への応力

集中過程の解明（飯尾能久） 

内陸地震の発生過程に関して，沈み込む海洋プレ

ートとの相互作用に起因して内陸プレートに加わる

応力の下で，内陸地震の断層の直下の下部地殻内の

Weak zone（やわらかい領域）の変形により，直上の

断層に応力集中が起こるという仮説の検証を進めて

いる．山陰地方の地震帯の直下の下部地殻において

見出されている地震波速度の低速度異常域と，地震

分布の下限との関係を調べ，三瓶山付近から東にお

いては，低速度異常域と下限が浅い領域の空間的な

対応が非常に良いことを見出した（Tsuda et al., 2019）．

三瓶山より西側においてはその傾向は顕著でないこ

とから，下部地殻の低速度異常の原因として，地殻



- 432 - 
 

流体の存在に加えて，東部においては周辺の山陽地

方などに比べて下部地殻が高温であることが示され

た．ニュージーランドの南島北部において，東北大・

九大・カンタベリー大・オタゴ大・GNS・VUW 等

と共同で臨時地震観測を行っており，2016 年 11 月

に発生したカイコウラ地震の余震域とその直下の下

部地殻において，P波速度（Vp），S波速度（Vs）が

小さくその比Vp/Vsが大きいことが明らかになった

（Okada et al., 2019）．沈む込むプレートから活断層

の直下へ繋がるVp/Vsの大きな領域の最浅部に相当

し，沈み込む海洋プレートから脱水した水が下部地

殻を弱化して Weak zone（やわらかい領域）を形成

するという内陸地震の発生過程に関する仮説と調和

的な結果である． 

② 内陸地震の 3 次元的な物理モデルの構築（飯尾

能久） 

内陸地震は一般に単発であり，隣接領域で引き続

き大地震が続発することは稀であるが，その理由は

全く不明である．均質に近い弾性体であれば，大地

震が起こると，その断層の両端部に大きな応力集中

が発生するからである．平成30年（2018年）10月

鳥取県中部の地震の臨時余震観測により，断層の南

端部において，正断層型の地震は本震による応力変

化の大きな領域に集中して起こっているに対して，

横ずれ型の地震は断層端における応力集中にも関わ

らず，そこでは非常に少ないことが明らかになった．

この観測結果は，断層端においては，本震前に既に

応力緩和が発生していたことにより解釈可能である．

山陰の地震帯においては，近年発生した顕著な地震

の余震域の両端に低速度域が推定されていたが，こ

れらも応力緩和に関係している可能性が考えられる．

特に，鳥取県西部地域においては，満点計画の稠密

地震観測データを用いた地動ノイズのS波3次元構

造トモグラフィーにより，断層端浅部の低速度異常

域が詳細にイメージングされた（Suemoto et al., 

2020）． 

③ 地殻流体と地震発生との関係の解明 (飯尾能久) 

 近畿地方中北部では，レシーバ関数解析とS波の

反射法解析により，沈む込みフィリピン海プレート

から脱水した水が，深部低周波地震の発生域付近か

ら地殻内に入り，南上がりのS波の反射面を形成し

て，有馬-高槻断層帯の深部へ上昇したと考えられる

知見を得ていたが（Aoki et al., 2016），反射面の傾斜

を考慮した解析により，花折断層帯近傍も含めた幅

広い領域における反射面を検知することが出来た

（Katoh et al., 2018）．  

  地殻流体と地震発生の関係を解明するために，満

点観測のデータを活用して，島根県東部地域におい

て，断層の見かけの強度を詳細に調べた．その結果，

従来言われているように断層の摩擦係数を 0.6 程度

と仮定した場合，多くの地震に関して，断層に働く

間隙流体圧が最小圧縮応力よりも大きいという結果

となることが明らかになった（Iio et al., 2018）．この

ことは，高い間隙水圧により断層の強度が下げられ

ているのではない可能性を強く示唆している． 

 余震の発生と地殻流体との関係も，未解決の重要

な問題である．本震の大すべり域付近で起こる余震

は，本震による応力変化によっては説明が難しいか

らである．それらは，本震による断層破壊のために，

深部から高圧の流体が上がってきて，余震の断層の

強度を下げたために発生するという仮説が存在する．

鳥取県中部の地震に関して，本震発生の次の日の早

朝から稠密余震観測が行われた．仮説の検証のため

には，本震発生直後のデータが非常に重要であるの

で，このデータを活用して仮説の検証を行ってみた．

深部から高圧の流体が上がってくる場合，その流体

は地震発生域で拡散してゆくため，余震の空間分布

が時間変化すると考えられる．余震の空間分布の時

間変化を詳細に検討した結果，時間変化が見られる

のは限られた領域であり，ほとんどの領域では余震

分布は時間的に非常に安定していることが明らかに

なった（Iio et al., 2020）．余震活動に関する流体の役

割は，直後から行われた稠密な臨時観測によっても

検知することはできなかった．このことは，自然地

震の余震の発生は，注水実験等での誘発地震の発生

過程とは異なっている可能性を示唆している． 

④ 断層に働く応力との断層の強度の解明（飯尾能

久） 

 ビーチボールと呼ばれる地震のメカニズム解は，断

層の向きやすべり方向の情報を示すものであるが，あ

る狭い領域の中で起こる地震群においても，地震メカ

ニズム解は結構バラバラで勝手な方向を向いている
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場合が多いことが知られている．この現象の解釈には，

(i) 断層に加わる応力場がバラバラである，(ii) 断層

の強度がバラバラであるという両極端の解釈があり，

実際はその中間だろうというやや諦めの境地に見え

る解説もある．長野県西部地域における高精度の地震

観測データを詳細に解析して，応力場がバラバラなの

ではなく，断層の（見かけの）強度がバラバラである

ことを明瞭に示すことが出来た（Iio et al., 2017)．この

ことは，応力場を用いた地震の発生予測の研究の妥当

性を示す重要な知見である． 

⑤ 日本列島の東西短縮速度とその時間変化（深畑幸

俊） 

 日本の本州の大部分は強い東西圧縮の場にある．

しかし，非常に基本的なパラメータであるにも拘わ

らず，その短縮速度は良く分かっていない．具体的

には，測地学的手法で得られる歪み速度は 1~2×

10-7/yr である一方，活断層の変位速度など地質学的

手法で推定された短縮速度は一桁近くも小さいとい

う歪み速度パラドックス（池田，1996）の問題があ

る． 

 この問題に対する全く新しいアプローチとして，

日本列島下で顕著な変形をしているフィリピン海ス

ラブに着目した（Fukahata, 2019）．フィリピン海ス

ラブは，沈み込む前はほとんど変形していないため，

現在観察される変形は全て沈み込み開始後に生じた

ものと見なせるので，その変形速度を比較的精度良

く推定できるのがポイントである．また，フィリピ

ン海スラブの変形は，中部・近畿地方下で大きい一

方，四国・中国地方下で小さい，太平洋沖合から沿

岸部で小さい一方，内陸部で大きいという特徴を持

ち，地表の変形パターンと非常に整合的である．そ

こで，フィリピン海スラブの変形速度を地表の変形

速度の代替指標（プロキシ）として用いることがで

きるのではないかと考えた．得られた歪み速度は，

四国地方では小さい（0.2×10-8/yr以下）一方，中部・

近畿地方では 4~7×10-8/yr となり，測地学的歪み速

度より小さい一方，地質学的歪み速度よりも大きい

値となった．．なおこの見積もりは，紀伊水道下でフ

ィリピン海スラブが断裂していた場合には20%ほど

小さくなる． 

 GNSS データの解析に基づき，新潟付近の新潟神

戸歪み集中帯（NKTZ）において，2011 年東北地方

太平洋沖地震前の方が地震後よりも非弾性歪み速度

（地質学的歪み速度に対応）にほぼ相当する短波長

の歪み速度が顕著に速いことを見出した（Fukahata 

et al. 2020）．この地域における東北沖地震による応

力変化は0.5 MPa程度と絶対応力レベルと比較して

十分小さいため，この非弾性歪み速度の変化は，塑

性歪みに起因すると考えられる．即ち，地震前には

塑性歪みが生じていた一方，地震後には応力低下に

より塑性歪みが停止したと想定される．具体的な短

縮速度としては，地震前について，弾性歪み速度が

約 6×10-8/yr，粘性歪み速度が約 3×10-8/yr，塑性歪

み速度が約 3×10-8/yr であった一方，地震後につい

ては粘性歪みがほぼ同じ速度で継続する一方，塑性

歪みは停止し，弾性歪みは伸張に転じたと考えられ

る．測地データの弾性歪み・粘性歪み・塑性歪み各

速度成分への分離はおそらく世界初の業績である．

これまで，巨大地震サイクルの中で歪みの蓄積速度

は単純に一定と仮定されることが通例であったが，

この研究の結果，弾性歪みだけでなく非弾性歪みに

ついても顕著な速度変化があることが明らかとなり，

歪み速度パラドックスについても大きな見直しが必

要となった． 

⑥ 機械学習を用いた P 波の検出と到達時刻及び初

動極性の決定（深畑幸俊，飯尾能久） 

 P 波の到達時刻と初動極性は地震の震源位置や

メカニズム解を決定する上で基礎となる非常に重要

な情報である．従来は，人間の専門家が読み取り手

動で決定してきたが，近年観測データ量の増加は著

しく，精度の良い自動処理アルゴリズムの開発の重

要性が高まってきている．これまでも，波形の特徴

に注目した自動処理アルゴリズムが提案され利用さ

れてきたが，専門家の能力には及ばず，最終的に人

間のチェックを必要としていた．この問題に，近年

進展の著しい深層学習の一種のCNN（畳み込みニュ

ーラルネットワーク）を利用することで，accuracy

が 95 %以上という専門家と同等以上の能力を発揮

する自動処理モデルの作成に成功した（Hara et al., 

2019）．このCNNモデルの作成により，今後読み取
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りの手間が劇的に減ることが予想され，地震学的研

究の推進に弾みが付くと考えられる． 

 

(1) 地震予知情報研究領域 

(2) 教授：西上欽也 

准教授：伊藤喜宏 

助教：寺石眞弘（平成30年3月まで） 

加納靖之（平成30年6月まで） 

直井誠（平成31年1月から） 

(3) 研究対象と研究概要 

地震，地殻変動，および関連する地球科学観測デ

ータを収集し，大容量データを効率的に処理・流通・

蓄積するシステムの開発を行い，データベースの構

築を行う．それらに基づいて，地震発生の理解と予

測に有効となる，地震発生場や地殻活動パラメータ

の情報を抽出する解析手法の開発，各パラメータの

時間変動の検出と評価手法の研究等を行っている．

また，地下構造調査，活断層調査など地震発生予測

のための基礎的な調査研究を他の研究領域とも協同

して推進している．実施した主な研究活動の概要は

以下のとおりである． 

① 地震・地殻変動観測データの収集およびデータベ

ース構築 

当センターの 8 観測所とその地震・地殻変動観測

点で構成される観測網を維持するとともに，宇治の

センターにおいてデータを集中処理して，データベ

ースを構築し，当センターの各研究領域および各種

プロジェクトにおける観測研究の基礎データとして

いる．地震データについては，他大学や気象庁，防

災科学技術研究所等との間でデータ流通・交換を行

い，また共同利用・共同研究にも供することにより，

全国的な各種研究における効率的な利用をはかって

いる． 

観測およびデータ処理システムの維持については，

防災研究所技術室からの長・短期および継続的な技

術支援を得て実施している． 

② 地震波形データ収録・処理システムの効率化 

当センターでは，各観測点と観測所あるいは宇治

センター間は NTT の常時接続回線（フレッツ

ISDN・ADSL・光等）を使用してデータ伝送し，ま

た，センターと他大学，気象庁，防災科学技術研究

所等の他機関との間は JGN-X/SINET4および京都デ

ジタル疏水ネットワーク等の高速バックボーン回線

を利用して，全国大学のリアルタイム地震データ流

通システムを構築している．各観測所・観測点から

伝送されるデータの処理・解析の一元化を進めると

ともに，地震活動等に関するデータ処理の効率化と

統合処理による震源決定の高精度化等を進めた．観

測点の機能向上および観測所の常駐職員数の減少あ

るいは無人化への対応のため，現地収録容量の増加，

無停電電源装置や電源の遠隔監視機器の導入などの

対策を進めた．また，全国的な合同地震観測による

波形データについても，オンラインで検索・利用で

きるシステムを構築した．これらにより，データベ

ースへのアクセス・利用を効率的・安定的に行える

ようになった． 

③ 地殻変動連続観測とデータの一元化および流通 

地殻変動連続観測について，宇治のセンターに一

元化し，連続観測データの集中処理・モニタリング

を実施している．これまでに開発した保守の容易な

センサとデータ収録装置を各観測室に設置し，セン

サとデータ収録方式の統一化を図った．また，過去

の観測データも含めて一元的に収集，保管し，種々

の地殻変動イベントの検出，解析等の研究を進めて

いる．また，上記の地震観測と同じデータ流通ネッ

トワーク（JDXnet）を利用した全国大学間での流通

にも参加している． 

④ 地震波形データベースの解析による地殻内不均

質構造と地震活動特性の研究（西上欽也） 

蓄積された地震波形データベースを用いた研究と

して，近地地震のコーダ波（散乱波）のインバージ

ョン解析を行い，地殻・最上部マントルにおける地

震波散乱強度の三次元空間分布を推定している．山

崎断層帯周辺における解析では，臨時に実施された

稠密地震観測網の波形データも合わせて用い，断層

帯の浅部に沿う散乱構造，特に断層セグメント構造

と散乱強度の分布特性および微小地震活動との対応

などを明らかにした．NMO 補正処理を用いた波形

解析も行い，モホ面上部付近における強い不均質構

造の分布性状も示した．また近畿地方中央部におけ

る解析では，丹波山地周辺の活発な微小地震活動域

の直下，下部地殻内に強い散乱領域が存在すること
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を見いだし，長期的な地震活動の消長との関係に着

目して地震発生予測の観点からも調査を行っている．  

⑤ 海底観測記録のデータベースの構築（伊藤喜宏） 

日本，ニュージーランド，メキシコで実施された

海底地震・圧力観測記録のデータベース化を行った．

さらに，これらのデータベースを用いて，観測記録

に含まれる地震波形やスロースリップに伴う地殻変

動の解析を進めた．具体的には，これまでに観測さ

れたスロースリップのすべり速度を再現した摩擦試

験を実施することで，スロースリップそのものがす

べりに依存して断層上の摩擦弱化を引き起こす作用

（促進作用）を指摘した．日本海溝に設置された海

底地震計記録を用いた解析により，東北地方太平洋

沖地震発生に先行して本震の震源域周辺で観測され

た低周波微動活動の時空間履歴を明らかにした．ま

た，海底地震計記録を用いた地震波干渉法解析によ

り，本震発生前後に生じた震源域近傍の地震波速度

構造の変化の可能性を指摘した．日向灘で発生する

浅部低周波微動の地震波形の解析により，特に微動

活動の後半では潮汐による応力変化により活動が促

進されることを示した．海底圧力記録から微弱な地

殻変動を抽出するための手法開発を行った． 

⑥ 機械学習等による地震・AEカタログ作成の効率

化の検討（直井誠） 

定常・臨時地震観測や室内実験で得られる大量の

地震・AE（アコースティック・エミッション）波形

データを高効率・高精度で処理するために，深層学

習の手法を用いた地震カタログ作成手法の検討を行

った．定常観測データを対象に，ノイズ除去，イベ

ント検出，P 波・S 波の走時検測の自動処理を試験

的に実施した．また，室内実験で記録された AE の

波形に対してP波初動極性の自動読み取りを深層学

習を用いて実施し，10供試体の実験において計5万

イベントもの震源メカニズムの推定に成功した．ま

た，従来は多大な計算コストが必要だった，類似波

形探索を効率良く行える手法として近年提案されて

いる，局所性鋭敏化ハッシュを用いたイベント探索

プログラムの実装もおこなった． 

 

(1) 地殻活動研究領域 

(2) 教授：澁谷拓郎 

准教授：野田博之 

助教：徐培亮 

(3) 研究対象と研究概要 

地殻活動研究領域は，地震活動や地殻変動などの

地殻・マントルに発現する諸現象とプレート境界地

震や内陸地震の発生との関連性について究明し，さ

らにその成果に基づき地震発生予測手法の高精度化

を図ることを目標に掲げている．最近の研究活動の

概要は以下のとおりである． 

① 西南日本下に沈み込むフィリピン海プレート周

辺の構造の研究（澁谷拓郎） 

澁谷らは，西南日本下に沈み込むフィリピン海プ

レート周辺の地震学的な構造を調べるために，リニ

アアレイ地震観測，レシーバ関数解析およびトモグ

ラフィ解析を行っている．南海トラフ巨大地震の震

源断層面であるフィリピン海プレート境界面付近の

流体の分布や，震源域から大阪や京都などの大都市

域への地震波の伝播経路に当たる地域下の地震波速

度不連続面の形状および3次元地震波速度構造を精

度よく推定し，将来の地震の発生予測や強震動予測

の高度化に寄与するためである． 

紀伊半島においては，スラブ傾斜方向に4本とそ

れに直交する方向に2本のリニアアレイ観測により

得られた遠地地震の波形データを用いたレシーバ関

数解析により，紀伊半島の下に沈み込むフィリピン

海プレートの形状を推定した．速度構造モデルに，

レシーバ関数解析により推定した大陸モホ面，海洋

地殻上面および海洋モホ面の 3次元的形状を組み込

み，さらに，定常観測点に加えて，稠密リニアアレ

イを構成する臨時観測点の読み取り値も使用して，

紀伊半島下の深さ60 kmまでの地震波速度の3次元

速度構造をトモグラフィ解析により求めた．この結

果は日本地震学会2018年度秋季大会で発表した． 

四国では，香川県綾川町から南南東方向に徳島県

海陽町に至る測線上に，定常観測点の間を埋めるよ

うに7か所に臨時観測点を設置した．さらに，徳島

県神山町から高知県大豊町までの区間に7点の臨時

観測点を展開した．2 年間の観測の後，最初の 7 点

を，高知県いの町から愛媛県西予市の区間の7か所

に移設した．これらの観測点と測線近傍の定常観測

点で記録された遠地地震の波形を用いてレシーバ関
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数解析を行い，四国下に沈み込むフィリピン海プレ

ートの形状を推定した．この結果は，日本地震学会

2019 年度秋季大会と令和元年度京都大学防災研究

所研究発表講演会で発表した． 

南九州では，リニアアレイ観測で得られた遠地地

震波形を用いてレシーバ関数解析を行い，宮崎－阿

久根測線と宮崎－桜島測線のレシーバ関数イメージ

の更新を行った．その結果，南九州下に沈み込むフ

ィリピン海スラブの海洋モホ面を明瞭にイメージで

きた．また，リニアアレイの臨時観測点と周辺の定

常観測点におけるローカルな地震のP波走時を用い

たトモグラフィ解析を行い，3 次元地震波速度構造

を推定した．この結果は京都大学防災研究所年報62

号に掲載された． 

② 深部延性剪断帯を持つ断層の性質と応力擾乱に

対する挙動に関する研究（野田博之） 

大断層の深部には岩石が流動的に変形する延性剪

断帯が存在する事が地質学的研究から明らかとなっ

ており，大地震の多くは（必ずではないが）脆性塑

性遷移域の近くから破壊が開始すると考えられてい

る．脆性塑性遷移を考慮した断層構成則に関して，

アナログ実験結果に基づく経験則を用いた断層の数

値モデルを作成し，その力学的性質および応力擾乱

に対する反応を調べた． 

地殻は地表近くに存在するため，その挙動は人間

活動にとって重要である．しかし地球全体からする

とその厚みは大変薄く，惑星スケールの運動につい

て考える際には地殻に入った弱線として断層を粗視

化したモデルが有用かもしれない．上述した大断層

の数値モデルを人為的に制御した条件で駆動して，

粗視化した断層の力学特性を調べた．その結果以下

の事が明らかとなった．[1] 大断層は全体として剪

断応力 τと長期的滑り速度Vの間には冪乗則V~τnが

成立し，n は 18～20 程度である．[2] 有効垂直応力

と剪断抵抗の間には線形な関係が存在するが，その

傾きは脆性領域の摩擦係数の数分の1程度である．

[3] 上述の線形関係は原点から有意にずれており，

見かけ上 cohesion が存在する．本結果は日本地球

惑星科学連合2017大会および日本地震学会2017 年

度秋季大会で発表した． 

内陸地震には，海溝型巨大地震の繰り返しに伴う

「活動期」が存在すると考えられており，その原因

として大規模な地震サイクルによる準周期的な応力

擾乱が考慮されている．内陸大断層を模した脆性塑

性遷移を考慮した断層の数値モデルに，準周期的な

鋸波関数的な応力擾乱を加え，内陸大地震のタイミ

ングについて調べた．その結果，海溝型地震によっ

てΔCFF が減少する断層については，擾乱の振幅が

大きいほど，また周期が短いほど，内陸大地震が海

溝型地震の周期の後半に集中する事を見出した．地

震発生率に関してはこれまでに，ΔCFF 増加率に比

例するとしたモデルや，速度・状態依存摩擦構成則

に則ったモデルなどが提唱されている．今回の計算

では速度・状態損摩擦構成則を用いているにもかか

わらず，前者によりよく整合する．後者で説明する

には，実際に用いた摩擦構成則のパラメータを大幅

に過小評価しなければならない．本結果は日本地球

惑星科学連合2018大会で発表した． 

③ 粘弾性体中における動的地震サイクルシミュレ

ーション手法の開発（野田博之） 

近年，沈み込み帯のプレート境界断層や幾つかの

大断層の地震性・非地震性遷移域において，スロー

地震が発見されている．特に地震発生帯層より深部

では，断層の摩擦の力学的性質，高い間隙流体圧，

媒質の非弾性変形の影響，といった複数の要因が提

唱されている．本研究では既存の弾性体における動

的（慣性項を無視しない）地震サイクルシミュレー

ションに粘弾性緩和を実装し，その影響を系統的に

調べた． 

スペクトル境界積分方程式法を用いた地震サイク

ルシミュレーションは，単純な形状の断層のみを扱

えるといった制約はある物の，高速フーリエ変換を

利用した省メモリーかつ省計算回数の利点のため，

数多くのシミュレーションが必要なパラメータスタ

ディに最適である．メモリー変数を用いる事により，

数値計算コストの増大を無視できるレベルに抑えて

マクスウェル粘弾性を実装する事に成功した．パラ

メータスタディの結果，以下の事が明らかとなった．

弾性体の場合に地震を繰り返す速度弱化パッチを置

いた場合，非弾性変形が顕著になると地震の再来周

期が増大・発散し，ついには永久に固着した状態と

なる．断層の摩擦パラメータを変化させた場合は，
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地震性・非地震性遷移では，ゆっくり地震を繰りか

えすパラメータ領域が存在する．今回見つかった遷

移は新しいタイプの遷移である．また次元解析によ

って，短い緩和時間は速度弱化パッチが大きい事と

同値であることが示された．これは，非弾性変形の

影響により大きい地震の頻度が相対的に小さくなる

ことを意味する．本結果は学会発表に加えて，国際

誌（Earth, Planets, and Space）で発表した． 

④ 地殻変動データの解析手法の理論的研究（徐培

亮） 

宇宙測地学分野において，この60年間に進展した

衛星追跡重力学の基礎数学理論を検証し，再構築し

た．中国・武漢大学の全地球航法衛星システム研究

センターと共同研究を行い，GNSS精密PPP測位に

より地震波形をmmレベルの精度で理論的に計測で

きることを証明した．2011年東北地方太平洋沖地震

に適用して，突然の大規模な変動が起きた可能性を

指摘した．また，GNSS 回転地震学の研究を初めて

提唱した． 

 

(1) リアルタイム総合観測 

(2) 准教授：片尾浩 

助教：山﨑健一 

(3) 研究対象と研究概要 

本研究領域では，大地震発生前後の震源域や，定

常観測網で異常が認められる地域などに機動的に出

動し，効率的かつ多種目の臨時観測を行う．また，

構造探査，特定地域を対象とした臨時観測等を，他

大学や研究諸機関と連携して実施する．これらの機

動的な臨時観測により，定常観測網からは得ること

が困難な高精度高解像度のデータ取得・解析を行う． 

平成 29 年度から令和元年度の主な研究は以下の

通りである． 

① 大阪府北部の地震合同余震観測 

平成29年 6月18日大阪府北部の地震（M6.1）の

発生を受けて， 即日緊急余震観測網の展開を開始し．

翌19日には高槻市域の震源域直上に，オフライン観

測点を約20点設置した．さらに20日には高槻市お

よび茨木市など淀川北岸域から，淀川対岸の枚方

市・八幡市方面へと設置範囲を広げた．その後順次

観測点を増強し6月中に約50点の臨時観測網を展開

した．これらのオフライン観測点は京都大学防災研

と九州大学が合同で設置したものである．同時にオ

フライン観測との連携のもと東京大学地震研究所が

衛星通信によるテレメータ観測点4点を震源域周辺

に設置しリアルタイムで地震データの発信を行った．

西日本豪雨による中断期をはさみ，オフライン臨時

観測網は7〜8月にも順次増強を続け最大80点以上

設置された．今回の震源域は大阪平野北部の人口密

集域にあり，大きな都市ノイズがあるため高感度地

震観測点は従来ほとんど設置されていなかった．今

回の臨時観測では設置条件を大幅に緩和して多数の

地震計を高密度に配置したことにより，それらのう

ちノイズが低い観測点・時間帯を選択して利用する

ことで，高感度観測網として十分機能させることが

可能であった．得られたデータは，高精度の震源分

布，発震機構，地殻構造を求める基となった．平成

29年9月以降は臨時観測点を整理し，観測機材も当

初の上下動１成分のみのものから，3 成分観測でき

る装置への置き換え進め，令和2年現在も約30点で

継続して観測している． 

② 新燃岳噴火に伴うひずみ変動観測 

霧島連山新燃岳の北西約 18km の伊佐観測室にお

いて，伸縮計・水管傾斜計によるひずみ観測を継続

している． 2011 年噴火の際には，噴火過程に伴う

明瞭なひずみ変化が記録され，噴火の開始に数時間

先行するひずみ変化が含まれていることが確認され

た． 

③ 日向灘の地震発生とひずみ変動の関連 

宮崎観測所施設内での横穴式地殻変動観測と日向

灘沿岸域に多数設置したGNSS観測点により，南九

州における地殻変動の観測研究を進めている．同観

測所近傍では数十年間隔でM7 クラスの逆断層地震

が発生しているほか，スロー地震が繰り返し発生し

ている．1996年日向灘地震の発生前には同観測点に

おいてひずみ速度の変化が記録されており，同様の

ひずみ速度変化が次回の地震発生時にも再現される

のかを注視するとともに，GNSS の観測記録からス

ロー地震のメカニズムおよび時間変化を明らかにす

るべく，過去のデータを含めたデータ解析を進めて

いる． 

④ 四国西部における地球電磁気観測 
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他部門の研究者とともに，スロー地震発生域であ

る四国西部で地球電磁気のキャンペーン観測および

連続観測を実施した．キャンペーン観測の記録から

は，同地域の電気比抵抗構造とスロー地震の滑り分

布の対応を示す結果が得られつつある．これに加え

て，地球電磁気連続観測記録には地震動に伴う電磁

場変動が稀に観測される．そのメカニズムを解明す

るための観測研究を継続実施している． 

⑤ 近畿地方北部における稠密地震観測 

2008年末以降，文科省受託研究『ひずみ集中帯に

おける重点的調査観測』ならびに『地震・火山噴火

予知のための観測研究計画』の課題「近畿地方北部

における地殻活動異常と地震先行現象の関係の解

明」の一環として，近畿地方北部においてオフライ

ン臨時点 80 点以上を設置し稠密地震観測を継続中

である．  

⑥ 近畿地方北部における発震機構解および応力場

の研究 

上記稠密地震観測のデータを用いて近畿地方北部

の発震機構解および応力場について解析した．観測

網内においては M0.5 程度の極微小地震であっても

発震機構を精密に求めることができることを示した．

同地域を１辺 5km に分割した小領域について応力

テンソルインバージョンを行い，丹波山地から琵琶

湖西岸地域にかけての応力場の空間変化を詳しく求

めた．  

⑦ 近畿地方北部３次元地震波速度構造 

上記稠密地震観測のデータを用いて近畿地方北部

の 3次元地震波速度構造を高解像度で求めた．微小

地震発生層の下半部にあたる深さ 9〜15km で顕著

な低速度であることが示され，地殻内流体の分布と

の関係が示唆された．また，深さ3kmの地殻浅部に

おいても帯状の顕著な低速度帯が存在することが示

された． 

⑧ 近畿地方北部の地殻深部反射面 

近畿地方北部の下部地殻に存在することが知られ

ていた顕著なS波反射面について，上述の稠密地震

観測のデータを用いて詳細な解析を行った．大量の

波形データを用いることで反射面の形状を直接イメ

ージングできるようになった．これは下部地殻の流

体の存在を強く示唆するもので，深部低周波地震や

通常の地震活動との関連を考察している． 

⑨ 東北地方太平洋地震合同余震観測 

平成23年（2011年）3月の東北地方太平洋地震の

発生後，『地震・火山噴火予知のための観測研究計画』

の課題「超巨大プレート境界地震による内陸域の応

力変化及び応力集中メカニズムの解明」の一環とし

て，全国の大学と合同で臨時地震観測を行っている．

本センターでは平成 23 年 4 月に秋田県内陸部に 3

点のオフライン観測点を設け，以後年2回のデータ

回収とメンテナンスを継続している．データは東北

大学に送付し，東北地方太平洋沖地震によって誘発

された内陸地殻内の地震活動の解析に利用されてい

る． 

 

(1) 地球計測研究領域 

(2) 准教授：宮澤理稔 

助教：森井亙（平成31年3月まで） 

(3) 研究対象と研究概要 

地震に伴う地学的現象を理解するための新たな解

析手法の開発と実記録への適用，及び観測手法の開

発を行っている．これらを通じて地震発生場の理解

や地震の発生に至る準備過程の解明を目指している．

最近の研究活動概要は以下の通りである． 

① 地震およびスロー地震の誘発現象の研究 

大地震の発生に伴い励起された表面波が通過する

際に，スロー地震の一種である超低周波地震が誘発

されている可能性があるが，発見に至った事例がな

いため，その検出に取り組んだ．通常の信号処理手

法では期待される極微小シグナルを検出できないた

め，ベイズ推定を用いた確率論的な検出方法を新た

に開発した．この手法を2016年4月 1日に紀伊半島

沖（三重県沖）で発生した M6.5 の地震の観測記録

に適用したところ，この地震の表面波が通過してい

る際に，四国で M4 前後の超低周波地震が少なくと

も 6回誘発されていた可能性があることを発見した．

表面波による超低周波地震の直接的な誘発に関する

初めての発見であり，これによってすべての種類の

スローイベントが，動的に誘発されることが確かめ

られた． 
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2017 年メキシコ南部で発生した Mw8.2 のテワン

テペク地震により，約1,000km以上北西に離れたメ

キシコ中部のプレートの沈み込み帯で，表面波の到

来に対応して低周波微動が誘発される現象を発見し

た．この発生メカニズムを調べるために，大型計算

機を用いた全波動場シミュレーションを通じ，プレ

ート境界での応力変化の状態を調べた． 

地震波による地表の揺れが強い程，地震活動が活

発化されやすいことが知られている中で，南カリフ

ォルニアの地震観測で得られた大規模データを解析

することで，誘発地震活動の統計学的特徴を調べて

いる．この10年間のデータの解析に依ると，それ以

前の記録と近似的手法を用いて得られた過去の結果

と整合的であることや，地震活動が見られるところ

ではどこでも誘発地震が起き得ることが分かった． 

2014 年 4 月にソロモン諸島で Mw7.6 の地震の約

16 時間後に Mw7.4 の地震が発生した双子地震の事

例について，その発生過程を調べた．遠地実体波解

析から2つの地震の震源過程を明らかにし，さらに

Mw7.6 の地震から Mw7.4 の地震の震源域への応力

変化の作用や，余震活動の変化を調べた． 

② ノイズ解析手法を応した構造調査の試み 

地震計で観測され続けるノイズを地震波干渉法に

より解析することで，観測点間を伝わる地震波を抽

出し，断層の地下構造の時間変化を捉えることを目

指している．山崎断層帯のセグメントの一つである

安富断層（兵庫県）を貫く地下坑道内に地震計アレ

イを設置し，坑道直上を断層の走向に沿って走る中

国自動車道からの交通ノイズの連続観測を継続して

いる． 

 

(1) 地球物性研究領域 

(2) 客員教授 

平成 29～30 年度：片山郁夫（広島大学大学院理

学研究科地球惑星システム学専攻） 

平成 31 年度：辻健（九州大学大学院工学研究院

地球資源システム工学部門） 

(3) 研究対象と研究概要 

地球内部物性研究領域は，地殻・マントルを構成

する物質の性質や挙動を調べ，地震発生場周辺の特

徴を解明し，海溝沿いおよび内陸での地震発生にい

たる準備過程の解明の高度化を計ることを目的とし

て，国内から客員教授を招いている．学生および教

職員向けの地球内部物性等に関連する講義を行うと

ともに，研究等に関して個別に議論等も行った．平

成29～30年度には，地球内部の水分布と地震発生プ

ロセスの解明に関する講義および野外巡検等を行っ

た．令和元年度には，地殻のイメージングと時空間

構造推定およびその物性の理解に関する講義等を行

った． 

 

(1) 上宝観測所 

(2) 観測所長・准教授：大見士朗 

助教：宮崎真大（平成 30 年 4 月より宇治勤務，

令和元年5月まで） 

協力教員 教授：飯尾能久 

准教授：野田博之 

助教：森井亙（平成31年3月まで） 

加納靖之（平成30年6月まで） 

山田真澄 

(3) 研究対象と研究概要 

地震予知研究推進のための観測・研究を実施して

いる．主な研究テーマは，地殻変動連続観測，GPS

観測による地殻歪，傾斜変化と地震発生の関連，お

よび，地震観測による地震活動調査などであり，そ

れぞれに対応する連続観測，臨時観測等が実施され，

結果は地震予知連絡会などに報告されるとともに，

内外の研究に提供されている．平成16年度から平成

20 年度までの地震予知事業計画における歪み集中

帯における地震，GPSおよび電気比抵抗の全国的な

共同観測では，観測の基地としての役割を果たした．

焼岳火山の観測では，平成26年 9月の御嶽山の火山

災害を受け，後述のように平成26年度に「機動的集

中観測研究システム」の一部として焼岳山頂近傍に

あらたに3点のオンライン観測点が整備され，精力

的に観測研究を実施している．さらに，焼岳火山と

いう共通の研究対象をもつ穂高砂防観測所との連携

を深めている．  

① 地殻変動連続観測による地殻歪，傾斜変化と地震

発生の関連 

当観測所は第1次地震予知計画に基づき，1965（昭

和 40）年に上宝地殻変動観測所として設立された．
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それ以来，蔵柱観測坑において，歪計，傾斜計，水

位計による観測が継続されている．また，GPS観測

も当地域で実施されており，跡津川断層を横切る稠

密GPS観測網のデータ収録も行われている．この観

測によって，跡津川断層を境として，変位ベクトル

の向きが変わる結果が得られ，新潟−神戸歪み集中帯

の一部の詳細な解析，活断層の運動の解明のために，

有用なデータが蓄積されている． 

② 地震観測による地震活動調査 

当観測所では微小地震の観測も開始され，1976年

にはテレメータによる短周期高感度観測網が設置さ

れた．当初3点で開始された観測網は，徐々に観測

網が拡充され，1996 年には 9 点になった．さらに，

周辺観測網とのデータの交換が行われ，衛星通信利

用の観測網の設置によって，2002年度からは地震予

知推進本部が建設したHi-netの観測データも収録す

るようにし，現在では約 100 観測点，300 チャンネ

ルのデータを取得している． 

③ 焼岳火山の地殻活動の研究 

飛騨山脈脊梁に位置する焼岳火山は，1962年の噴

火を最後に表面活動は静穏な状態が続いているが，

深部低周波地震活動が見られることや，時折浅部の

群発地震活動が見られる等，次の噴火活動への準備

過程にあることが推察される．焼岳火山については，

本観測所の地元の防災対策への協力という意味から

も，必要に応じて観測結果を地元自治体等に供給す

る等の協力を行っている． 

 また，平成 26（2014）年 9 月 27 日の御嶽山の噴

火により甚大な被害の発生を受け，急遽文科省の予

算措置がなされ，平成26年度に「機動的集中観測研

究システム」の一部として焼岳山頂近傍に新たに 3

点のオンライン観測点が整備された．これらの観測

点は，水蒸気噴火の予測研究に資することを目的と

して，火口近傍に従来の地震観測のみならず温度計

や磁力計等の多項目の機材を設置したことが特徴で

ある．現在，設置地点の過酷な自然環境を克服して

次第に定常的にリアルタイムでデータが得られるよ

うになりつつあり，今後の火山活動の研究監視観測

に資することが期待されている．これらの観測網に

より，平成29（2017）年8月や令和元（2019）年 7

月の焼岳山頂付近での空振を伴う低周波地震の発生

時や，平成30（2018）年11月から12月にかけての

焼岳西麓における活発な群発地震活動の詳細なデー

タを得ることができ，解析が進めると同時に，火山

噴火予知連絡会への定例の報告も実施している． 

④ 地震予知・火山噴火予知研究の推進に資するプロ

ジェクトの実施 

観測所は全国の大学による合同観測のための基地

としても重要な役割を果たしており，平成 16 年

（2004年）から平成20年（2008年）まで行われた

跡津川断層歪み集中帯の合同観測では主要な役割を

担った．これに引き続く，平成21年度からの地震予

知・火山噴火予知研究計画においては，地震予知と

火山噴火予知の統合がひとつの重要なテーマとなっ

た．上宝観測所の研究対象地域には，焼岳等の火山

と跡津川断層等の活断層の双方が位置していること

から，このような研究テーマに最適であり，本計画

では，「飛騨山脈における地殻流体の動きの解明」と

銘打ったプロジェクトが進められ，飛騨山脈とその

周辺において，「地殻流体」をキーワードに，歪集中

帯の活断層と活火山の関係を解明する観測研究が実

施された．また，平成 26 年度（2014 年度）からの

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研

究計画」においては，焼岳火山の噴火準備過程の

研究をテーマとして計画が実施され，期間中に発

生した御嶽山の噴火後の追加の予算措置により，

焼岳近傍での観測網の整備が進捗したことは前

述のとおりである． 

 

(1) 北陸観測所 

(2) 観測所長・教授：西上欽也 

協力教員 准教授：宮澤理稔 

(3) 研究対象と研究概要 

 北陸地方の微小地震活動，地殻活動および活断層

を含む地殻構造の特性を主な研究対象とし，研究テ

ーマとしては，① 約40年間にわたる北陸地方の微

小地震活動と地震テクトニクス，② 福井地震断層の

深部構造と地震発生過程，③ 観測坑道内における地

殻活動特性の計測，および北陸地方に根ざした活

動・情報発信などを行っている．各研究テーマの概

要は以下のとおりである． 

① 北陸地方の微小地震活動と地震テクトニクス 
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テレメータ観測データにもとづく，約40年余りの

長期間におよぶ微小地震の活動特性を調べている．

福井地震断層から温見断層，根尾谷断層系に繋がる

活発な地震活動域，琵琶湖北部の柳ヶ瀬断層，湖北

山地断層帯等に沿った活動域，白山等の火山直下の

活動，および観測所（鯖江市）を中心とする半径約

10km の明瞭な地震空白域等，この地域の微小地震

活動特性を明らかにした．北陸地方全体の長期的な

地震活動度は1995年兵庫県南部地震の1年あまり前

からの活動低下と地震後の活動の活発化を示す．ま

た，これらの地震観測データにもとづいて北陸地域

の地殻構造，地震のメカニズム解等についても調べ

ている． 

② 福井地震断層の深部構造と地震発生過程 

福井地震（1948年，M7.1）の震源断層とその周辺

における活発な微小地震の発生特性は本観測所の重

要な研究課題である．これまでに蓄積された微小地

震データベース，特に波形データを用いて，精密な

震源分布，応力降下量の空間分布，小地震（M4～5

クラス）の震源パラメータの推定，断層周辺の地震

波散乱強度の三次元分布などを調べてきた．散乱波

の解析からは，福井地震断層に沿った強い散乱体の

分布，鯖江周辺の地震空白域と散乱の弱い領域との

対応等を明らかにした． 

③ 坑道内における地殻活動緒特性の計測 

観測坑内において，地震・地殻変動の連続観測の

他，地電位計，ラドン測定器，等による連続観測も

行われ，北陸地域の地殻・上部マントル構造の推定，

地殻活動の緒特性の調査等に幅広く利用されてきた．

2005 年 10 月には，坑道内にあらたに伸縮計（長さ

約 7m）を設置して観測を開始した．三次元相対変

位計など，観測坑を利用した新しい観測機器の開発

についても，学内外研究者との共同研究により行っ

てきた． 

 

(1) 逢坂山観測所 

(2) 観測所長・教授：飯尾能久（平成31年3月まで） 

准教授：片尾浩（平成31年度から） 

協力教員 教授：飯尾能久（平成31年度から） 

准教授：片尾浩（平成30年度まで） 

助教：森井亙（平成30年度まで） 

直井誠（平成31年度から） 

(3) 研究対象と研究概要 

観測所坑道内において地殻変動と地下水位の高精

度連続観測を行い，近畿北部における地震活動と当

観測所での歪変化・水位変化の関係を研究している．

本観測所は，琵琶湖西岸断層と奈良盆地東縁断層へ

と繋がる花折断層南部（黄檗断層）の結節点に位置

し，今後もこれらの観測量に注目していく必要があ

る． 

① 歪の年周変化量の減少 

逢坂山観測所の歪記録には，これまで10－6程度の

年周変化が見られたが，2013年の終わりころから急

に年周変化の振幅がそれまでの 5～3 割程度まで減

少していることを検知した．このような長中期のト

レンドの変化は過去にも観測されており，1995年兵

庫県南部地震，2011年東北地方太平洋沖地震との関

係性も議論されているが，詳しいメカニズム等はい

まだ解明されていない． 

 

(1) 阿武山観測所 

(2) 観測所長 教授：飯尾能久  

技術職員 冨阪和秀 

協力教員 教授：矢守克也（兼任） 

准教授：片尾浩，深畑幸俊 

(3) 研究対象と研究概要 

近畿北部，特に丹波山地の活発な微小地震活動と

地殻変動の精密な観測を行っている．全国的な地震

基盤観測には 10 衛星点の地震データが寄与してい

る．当観測所地下観測室（坑道内）では高精度地殻

変動連続観測と地震観測が行われている．また防災

科学技術研究所の広帯域地震観測点にもなっている． 

2008年頃より，満点規模の稠密地震観測を可能と

する次世代型稠密地震観測システム（満点システム）

を開発し（京都大学，株式会社近計システム等の共

同研究），国内外の余震観測ややや長期の臨時観測等

で運用している（満点計画）．阿武山観測所はそのた

めの基地として位置づけられ活用されている． 

① 活断層集中域における地震発生メカニズムの解

明（飯尾能久，片尾浩，澁谷拓郎） 

近畿地方は全国的に見ても活断層が集中している

地域であるが，近畿地方中北部の活断層集中域にお
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ける地震発生メカニズムを解明するために，文科省

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画」により，2014年から満点地震計によるオフライ

ン稠密多点地震観測を行っている．得られたデータ

等を用いたレシーバ関数解析および自然地震を用い

たS波の反射法解析や地震メカニズム解の解析等に

より，近畿地方中北部における地殻構造の詳細な推

定などを行い，下記のような成果を得た．S 波の反

射法解析とレシーバ関数解析を組み合わせ，S 波の

反射面の水平方向の拡がりだけでなくその鉛直方向

のイメージングにも成功し，反射面は地震波低速度

の薄い層であることが確認された．反射面は北落ち

で，その走向は有馬-高槻断層帯に平行であり，また

水平方向の拡がりも断層帯と同程度であると推定さ

れた．これらのことは，反射面が有馬-高槻断層帯の

深部延長である可能性を示唆している．反射面の北

端付近に，深部低周波地震の発生域が存在すること

から，レシーバ関数で検知されている沈み込むフィ

リピン海プレートから脱水した水が，深部低周波地

震の発生域から地殻内に入り，有馬高槻断層帯に向

かって移動している可能性が考えられる． 

② 大阪府北部の地震についての調査研究（飯尾能

久，片尾浩，澁谷拓郎） 

2018 年 6 月 18 日に発生した大阪府北部の地震の

余震観測を，九大・東大地震研・関大との合同で実

施した．臨時地震観測点は，0.1満点システムによる

1 成分観測点約 100 点とオンライン方式の 3 成分観

測点4点からなっていた．その後2018年12月頃に

3成分観測である満点システムに置き換え，2020年

3月時点では約30点が稼働していた．大阪府北部の

地震は，北側の逆断層および南側の横ずれ型の断層

の 2つの断層が関係しているといわれているが（地

震災害研究分野浅野准教授による），予備的な解析に

よると，北側の断層付近では逆断層的な応力場，南

側では横ずれ型の応力場となっており，強震動から

の推定と調和的である．この付近では，微小地震の

線状配列があることが知られていたが（京都大学防

災研究所, 1996），余震分布は線状配列に沿って西方

へ伸びている．また，上記の断層面より北側へも遠

くまで伸びているが，余震分布の下限の形が下に凸

のお椀型をしていることから，余震域の端において

応力集中が起こっている可能性は低いと推定された． 

大阪府北部の地震の断層は，既知の有馬－高槻断

層帯や生駒断層帯の向きとは調和的でないが，既存

のデータを再解釈することにより，有馬－高槻断層

帯を構成する真上断層の東の延長は男山丘陵の南側

の地質境界へ延びること，生駒断層帯の北方延長は

淀川低地帯の南西縁を限って，上記の真上断層の東

方延長部まで延びることが新たに提唱された（堤・

飯尾，2019）． 

阿武山観測所の地殻変動連続観測記録においては，

2009年頃から，それまでの傾向と異なり東西短縮と

なっていた．また，地震発生の約 1 日前の 6 月 17

日 4時ごろから顕著な異常変動が記録されているが，

その原因についてはさらに注意深い検討が必要であ

る． 

③ サイエンスミュージアム計画（矢守克也，飯尾能

久，片尾浩） 

防災のための知識や技術の高度化に伴って，近年

防災といえば専門家が担うもので，非専門家はそれ

に従っていればよいとの考えが拡大してきた．こう

した考え方のもとでは，専門家が非専門家に指導・

伝達することが中心となるが，これが両者の間の障

壁を高め，専門家依存や情報待ちといった問題を引

き起こす恐れがあった．非専門家が，防災を自分た

ちも専門家と共に担う活動だと実感する形式の防災

教育が重要であり，専門家（大学）と非専門家（一

般市民）が共同してサイエンスミュージアムを運営

しようとする計画を行っている．これまでも，一般

市民のサポーターが，観測所ツアーガイドとして見

学者の対応を行うだけでなく，自らツアープログラ

ムの新規開発等を行ったり，出前型の地震授業など

の観測所外の活動を行ったりするなど，専門家と非

専門家の間の存在として，その活動を拡げてきた．

さらに，自治体等の依頼により，簡易型のペットボ

トル地震計の工作講座や防災に関する市民向け講座

を行ったり，満点計画関連では，稠密地震観測に参

加し，地元のボランティアとともに，観測点選定調

査や土地交渉，観測点の設置などを実際に担ったり

している．大阪府北部の地震の余震観測においては，

観測点の土地交渉から設置まで大車輪の働きをした．

市民が専門家の領域に近づき，自ら行動して，地震
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や防災に関する取り組みを行っている． 

 

(1) 屯鶴峯観測所 

(2) 観測所長・教授：飯尾能久， 

助教：森井亙（平成30年度まで） 

協力教員 教授：西上欽也（平成31年度から），

准教授：片尾浩（平成31年度から） 

(3) 研究対象と研究概要 

観測所坑道内において地殻変動の高精度連続観測

を行い，近畿中部における地震活動と当観測所での

歪変化の関係を研究している． 

これら定常観測に加え，地下水位と間隙水圧の試

験的観測，従来よりも基準尺が短かく設置が容易な

新たな短スパン伸縮計の開発を行った．開発の段階

では，屯鶴峯観測室の観測坑道を使用して機器の性

能試験を行った．既に簡易型伸縮計による観測を行

っていた紀伊半島中部の2カ所にこれを配置して，

より信頼性の高いひずみ観測を行った． 

 

(1) 徳島観測所 

(2) 観測所長・准教授：片尾浩 

協力教員 教授：西上欽也，澁谷拓郎 

(3) 研究対象と研究概要 

四国東部の地震活動とテクトニクスを研究対象と

している．主な研究テーマは以下の通りである． 

① 四国東部の微小地震活動 

徳島観測所では石井，上那賀，池田，塩江の4カ

所の高感度地震観測点を維持・管理している．これ

らのデータはテレメータにより宇治の微小地震観測

システム SATARN に取り込まれて一括処理される

他，国の基盤観測網の一翼として気象庁の一元化処

理等に利用されている 

② 石井観測室の整備 

現地勤務職員の定年退職により平成25年4月以降

は常駐職員が居なくなった．平成24年度中に観測所

建物内のデータ伝送および処理装置を隣接する観測

坑道内に移設し，通信線や電源線なども経路変更し

観測坑道単独でも石井観測室として従来の観測が継

続可能なように整備した．現在は，3 カ所の衛星観

測室とともに，通常は無人で運用し，定期あるいは

必要な場合に宇治から人員を派遣することで，順調

に維持されている． 

このほか，防災科学技術研究所への協力として，

上那賀，塩江での速度型地震計による強震観測およ

び石井本所でのSTS-1による長周期地震観測が行わ

れている． 

 

(1) 鳥取観測所 

(2) 観測所長・教授：澁谷拓郎 

協力教員 准教授：吉村令慧 

(3) 研究対象と研究概要 

中国地方東部～近畿地方西部の地殻活動の観測･

解析を研究対象としている．対象地域内の鳥取，兵

庫，岡山の 3 県に 8 点の定常地震観測点（鳥取，鹿

野，多里，大屋，氷上，三日月，古法華，久米）を維

持し，波形データをオンラインで一元化データネッ

トワークに送信している．また，山崎断層の近傍に

位置する安富と大沢では，観測坑道内において伸縮

計による地殻変動の連続観測が行われている．研究

活動の概要は以下のとおりである． 

① 山陰地方の地震活動に関する観測・研究（澁谷ほ

か） 

 山陰地方の海岸に沿って，地震が帯状に分布する

地震帯があり，そこではひずみが大きいことが知ら

れている．この山陰ひずみ集中帯ではマグニチュー

ド6～7の地震が発生している． 

鳥取県中部では，平成 28 年（2016 年）10 月 21

日 14 時 7 分にM6.6（気象庁マグニチュード）の地

震が発生し，震源域で震度6弱の強い揺れを引き起

こし，20数名の負傷者および数棟の全半壊などの被

害を生じさせた．この地域では，2015年10月18日

にもM4.2とM4.3の地震が発生し，どちらの地震で

も震央に近い湯梨浜町で震度4を観測した．さらに，

約10 km東で1983年10月31日にもM6.2の地震が

発生している．1976 年 6 月から 2000 年 9 月までの

鳥取観測所の読み取りデータと2000年 10月以降の

気象庁一元化データの読み取り値を用いて連結震源

決定法による再決定を行い，これらの地震と 2016

年の本震，前震，余震の時空間的関係を調べた．ま

た，震源域に展開されていたGNSS観測点で観測さ

れた地殻変動データを用いて，本震の断層運動を推

定した．結果は地震予知連絡会の刊行物に掲載され
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た． 

島根県西部では，2018年（平成30年）4月9日 1

時 32 分にM6.1 の地震が発生した．震源域で最大 5

強の震度を観測するとともに，負傷者9人，建物被

害710棟（全壊17棟，半壊58棟）が報告されてい

る．震源域付近の三瓶山東麓から南東方向の広島県

北部にかけては，比較的地震活動が活発な地域であ

る（澁谷, 2004）．2018年のM6.1の地震は，この活

動域の北西端付近で発生したこと，および，M6 を

超える地震の発生は，1978年6月 4日以来，40年ぶ

りであったことを地震予知研究センターのウェブサ

イトで速報した．さらに，読売新聞にも記事が掲載

された． 

② 山崎断層の地震・地殻変動の観測･解析（澁谷ほ

か） 

山崎断層を取り囲むように，大屋，氷上，古法華，

三日月の地震観測点が配置されている．このうち，

三日月と古法華において，観測システムの故障の対

応を行った． 

③ 山陰地域の電気比抵抗構造推定のための観測・研

究（吉村ほか） 

2016年10月21日に発生した鳥取県中部の地震で

は，直後に広帯域MT臨時観測を実施した．臨時観

測では，余震活動に対応する地震動到達に伴い記録

した電磁場変動を用いて，地震動－電磁場変動のカ

ップリングについて検討を行った．また，収録した

MT データについては，地下比抵抗構造解析のため

に他機関にデータ提供を行った． 

④ 鳥取観測所の過去の地磁気観測データの電子化

（大志万ほか） 

鳥取観測所では，1967年～2007年の期間，プロト

ン磁力計を用いた地磁気全磁力観測が実施されてい

た．1980年以前の収録データは，紙記録としてのみ

保管されていたが，その紙記録の整理および電子化

作業を実施した． 

 

(1) 宮崎観測所 

(2) 観測所長・教授：澁谷拓郎 

助教：寺石眞弘（平成30年3月定年退職）， 

山﨑健一，山下裕亮 

技術職員：小松信太郎 

協力教員 教授：大志万直人 

准教授：西村卓也 

助教：森井亙（平成30年度まで） 

(3) 研究対象と研究概要 

 宮崎観測所は，主に日向灘地域の地震活動と地殻

変動の関係を研究する目的で 1974 年度に宮崎地殻

変動観測所として設立された．現在では，南海地震

のような海溝型地震に関する研究の拠点観測所とし

て位置づけられている．具体的に実施している定常

的観測は，横穴式観測坑の伸縮計・傾斜計による地

殻変動連続観測，宮崎平野での全地球衛星測位シス

テム（GNSS）稠密観測（平成25年で一旦終了した

のち，平成28年に範囲を宮崎県全域に大幅に拡大し

て改めて開始），および高感度地震観測である．日向

灘では同一地域に数十年間隔でM7 クラスの海溝型

地震が発生し，隣接地域ではスロースリップ等のス

ロー地震活動が見られるが，こういった日向灘周辺

での地震発生と地殻変動の関連を明らかにすること

などが現在の観測研究の主要な目的である．また，

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画」（平成26～30年度，平成31年度～令和5年度）

によるプロジェクト研究や，文部科学省委託研究「南

海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」（平成 27

～31年度），科研費新学術領域研究「スロー地震学」

（平成28～32年度）にも参加している．最近の研究

活動の概要は以下のとおりである． 

① 横穴式地殻変動連続観測(寺石眞弘，山﨑健一，

小松信太郎，山下裕亮) 

宮崎観測所の庁舎に隣接して敷設された延べ約

260mの観測坑道では，昭和49年度の観測所設立以

来，伸縮計および水管傾斜計による地殻変動連続観

測，ならびに地震観測を継続している．観測値には，

長期および短期のひずみ速度の変化が記録されてい

る．その多くは降雨の影響によるものだが，降雨と

対応しないものも含まれている．短期ひずみ速度変

化の中には，日向灘におけるスロー地震と対応する

可能性のあるものも含まれている．また，主たる研

究対象の地震以外にも，火山噴火と対応する変化も

記録されている．伊佐観測点においては，霧島火山

群の新燃岳の平成23年1月26日から27日の噴火に

関連して，噴火過程に伴う明瞭なひずみの時間変化
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に加えて，噴火の開始に数時間先行する変化も記録

された．なお，これまで観測を続けてきた高城観測

点と串間観測点については，外気温の影響が大きく，

かつ一方向の伸縮しか計測していないために，地殻

変動観測としての精度が低くて維持コストに見合っ

た成果が期待できないと判断したため，平成29年度

末に観測を終了した．串間観測点は地震観測点とし

て再整備し，高城観測点は令和元年度に撤収した． 

② 日向灘沿岸域・南九州の変位場解明（西村卓也，

山﨑健一，小松信太郎，山下裕亮，寺石眞弘） 

GNSS 観測によって得られる地殻変動（変位）場

は，数日から数年以上の時間スケールにおいて，日

向灘におけるプレート間相互作用や南九州における

プレート内変形，火山性地殻変動の変動源に関する

情報をもたらし，変動メカニズムを解明するために

重要である．宮崎平野の3カ所におけるGNSS観測

網は平成25年度でいったん終了したが，これらの観

測網のデータと国土地理院による定常GNSS観測網

のデータから，日向灘ではプレート間カップリング

が南部に行くほど弱くなることが示唆され，九州南

部を東西に横断するひずみ集中帯の存在も指摘され

ていることから，平成28年度より観測網の再構築を

行い，宮崎県と鹿児島県の14か所（令和2年度現在）

において観測を行っている．これらの観測データは，

テレメータされており，日座標値はホームページで

の公開を行っている．令和元年5月10日の日向灘の

地震（M6.3）では，地震時及び地震後の明瞭な地殻

変動が観測され，断層モデルの推定を行ったほか，

スロースリップ やプレート間カップリングの研究

に用いられている． 

③ 南九州における地震観測（山下裕亮，澁谷拓郎，

寺石眞弘，小松信太郎，山﨑健一） 

 地震観測として，当初は各地殻変動観測坑道内に

独自に地震計を設置して連続観測を実施していた．

平成7年以降は全国基盤観測点による観測網が充実

してきたために常設観測点は整理縮小し，宮崎観測

所および宿毛観測点のみで継続してきたが，平成28

年度に串間観測点での観測を再開し，現在は3観測

点において地震観測を継続している．この 3観測点

での波形データは準基盤観測点として全国配信して

いる．また，1984 年から 2005 年までのイベント波

形データについて，旧フォーマットから現在の標準

である WIN フォーマットへの変換を完了させ，過

去の地震活動に関する解析を進めている． 

平成22年度～平成29年度には，南九州の地下構

造を明らかにすることを目的として，宮崎－阿久根

測線と宮崎－桜島測線において 24 点の臨時地震観

測を実施した．臨時点で収録された地震波形記録を

基盤観測点で得られた記録と合わせて解析すること

により，沈み込むフィリピン海プレートの形状やそ

の周辺地域の地震波速度構造を推定した．この結果

は京都大学防災研究所年報62号に掲載された． 

 大地震が発生した時に高感度地震計では振り切れ

てしまうため，平成30年度に宮崎観測所新館1Fの

基礎へ MEMS 強震計を設置した．強震計データか

ら震度を算出することができるため，観測所での震

度をすぐに把握することで，有事における非常対応

に生かす事も可能となった．令和元年5月10日に発

生した M6.3 の地震では，宮崎観測所 1 階の計測震

度は 3.1（気象庁震度 3）であったが，2 階の揺れ方

は明らかに大きかったため，2 階の研究室にも強震

計を設置した．今後，高感度地震観測を実施してい

る串間観測点および宿毛観測点（すでに強震計は設

置されているが上下動成分が故障中）においても

MEMS強震計を設置する予定である． 

④ 九州・四国西部における地球電磁気観測（山﨑健

一，小松信太郎，山下裕亮） 

 他大学・学内他部局・および部局内他部門の研究

者と共同で，九州および四国西部地域での地下電気

伝導度構造を推定するための臨時および定常地球電

磁気観測を実施している．九州および四国での臨時

観測からは，これまでに，平成28年熊本地震の震源

の広がりが比抵抗構造と対応していることや，豊後

水道スロースリップの滑り域の境界に特徴的な比抵

抗構造がみられることなど，電磁気的構造と地震発

生との関連を示唆する結果が得られつつある．四国

に設置した定常観測点での連続観測は，繰り返し発

生するスロースリップに対応する比抵抗の時間変化

の検出を主要目的として実施しているが，今後，他

地域での地球電磁気観測記録解析時の参照点として

の役割を果たすことも期待できる． 
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⑤ 観測計器の開発・製作(小松信太郎，山﨑健一，

寺石眞弘) 

観測に必要な計器および周辺機材の開発・制作，

老朽化した部品の修繕，改良を進めている．坑道内

地殻変動観測で用いられる計器類は，多くの場合標

準化がなされておらず，相互利用に支障があるため，

センサー部・電気変換部等を標準化するための開

発・製作作業を進めている．また，坑道内の伸縮計

記録に大きな影響を与える温度の時間変化およびそ

の空間分布を明らかにすることを目指して，安価な

温度計アレイ配置システムの開発も進めている．地

球電磁気観測用の機材としては，既製品よりも安価

で，かつ様々な環境での観測に対応できる非磁性磁

力計固定具の開発や電場測定用データロガーの筐体

を改良した．完成品は，海外を含む各地での観測で

利用されている． 

⑥ 平成28年熊本地震（山下裕亮，西村卓也，澁谷

拓郎，寺石眞弘，山﨑健一，小松信太郎） 

熊本地震の発生を受け，地震発生直後より全国の

大学・関係機関合同の臨時観測班に参加し，地震・

GNSS観測を実施した．地震観測は平成29年度中に

多くの観測点が撤収されたが，一部臨時観測のオン

ライン化などを経て，九州大学や東京大学によって

継続されている．阿蘇市・産山村に地震直後に設置

した臨時GNSS観測点については，余効変動ほぼ収

まったことから，平成31年 3月までに撤収したが，

そのうち1か所は阿蘇火山の地殻変動観測のため，

理学研究科附属火山研究センターへ移管した． 

⑦ 日向灘における浅部スロー地震観測（山下裕亮，

小松信太郎，山﨑健一，西村卓也，寺石眞弘） 

 日向灘のプレート境界浅部で発生する浅部スロー

地震について，海底地震計を用いた観測を他大学の

研究者と合同で実施している．平成28年度から科研

費新学術領域研究「スロー地震学」のA01班（地震

観測班）「海陸機動的観測に基づくスロー地震発生様

式の解明」において，16台の海底地震計・圧力計・

広帯域地震計を設置し，平成30年度に観測機材の入

れ替えを実施して観測を継続中である（令和2年現

在）．宮崎観測点においては，平成27年度に坑道内

に九州大学と共同で広帯域地震計を設置し観測を継

続中である．また，屋上に設置したGNSS観測点と

坑道内の伸縮計を活用することで，数 Hz から数カ

月にわたる時定数をカバーする観測態勢を構築し，

スロー地震のモニタリングを実施している．令和元

年5月 10日M6.3の地震発生直後からは，日向灘に

おける浅部スロー地震活動が活発化したことが陸上

観測網から確認され，地震発生から3週間ほど断続

的に継続した． 

⑧ 南西諸島海溝における海底地震観測（山下裕亮，

小松信太郎） 

 日向灘で観測される現象が，プレート境界として

接続している南西諸島海溝においても見られるのか，

違いがあるのかを理解することは，日向灘における

地殻活動の特徴を知るためにも重要である．このよ

うな観点から，屋久島以南の南西諸島海溝において，

鹿児島大学・東京大学・九州大学・長崎大学と共同

で長期連続海底地震観測を実施している．毎年4月

と 7月に長崎大学練習船・長崎丸にて実施している

本観測航海は，学生が海底観測の実習に参加できる

数少ない場にもなっており，本学の学生も毎年数名

が乗船し実習に参加している．また，平成29年度～

令和元年度には，文部科学省委託研究「南海トラフ

広域地震防災研究プロジェクト」においても，広帯

域海底地震・測地観測を海洋研究開発機構・東京大

学と共同で実施した．日向灘で観測される浅部スロ

ー地震は南西諸島海溝の浅部プレート境界域でも発

生していることが確認され，通常の地震やスロー地

震活動の特徴などを比較するための情報が集まりつ

つある． 

⑨ 平成30年新燃岳噴火（山下裕亮，山﨑健一，小

松信太郎，寺石眞弘） 

 平成30年3月に発生した霧島山・新燃岳のマグマ

噴火に際し，伊佐観測坑道に設置している伸縮計に

おいて噴火活動に伴う地殻変動を観測した．3 月 1

日の噴火活動開始以降，主な噴火発生に伴って 10-9

オーダーの微小な変化を観測しており，これらはす

べてマグマだまりの収縮を示す地殻変動であった．

これは，マグマだまりから新燃岳の噴火に伴ってマ

グマが新燃岳方向に移動した事を示していると考え

られる．3月5日～3月 9日には，10-7オーダーの大

きな地殻変動が観測された．この大きな地殻変動は

平成23年に観測された地殻変動と同程度であった．
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また，観測された時期には，新燃岳の山頂火口でス

トロンボリ式噴火が確認され，新たな溶岩が蓄積さ

れた時期と重なっており，地下深部のマグマだまり

から新燃岳火口へ大量のマグマが移動した事を示し

ている．一方で，平成23年の新燃岳噴火で見られた

準プリニー式噴火は平成30年噴火では見られず，対

応する数時間程度の急速な地殻変動も観測されなか

った．噴火発生時に見られた 10-9オーダーの微小な

地殻変動は，平成30年5月14日の噴火時まで観測

されたが，徐々に地殻変動は小さくなる傾向が見ら

れ，平成30年6月 22日の噴火ではノイズレベルを

超える有意な地殻変動は観測されなかった．その後

は，火山活動に伴う地殻変動は観測されていないが，

引き続きモニタリングを継続している．これらの情

報は随時火山噴火予知連絡会に報告するとともに，

宮崎県やマスコミへも情報提供され，防災研究所HP

上にも掲載した． 

 平成30年噴火に先立って，平成29年10月にも噴

火が発生した．伊佐観測坑道においては，この噴火

に先立って発生した火山性微動に伴い，マグマだま

りの収縮を示す地殻変動が観測されたが，平成 29

年10月噴火時までは，データをリアルタイムでモニ

タリングする体制になっていなかった．そこで，高

感度地震観測と同様に WIN システムによるテレメ

ータ方式に変更したことで，リアルタイムモニタリ

ングが可能となった．また，平成30年 4月には絶対

値デジタル気圧計を導入し，定量的な評価が可能と

なった． 

⑩ 宮崎県沿岸部における津波堆積物調査（山下裕亮，

小松信太郎） 

平成29年度より，日向灘において最大級とされて

いるものの，詳細が分かっていない1662年日向灘地

震の震源域を明らかにするため，産業技術総合研究

所・北海道立総合研究機構と共同で津波堆積物調査

を宮崎県沿岸において実施している．平成29年度か

ら平成 31 年度にかけて宮崎県延岡市～串間市沿岸

において検土杖を用いた簡易調査を実施し，一部調

査地点においてはハンドオーガーによる詳細調査を

実施するとともに，地質学的な調査分析を実施した．

これまでに，日南市において1662年地震の津波で運

ばれた可能性があるイベント堆積物を発見したほか，

延岡市および串間市でも何らかのイベント堆積物を

発見した．一方で，津波堆積物のデータだけでは震

源域の推定における拘束条件が不足するため，宮崎

県内における神社等を訪問し，伝承や史料に関する

聞き取りを実施している．今後，調査浸水シミュレ

ーションの結果や既存の地球物理観測データを合わ

せて断層モデルの構築を行っている． 

⑪ アウトリーチ活動の実施（山下裕亮，山﨑健一，

小松信太郎，澁谷拓郎，西村卓也） 

宮崎地方気象台の台長および地震・火山関係の職

員らと情報交換会を年数回実施している．主な目的

は，日向灘や九州内における地震活動および霧島山

における火山活動についての意見交換の実施と，有

事の際に備えた協力体制の構築である．また，宮崎

県危機管理局危機管理課と勉強会を実施するととも

に，有事の際の協力体制を構築するため連携協力協

定の締結に向けた協議を進めている．平成29年度か

らは京大ウィークスにも参加している．平成29年度

は台風の影響で実施できなかったが，平成30年度に

第1回，平成31年度に第2回を実施した． 

宮崎県内を中心とするテレビ局，ラジオ局，新聞

社等のマスコミからの取材依頼に対応し，自治会の

自主防災組織や地元各種団体からの防災研修・講演

依頼等にも対応した．宮崎観測所における各種団体

の見学・研修・講演実施数は，平成29年度は1件，

平成30年度は6件，平成31年度は6件で，平成31

年度の延べ来所者数は360名であった．令和元年か

らは，宮崎県防災会議地震部会の委員を委嘱され，

日向灘および南海トラフ巨大地震の宮崎県における

被害想定等の策定に携わっている． 

 

 



- 448 - 
 

8.6 火山活動研究センター 
 

8.6.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

火山活動研究センターは桜島に代表される南九州

の火山群を全国レベル・世界レベルでの火山学およ

び火山災害に関する野外研究拠点として位置づけて

おり，観測に基づく火山活動現象の理解に関する研

究基づき，火山噴火の発生予測研究に力を入れてき

た．本センターでは，各々の研究者がその専門性を

活かすとともに，複数の観測研究手法を習得し，多

岐にわたる火山の研究手法の意義と成果を理解して，

新たな研究を展開することが期待されている．火山

現象を理解するための観測研究には，地球物理学的

手法のほか，物質化学の分野（地球化学，地質学，

岩石学等）の研究者の協力も必要であることから，

他大学や他研究機関との連携協力を図りながら研究

活動を行うこととしている．具体的には，専門分野

の外部の研究者との共同研究を推進すること，特定

の対象火山における他分野の研究者との共同観測へ

の積極的参加を推奨している． 

本センターが研究対象とする南九州の火山群では

噴火活動が活発である．2009年から噴火活動が活発

化した桜島の昭和火口の噴火活動は，南岳の噴火活

動に2017年に移行して，現在も繰り返されている．

また，2015年に噴火が発生し，噴火警戒レベルが5

に引き上げられて全島避難が行われた口永良部島で

は，2018 年，2019 年，2020 年にも火砕流を伴う噴

火が発生した．桜島や口永良部島では火山近傍に住

民が居住しており，噴火活動や火山災害と隣り合わ

せである．このことは，火山活動の理解に関する研

究を災害軽減の研究に発展させる必要性を意味する． 

このような背景から近年は，発生予測のうち，規

模の予測に重点を置き，シミュレーションを用いた

ハザード予測に発展させるとともに，火山灰量など

の即時的把握や降灰予測研究を行っている．さらに， 

火山噴火の発生や火山噴火の影響範囲の予測を災害

の軽減に生かすためには，活火山を抱える自治体・

住民との連携が不可欠であることから，観測データ

をリアルタイムで提供した上で，研究成果や火山活

動評価結果を積極的に発信することとし，避難対策

等への活用，住民の避難行動予測，火山災害のイン

フラへの影響評価の研究も進めている．これらの研

究は火山活動研究センターだけでは実施できないの

で，従来からの地震・火山研究グループ内の連携に

加え，流域災害研究センター，気象・水象災害研究

部門，社会防災研究部門，巨大災害研究センターな

ど異なる防災研究所内の研究グループとの連携強化

を積極的に推進している． 

火山噴火は草津本白根山噴火や 2014 年御嶽山噴

火など火口周辺で犠牲者を出してしまう小規模噴火

から，日本列島を壊滅に追い込む巨大カルデラ噴火

まで幅広いレンジの規模をもつ．特に巨大噴火にお

いては発生以前に，その発生可能性を巡って新たな

社会問題となっている．本センターの火山噴火予知

研究領域は，火山観測坑道での超精密地盤変動観測

により桜島の噴火の90％を事前に予測するなど，野

外フィールドでの火山噴火予知研究においては世界

のトップレベルにある．実践的な火山噴火の発生予

測研究に主眼を置くため，歴史時代に発生した大規

模噴火までを研究対象としている．一方，社会問題

化している巨大噴火については，火山噴火活動に関

する観測データがないために知見が不足している．

そこで，平成30年度に本学からの定員の再配置を受

け，本センターに新たに火山テクトニクス研究領域

を新設した．この研究領域は，巨大カルデラ噴火に

ついての知見を集積するために，再配置された准教

授および外部資金による特定教授，特定助教により

構成し，火山帯下および周辺の地殻及びマントル内

の地震等の活動や構造を研究することにより，深部

流体の動態を把握，長期的な火山噴火発生予測，さ

らに，地震と火山噴火の連動メカニズムの研究を行

う．具体的には桜島の北方海域に相当し，29,000 年

前に巨大噴火が発生した姶良カルデラを研究対象と

する． 

防災研究所では，桜島等の火山群をフィールドラ

ボラトリーと位置付ける火山活動研究センターと，

日向灘からのプレート沈み込み帯をフィールドとす
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る宮崎観測所を有する地震予知研究センターが連携

して観測研究を進めているが，火山活動研究センタ

ーは 10km 以浅のマグマ動態，地震予知研究センタ

ーはプレート周辺の活動を研究対象としているので，

火山テクトニクス研究領域は，その間を埋めるマン

トルから地殻の中間領域におけるマグマの動態に関

する研究が進展させることが期待される． 

なお，当センターの研究活動及び運営方針につい

ては，年1回開催する火山活動研究センター運営協

議会で意見や助言を受けることとしている． 

 

(2) 現在の重点課題 

① 火山活動の推移に関する研究 

② 火山噴火の発生予測に関する研究 

③ 大規模火山噴火発生予測に関する研究 

④ 噴出物の即時把握とハザード予測に関する研究 

⑤ 災害軽減のための地域連携研究 

⑥ カルデラの深部地下構造とその時間変化に関す

る研究 

⑦ 深部マグマ溜まりへのマグマ供給に関する研究 

⑧ 海域火山観測の技術開発に関する研究 

 

(3) 研究活動 

上記の研究課題は防災研究所の共同利用に係る共

同研究や，災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画および同計画（第 2 次）や SATREPS お

よび J-Rapid に基づくインドネシアとの国際共同研

究，次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト，

原子力規制庁の受託研究などの外部資金により推進

されてきた． 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画および同計画（第2次）における火山活動の推移

に関する研究および発生予測に関する研究では，

2009 年～2015 年まで爆発的噴火が頻発した桜島の

昭和火口の噴火活動は2017 年10月に終息したが，

11月からは1955年から2002年まで活動的であった

南岳において再び噴火が発生するようになった．地

震・地盤変動・火山ガス・噴出物の分析・火山体構

造変化など総合的な観測を強化して，統合的な研究

を行った．特に，2017年は昭和火口から南岳に噴火

活動が回帰する過渡期であり，溶岩噴泉などの特徴

的な噴火イベントが捉えられ，その特性が明らかに

された．また，長期的な噴火活動期の火山活動特性

が明らかとなった．口永良部島では 2014 年および

2015年噴火で多くの観測点を失い，噴火活動が継続

中であることから観測の復旧も途上にあるが，地

震・地盤変動・火山ガスの多項目観測により，2018

年 10 月～2019 年 2 月の噴火活動期に前駆する火山

ガス放出量の増加，地震活動と地盤の膨張を捉えた． 

SATREPS によるインドネシアとの共同研究では，

ジャワ島の5火山とスマトラ島のシナブン火山の観

測体制が強化された．ケルート火山やメラピ火山の

噴火に先行する火山性地震のエネルギーの増加推移

やエネルギーの総量から噴火の様式や規模が推定さ

れ，また，シナブン火山の地盤変動の圧力源解析か

ら噴火活動の推移が推定された．また，地震活動な

どの先行現象から予測される噴火規模からシミュレ

ーションにより，リアルタイムで噴火ハザードを予

測するシステムが構築された．SATREPS 終了後は，

スンダ海峡の津波災害を対象とした J-Rapid プロジ

ェクトを実施し，津波発生源であるアナク・クラカ

タウ火山の噴火活動特性と山体崩壊について研究を

進めた． 

姶良カルデラ周辺の地盤の隆起および膨張量から

大正噴火で噴出したマグマ量に匹敵するマグマが姶

良カルデラ地下の深さ 10km 付近に蓄積されたこと

が示されているが，近い将来に発生が予測される大

規模噴火の活動中においても観測を継続して火山活

動評価と活動の推移予測ができるデータを取得する

ために，無線搬送によるデータ伝送路の二重化と電

源強化を基本とするレジリエントな火山総合観測シ

ステムを設置した． 

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトには，

気象・水象災害研究部門も参画し，「リアルタイムの

火山灰ハザード評価手法の開発」に取り組んだ．火

山噴火による放出される噴煙は X バンドレーダー，

ライダー，GNSS など様々なリモートセンシングに

より検出する手法が開発された．特に，レーダーは

冠雲により噴煙を目視できない場合でも噴煙高度を

把握できる手法として，火山灰拡散シミュレーショ

ンの初期値を決定するのに有効である．また，WRF

により火山体周辺の風速場の分解能を向上させたシ
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ミュレーションにより，降下火山灰量の予測精度を

向上させた．さらに，火山レキの落下による屋根材

等の耐衝撃実験により，ハザード評価を行った． 

原子力施設等防災対策等委託費（火山性地殻変

動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業

を受託し，姶良カルデラを対象として，地下構造

探査，地殻変動観測等の最新知見に基づく調査か

ら，原子力施設に影響を与える火山活動の可能性

をより定量的に評価するための評価基準・指標及

び火山活動モニタリング評価基準・指標を作成す

ることを目的する研究に着手した． 

 

(4) その他の活動 

桜島及び薩南諸島に観測施設を有し，観測データ，

岩石や噴出物試料，写真・映像，研究試料等の蓄積

があるため，研究者，自治体，教育，出版，報道機

関等からの施設および資料等の利用および提供依頼

が多い（2.4.2（6）参照）． 

火山活動の評価に関する資料等は，火山噴火予知

連絡会および関係自治体に定期的に報告・配布して

いる．また，桜島および南西諸島の火山において異

常現象が発現した際には，鹿児島県，気象台，第十

管区海上保安本部と連携して調査に当っている． 

2014年御嶽山噴火を踏まえて，活動火山対策特別

措置法の一部が改正され，警戒避難体制の整備を特

に推進すべき地域が国により指定され，対象となる

活火山地域では火山防災協議会の設置が義務付けら

れた．火山防災協議会では，国・地方自治体に加え，

火山専門家の参加が必須とされ，本研究所の研究者

も弥陀ヶ原，焼岳，桜島，薩摩硫黄島，口永良部島，

諏訪之瀬島の火山防災協議会に参加している． 

桜島等の活火山において火山防災協議会の実体を

担うのが火山防災連絡会であり，桜島においては鹿

児島県，鹿児島市，大隅河川国道事務所，鹿児島地

方気象台及び火山活動研究センターが構成メンバー

であり，火山防災協議会のコア・グループを形成し

ている．火山活動研究センター教員も学識経験者と

して火山活動の評価の解説と災害軽減対策の立案に

積極的に関わっている． 

本センターが所有するハルタ山観測坑道と高免観

測坑道（平成28年度竣工）に大隅河川国道事務所の

有村観測坑道のデータを加えて，統合的に解析する

ことにより噴火予知精度の向上を推進する研究を大

隅河川国道事務所より受託し，砂防従事者の安全確

保の活動に参画している．また，これらのデータを

火山活動評価のために，自治体，気象庁，火山噴火

予知連絡会に提出している． 

国際共同研究にも積極的に取り組んでいる．平成

5 年からインドネシアの火山地質災害軽減センター

との共同研究を継続しているが，令和元年度に火山

ハザード研究としてさらに5年間継続することとし

た．平成25年度に採択されたSATREPSの研究課題

を実施（3.2.11（1）参照）するとともに，スンダ海

峡の津波発生に緊急的に対応した J-Rapid にも参画

した．研究プロジェクトの遂行に加え，日本火山学

会および防災科学技術研究所とともに，アジア火山

学コンソーシアムのフィールドキャンプをインドネ

シア（平成30年），台湾（令和元年）に開催し，イ

ンドネシア，フィリピン，シンガポール，中国，台

湾，韓国と共同研究の立案と若手研究者の育成を行

った．また，桜島は噴火活動が活発であり，本セン

ターの観測体制が整っていることから海外の研究機

関から共同研究の申し出が多い．平成29～31年度は，

ドイツ，米国，イギリス，イタリア，オーストリア

などの研究者と共同観測と研究を実施した． 

 

8.6.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ. 火山噴火予知 

教授：井口正人 

   大志万直人，藤田正治（併任） 

准教授：中道治久 

大見士朗（併任） 

堤大三（併任，平成30年3月まで） 

助教：味喜大介（平成31年3月まで） 

山本圭吾，為栗健（平成31年 3月まで） 

山田大志（令和元年9月から） 

   宮田秀介（併任） 

非常勤講師：清水厚（平成29年度） 

真木雅之（平成30～31年度） 

○ 研究対象と研究概要 

① 研究対象 
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主な研究対象火山は，桜島，薩摩硫黄島，口永良

部島，諏訪之瀬島，およびインドネシアのグントー

ル，メラピ，シナブン，アナク・クラカタウ火山な

どである． 

② 研究概要 

(1) 火山活動の推移に関する研究 

目的・方法：桜島，口永良部島またインドネシアの

火山など，噴火活動が活発な火山における長期的

火山活動過程と噴火直前現象を地震，地殻変動，

火山ガス，噴出物の分析，火山体構造変化などの

多項目観測によって明らかにし，火山活動原理を

解明する． 

成果概要：2009 年から 2015 年にかけてブルカノ式

噴火が昭和火口において頻発した桜島では，2017

年 10 月に昭和火口の噴火活動は終息し，およそ

20 年ぶりに南岳において噴火が頻発するように

なった．昭和火口から南岳の噴火活動への過渡期

には溶岩噴泉やハーモニックな振動を伴う噴火な

ど特徴的な活動が現れ，その特性が明らかになっ

た．地震活動，地盤変動，噴火活動からは，2015

年8月 15日のアンレスト・イベントを除いて桜島

への緩やかなマグマ供給が続いていることが示さ

れた．昭和火口と南岳における噴火活動を比べる

と火山ガス量は増加し，噴煙高度は高くなる傾向

にあるが，火山灰量は減少しており，発泡度の高

いマグマが噴出していることが推定できた． 

2014年8月に始まる口永良部島の噴火活動は4

つの活動期に分けられ，2014 年 8 月 3 日に 34 年

ぶりに新岳火口において発生した噴火，2015年5

月29日の噴火，2018年10月～2019年2月，2020

年1月以降の噴火活動である．いずれの場合も噴

火活動の前兆現象として，火山ガス量の増加と地

盤の膨張，火山性地震活動の活発化があげられる．

2018 年 12 月以降，火砕流を伴う爆発的な噴火化

が繰り返され，噴火活動が長期化している． 

2010年に水蒸気噴火が発生し，2013年12月に

マグマ性噴火に移行したインドネシアのシナブン

火山では，GNSS 観測によりマグマ性噴火に先行

する圧力源の浅部への移動と火砕流を繰り返す継

続的な噴火による圧力低下の深部への波及が明ら

かになった．また，地盤変動率から噴火活動の終

息時期を予測し，概ね良好な結果が得られた． 

(2) 火山噴火の発生予測に関する研究 

目的・方法：噴火に先行するマグマの蓄積・上昇過

程の解明と火山活動の評価および直前及び長期的

予測を目的に，桜島おいて地震，地盤変動，火山

ガス，噴出物の解析などの多項目観測を継続して

いる． 

成果概要：桜島において過去100年間に発生した噴

火に前駆する地盤変動を解析し，マグマの貫入速

度がその後に発生する噴火の規模と様式を決定す

るという噴火事象分岐論理を構築した．また，イ

ンドネシアのケルート火山噴火に前駆する地震活

動を解析し，前駆地震のエネルギーの増加量と増

加率が噴火の様式・規模と関係することを示した．

このような考え方は，さらに，メラピ火山など多

くの火山に適用することができ，噴出物量の上限

を与える経験式を求めた． 

(3) 大規模火山噴火発生予測に関する研究 

目的・方法：桜島大正級大規模噴火に至るマグマの

桜島への貫入を早期に検知するために，地盤変動

観測を強化するとともに文献調査により，大規模

噴火ポテンシャル評価と噴火へのプロセス解明を

行う． 

成果概要：桜島の大正噴火に至るプロセスを明らか

にした．地下からの二酸化炭素ガス量の増加，地

盤の隆起・膨張によるひずみの蓄積，応力集中の

結果として発生する火山性地震の群発現象という

経過を経て，噴火に至った．このような，地盤変

動の卓越から火山性地震多発が示す破壊過程への

遷移は最近の昭和火口噴火の前駆過程でも見られ

る． 

(4) 噴出物の即時把握とハザード予測に関する研究 

目的・方法：レーダーおよびライダー観測や GNSS

を用いて火山灰量を推定する技術を開発するとと

もに，シミュレーションを用いて大気中を浮遊拡

散する火山灰粒子密度分布と降下する火山灰の堆

積分布を予測する．予測においては，さらに即時

性を高めるために，地盤変動量，噴火微動振幅を

用いて予測の即時性を高めるとともに，高分解能

の風速場により，高精度化を図る． 
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成果概要：XバンドMPレーダーによる噴煙検知は

実装段階まで検証できた．特に，火山に雲がかか

り噴煙を目視できない時でも噴煙を可視化するこ

とができ，レーダー観測の有効性が示された．地

盤変動量と噴火微動振幅からリアルタイムで，火

山灰放出率と噴煙高度を見積もる手法を開発した．

さらに，ブルカノ式噴火を自動的に検知すること

により，見積もられた火山灰放出率をもとに，火

山灰拡散シミュレーションを自動的に起動するシ

ステムを開発した．また，メソ気象モデルから風

速場を高分解能化して地形効果を評価し，火口の

風下側で下降流が卓越することが示された．さら

に，噴火に前駆する地盤変動量から見積もられる

火山灰放出予測量と気象場をもとにシミュレーシ

ョンを行い，噴火発生前の降灰予測を行った． 

(5) 災害軽減のための地域連携研究 

目的・方法：桜島火山をモデルケースとして，地方

自治体の防災担当者，一般住民，報道機関など様々

な層を対象に，これまでの火山噴火予知研究の成

果を知ってもらうためのセミナーを定期的に開催

する．そのうえで，これまでの予知研究の成果を，

自治体の地域防災計画や住民の防災意識へ反映す

ることの可能性を検討するとともに，よりよい地

域防災計画策定や危機的状況における住民行動の

改善のためにはどのような研究成果や火山活動に

関する情報が必要であるか，予知研究のニーズ調

査を行う． 

成果概要：大規模噴火時の降灰による被害想定を高

度化させ，広域避難の可能性について検討した．

また，航空路への影響評価を行った． 

 

Ⅱ. 火山テクトニクス 

特定教授：筒井智樹（平成31年4月～） 

准教授：為栗 健（平成31年 4月～） 

特定助教：味喜大介（平成31年4月～） 

○ 研究対象と研究概要 

① 研究対象 

29,000 年前に巨大噴火が発生し，鹿児島湾北部海

域に対応する姶良カルデラを研究対象とする． 

② 研究概要 

(1) 姶良カルデラの地下構造に関する研究 

目的・方法：姶良カルデラ及びその周辺の南九州に

稠密地震観測点を設置し，主に地震波を用いて，3

次元地震波速度トモグラフィー解析やレシーバー

関数解析により，姶良カルデラ地下深部の構造を

皆目知る． 

成果概要：姶良カルデラ周辺に設置されている 48

地震観測点のP 波，S 波到達時から 3 次元地震波

速度構造解析を行なった．姶良カルデラ中央部の

深さ15km において顕著なＳ波低速度異常が見ら

れ，速度は2km/s 以下となっている．S 波低速度

異常の領域はグリッドサイズ 4km 以上の大きさ

をもっている．同領域においてP 波速度は周辺と

比べて特に低速ではなく，S 波速度のみが低速で

あることが分かった．レシーバー関数解析では主

に姶良カルデラとその周辺における深さ20km 以

深に低速度層の存在が示され，深部低周波地震発

生領域との一致から流体の存在が推察される． 

(2) 海域カルデラの地下構造の時間変化把握技術に

関する研究 

目的・方法：姶良カルデラ深部のマグマだまりの内

部状態の把握を目的として，姶良カルデラ沿岸で

繰り返し人工地震波を発生し，その対岸で得られ

た人工地震記録に含まれるカルデラ深部からの反

射地震波の振幅および走時等の変化を評価するこ

とによって，深部マグマだまりの状態変化を把握

する． 

成果概要：人工地震実験実施の前段階として姶良カ

ルデラの深部地震反射面分布を調べるとともに，

利用可能な既存の人工地震震源装置の適性の検討

を行った．姶良カルデラの深部における地震波反

射面を複数検出し，その位置と深さとを推定した．

特に姶良カルデラ西部では深さ 14km 付近の地震

波変換反射面の存在が明らかになった．また，姶

良カルデラとその周辺で行われた既存の観測デー

タを用いて人工地震震源の方式と出力エネルギー

について検討し，所記の目的に最適な人工地震震

源装置を決定するとともに，人工地震実験方式に

ついて決定を行った．また実験を実施するための

予備調査を姶良カルデラ沿岸で行った． 

(3) 姶良カルデラへのマグマ供給に関する研究 
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目的・方法：姶良カルデラを含む南九州に稠密に展

開したGNSS観測網と水準測量データにより姶良

カルデラ深部における圧力源の体積増加量を把握

するとともに，桜島からのマグマ噴出量を求める

ことにより，マグマの供給率を見積もり，巨大カ

ルデラ噴火のポテンシャルを評価する． 

成果概要：姶良カルデラの中央部地下 10～12km に

圧力源が求められ，最近10年間のマグマの供給率

は1000万m3/年をやや下回って，マグマは定常的

に供給されている．それよりもやや深部にも圧力

源が見出され，カルデラ地下深さ 15km 付近の低

速度層に対応することがわかった． 

(4) カルデラ海底地殻変動観測の技術開発に関する

研究 

目的・方法：最も上下変動が大きいと推定されるが，

通常のGNSS観測による地盤変動観測を行うこと

ができない姶良カルデラ中央部の海域において，

海域の海象・気象を理解することにより，海底面

から立ち上がる観測塔によるGNSS観測の設計を

行うとともに，その有効性を検証する．  

成果概要：すでに類似の装置を建造して観測運用を

行っているイタリア国に赴き関係方面を訪問して

情報収集を行った．建造業者の訪問では類似装置

の構造や設計に関する情報収集を，ユーザーの訪

問では観測装置の仕様や運用方法に関する情報収

集も行った．さらに姶良カルデラの海底変動観測

装置の設置地点を想定したうえで現地の特徴的な

海象条件および気象条件も考慮した基本設計を立

案し，設置工程案とともに検討を行った． 
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8.7 地盤災害研究部門 
 

8.7.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 

地盤災害に関連する基礎学理に根ざし，地盤災害

の予測と軽減を目指した研究を展開し，さらに，学

際領域を分野横断的に開拓して行く．液状化，地盤

沈下，斜面崩壊，地すべり，土壌侵食，建設工事等

に伴う斜面や基礎地盤の変形等について，地盤工学，

地質学，地球物理学，地形学，水文学等の考え方と

手法を用いて研究する．水際低平地に広がる都市域

の災害脆弱性診断，地盤・土構造物の性能向上技術

に関する研究，平野から丘陵地にかけての開発に伴

う「人－地盤環境－物質循環」の相互作用に関連す

る災害の研究，さらに山地での風化や崩壊等に起因

する災害の研究を行う．それぞれについて，多様な

地盤災害現象の発生と挙動の研究，地盤災害ハザー

ドマップの作成手法と災害軽減手法の開発を主要課

題として掲げ，さらに，先進的な理工融合型横断基

礎課題研究と防災研究所内で連携した学際領域研究

を進める． 

 

(2) 現在の重点課題 

地盤防災解析研究分野 

人間活動が集中する平野部や盆地といったいわゆ

る低平地における各種の地盤災害に焦点を当て，軟

弱地盤の変形解析と対策工法の開発等による都市脆

弱性に起因する地盤災害の防止と低減のための研究

を行うとともに，地震時における水際低平地に展開

する都市域の地盤・構造物系の耐震性向上のための

研究を推進している．これらの研究成果に基づいて 

対象とする地盤災害に対する合理的な対策工を提案

し，さらには設計法に結びつけることにより，都市

が集中する水際線低平地における地盤災害を低減す

ることを目指している． 

山地災害環境研究分野 

山地災害の発生ポテンシャルを評価するために，

これらのプロセス，例えば地形構成物質の風化，重

力による山体の変形，斜面の崩壊と侵食，土砂の運

搬・堆積について研究を進めている．研究のアプロ

ーチは多角的で，野外での地質・地形調査に最大の

重点を置き，地理情報システムを用いた空間情報解

析，宇宙線生成核種分析による年代測定および削剥

速度決定，斜面水文観測，鉱物・化学分析や土質試

験などにより，山地災害を長期的地質現象として位

置付けた研究を行うとともに，短期間の力学的現象

として位置付けた研究を進めている． 

傾斜地保全研究分野 

傾斜地の保全には，水圏･地圏･気圏及び生物圏を

含め，相互に作用する地球表面に関する理解が必要

である．例えば，降雨や融雪，地震等を誘因として

発生する地すべりや崩壊，土石流などの斜面におけ

る土砂移動現象は，土砂はもちろんのこと，水や化

学物質の移動なども含め，下流域への影響を検討し

なければならない．すなわち，傾斜地で発生する物

質移動は，その発生域ばかりではなく，流域全体で

の影響までを理解するというセンスが重要となる．

鍵となるのは『水文地形学』という学問で，地形あ

るいは様々な物質と水文学的なプロセスの相互作用，

あるいは表層付近の水の流れと地形変化プロセスの

時間的・空間的な相互作用を扱う分野である．本研

究分野では，傾斜地におけるこのような研究課題に

ついて，様々な学問分野を連携・融合することで，

基礎的研究とともに問題解決型の研究を進めている． 

 

(3) 研究活動 

上記の個別的要素研究を進めるとともに，2017年

九州北部豪雨，2018年西日本豪雨，2018年北海道胆

振東部地震，および2019年東日本台風などによって

生じた災害の調査を関連学協会と連携をとって行い，

災害発生の原因を追究するとともに，今後の災害低

減への提言を行って来た．これらの成果は，学術論

文，学術研究発表会，ホームページ，著作などを通

じて情報発信した． 

また，EG セミナーと称した大学院生らの研究発

表を通じて，斜面災害研究センターとともに地盤研

究グループ内で地盤災害に関する最新の研究成果を

議論している． 
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(4) その他の活動 

研究者相互の情報共有を進め，地盤災害への多面

的取り組みを発展させるべく，斜面災害研究センタ

ーとともに地盤研究グループの会議を月 1 回行い，

適宜グループ内で情報を交換し共有してきた．また，

国，自治体，学会，その他協議会などと連携し，研

究成果を現実に直面している諸問題の解決策に盛り

込むことで，国土の社会基盤整備や防災対策に貢献

している．これらの対外的活動については，別途社

会貢献のところで列挙したとおりである． 

 

8.7.2 研究分野の研究内容 

Ⅰ．地盤防災解析 

教授：渦岡良介 

助教：上田恭平 

① 大地震時の地盤・構造物系の被災程度予測と合

理的設計方法の確立（渦岡，上田） 

大地震時には，土木構造物，特に軟弱地盤や液状

化する可能性の高い地盤上に建設される港湾施設な

どの水際線構造物は甚大な被害を受ける．既往の被

害調査から，施設の被災状況を地盤のすべり土塊と

仮定する方法で説明することは困難であり，連続体

の初期値・境界値問題として扱うべきであることが

明らかとなってきた．また，入力地震動と地盤・構

造物の動的相互作用の問題を解明することにより，

合理的な設計法を確立することができるものと考え

られる．そのため地盤・構造物系の変形予測手法の

高度化を図り，信用性を高めた手法を構築すること

を目的として，遠心力載荷装置を用いた再現実験，

有効応力に基づく非線形有限要素法，土の室内試験，

現地調査などの研究を行っている． 

② 地震・津波・降雨による複合災害における地盤・

構造物系の被災メカニズムの解明（渦岡，上田） 

2011年東北地方太平洋沖地震では，地震後に東北

沿岸を襲った津波により湾口津波防波堤，海岸堤防，

河川堤防などの構造物が壊滅的な被害を受けた．ま

た，東京湾岸の埋立地では余震による液状化が発生

した．2016年熊本地震では，震度7を二度観測する

など大きな地震動が比較的短い時間に複数回作用す

ることで地盤・構造物の被害を大きくした可能性が

ある．また，地震で損傷を受けた斜面は6月の豪雨

で多数崩壊している．以上のように，本震と余震，

地震と津波，地震と降雨のような外力が比較的短時

間の間に複数回作用することで地盤・構造物系の被

災はより深刻なものとなる可能性がある．このよう

な複合災害における地盤・構造物系の被災メカニズ

ムを明らかにすることを目的として，遠心模型実験

や数値解析を用いて，地震が作用した後に地盤・構

造物系が有している残留性能を評価している． 

③ 地震時の多様な地盤軟化機構の解明とその対策

（上田，渦岡） 

2011年東北地方太平洋沖地震では，東京湾沿岸の

埋立地において多くの住宅が傾くなど，深刻な液状

化被害が発生した．この地震では，強震動継続時間

が長い地震動が作用した場合の地盤挙動，埋立地の

ような構造異方性を持った若齢砂質土地盤の挙動，

粘性土地盤の地震後の長期変形，液状化地盤内の過

剰間隙水圧伝播による地下水位以浅の不飽和土の軟

化など，新たな問題が提起されている．このような

問題に対処するため，構造異方性が地震時挙動に与

える影響，粘性土地盤の地震時挙動，難透水性層を

有する多層地盤の挙動，地下水位以浅の不飽和地盤

挙動など，強震動継続時間の長い地震で顕在化する

多様な地盤軟化機構の解明を目指し，遠心模型実験

や数値解析を用いた研究を行っている． 

④ 液状化の国際研究プロジェクト（上田，渦岡） 

液状化に代表される地盤災害予測に関する研究は，

これまで個別の研究機関において，個別の実験施設

や数値解析手法を用いた単独プロジェクトと実施さ

れてきた．このようなアプローチでは，単一機関内

における結果の整合性・再現性は確保されるが，仮

に他の研究機関が同一課題に取り組んだ場合，その

結果に整合性や再現性が担保されるか？ という観

点での普遍性・客観性についての検討は皆無であっ

た．このような既往の研究アプローチの限界を打破

するため，室内土質試験装置と遠心力載荷装置を用

いた一斉実験および種々の構成モデルを用いた一斉

解析を通じて，結果の普遍性を確保し，地盤災害予

測精度の向上に寄与すべく立ち上げられた国際プロ

ジェクトが LEAP（Liquefaction Experiments and 

Analysis Projects）である．本プロジェクトには，当

分野のほかに，カリフォルニア大学デービス校，レ
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ンセラー工科大学，ジョージ・ワシントン大学（以

上，米国），ケンブリッジ大学（英国），IFSTAR（フ

ランス），浙江大学（中国），国立中央大学（台湾），

KAIST（韓国），東京工業大学，愛媛大学，関西大学

が参画している．各機関での成果については，京都

大学防災研究所（2017 年 5 月），カリフォルニア大

学デービス校（2017年12月），関西大学（2019年3

月）などで議論している． 

 

Ⅱ．山地災害環境 

教授：千木良雅弘 

准教授：松四雄騎 

助教：齊藤隆志 

① 斜面の重力による変形と岩盤崩壊の発生機構に

関する研究（千木良，松四） 

大規模な斜面変動の前段階としての山体の自重変

形と，豪雨および地震による岩盤崩壊の発生機構を

研究してきた．西南日本の付加体を基盤岩とする山

地を対象に，過去の豪雨および地震によって発生し

た岩盤崩壊の事例とその周辺斜面を調査し，地質構

造との関係を調べた．西南日本外帯において，豪雨

によって発生した岩盤崩壊は，地層の付加作用時に

形成された厚い破砕帯を持つ衝上断層にすべり面を

持つことが多いことが示された．また，これらの岩

盤崩壊は，事前に自重によって変形を生じた斜面に

発生しており，重力変形の結果として地表に現れた

微地形の特徴と地質構造から，岩盤崩壊の発生場を

予測する見通しが得られた．内帯の付加体山地では，

十分に大起伏な斜面において，高角の活断層とその

付随断層に収斂するかたちで多様な規模の変形が生

じていた．また，曲げトップリングを生じた斜面に

おいて，高角断層が変形の発生や山向き小崖の形成

に重要な役割を果たす場合があることも明らかにな

った．岩盤崩壊の発生機構の理解とその予測のため

には，斜面の地質構造，特に断層破砕帯の水理・力

学的な機能に対する再評価が必要であることが示唆

された．斜面の重力変形の進行時間スケールや岩盤

崩壊の発生年代についても，テフロクロノロジーや

宇宙線生成核種による年代測定を駆使して研究を展

開した． 

② 変動帯における流域地形の発達に関する研究

（千木良，松四） 

湿潤変動帯の山地における主要な地形形成過程で

ある河川の下刻と斜面の崩壊について，その相互作

用の定量化に関する研究を行った．山間地を穿入蛇

行する河川の形状や河床の侵食速度を地理情報シス

テムや宇宙線生成核種の分析を用いて明らかにした．

また河川の下刻と側刻を制御する要因を，斜面から

の土砂供給と河道での掃流可能量とのバランスの視

点から議論した．さらに河川や氷河の侵食による下

部切断が斜面の安定に及ぼす影響を，日本の中部山

岳，西南日本外帯，チベット高原東縁部，ネパール

ヒマラヤ，スイスアルプスなどにおける地形地質踏

査およびシミュレーションやデジタル地形モデルの

定量的解析によって検討した．また，上下変位のあ

る活動的な断層を前縁に有する山地を対象に，侵食

基準面の低下に対する流域の応答を隆起―侵食の平

衡と，その平衡の破れの考え方を基にモデル化し，

土砂のソースである山塊の隆起と削剥をシミュレー

トしたうえ，シンク側の堆積物コアに残された宇宙

線生成核種濃度の記録から，モデリングの妥当性を

検証するという新規性の極めて高い試みを実施した． 

③ 斜面構成物質の風化と風化帯の成立および風化

に伴う物性変化に関する研究（千木良，松四） 

斜面構成物質の風化は，崩壊発生の基本的な素因

となるため，多様な風化の過程について機構論と速

度論を両輪とした研究を進めている．砂岩や泥岩，

花崗岩類からなる岩盤を対象として，風化の進行過

程と風化帯構造の発達，および強度や透水性・保水

性の変化を，露頭あるいはボーリングコアの観察や，

岩石試料の化学・鉱物分析や水理・力学的試験によ

って探求した．また，岩盤の風化に伴う土層の形成

について，その過程のモデル化や速度の定量化を行

った．斜面に成層構造をつくって堆積する降下火砕

物の風化について，熊本地震や胆振東部地震の発災

地を対象に，粘土鉱物の生成・蓄積に着目した研究

を行った．地中での不均質な水文過程に由来する元

素の不均一的な溶脱・滞留および二次生成物の沈殿

が，特定の層準への粘土鉱物の集積に関与している

ことを示した．これらの知見は，降下火砕物に覆わ
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れた斜面における地震時の崩壊発生場の予測に資す

るものとなった． 

④ 表層崩壊の発生場所・降雨閾値・土砂生産量の

定量的評価（松四） 

風化土層や降下火砕物の表層崩壊について，長期

的な素因条件の成立と短期的な誘因の作用をそれぞ

れモデル化し，地理情報システム上でカップリング

させることで革新的な予測システムを樹立した．こ

のシステムでは，精度・確度に向上の余地はあるも

のの，豪雨による表層崩壊の場所・時刻・規模の三

要素予測が達成された．まず宇宙線生成核種の分析

によって得られる土層の生成法則と航空レーザー測

量に基づく細密地形情報を組み合わせ，表層崩壊の

素因となる土層の谷頭凹地への長期的集積をシミュ

レートするプログラムを構築した．また，斜面が降

下火砕物で覆われている場合は，給源火山の噴火史

の復元に基づき，火砕物の降下と再堆積による累積

をモデル化する手法を提案した．得られる崩壊予備

物質の厚みの空間分布と，せん断強度および樹木根

系の補強効果の定量化により，表層崩壊の発生場所

と土砂生産量の予測が実現した．また，降雨浸透に

対する間隙水圧の応答をモデル化し，表層崩壊の発

生に至る降雨閾値の算出も可能となった．この統合

的な水文地形プロセスモデルを用いて，地理情報シ

ステム上でハザードマッピングを行い，2010年代に

西南日本や関東東北地方で発生した複数の豪雨災害

について再現解析を実施して，予測の確度と精度を

検証した．その結果，流域内における全ての表層崩

壊を予測的中させることは不可能であるものの，崩

壊発生の降雨閾値や土砂生産量の定量的評価が可能

となったことが示された． 

⑤ 山地流域からの長期的な土砂流出評価（松四） 

山地流域からの長期的な土砂生産速度を高空間解

像度で知ることができれば，適切な土砂災害対策や

流砂管理を行ううえで有用な情報となる．こうした

観点から，渓流堆砂に含まれる宇宙線生成核種の分

析によって，日本列島における花崗岩類を基盤とす

る流域の，千年から万年スケールでの空間平均削剥

速度を系統的に調査した．現在までに得られた流域

斜面の削剥速度は，102-104 mm/kyr の値を示し，流

域斜面の平均傾斜角が大きくなると，削剥速度は非

線型的に増大するが，傾斜があまりに大きい場所で

は削剥速度がかえって減少するような閾勾配が存在

することを指摘した．また，山地の地形が一定以上

の大起伏になると，流域の平均削剥速度が，その地

域における土層の生成速度の上限を超えて増大する

ことを発見し，テクトニックな強制力の大きい大起

伏山地では，岩盤の直接削剥が地形形成プロセスと

して重要であることを指摘した．得られた値の一部

は，数十年スケールでのダム堆砂データと比較し，

渓流堆砂中の宇宙線生成核種を分析すれば，人工構

造物への土砂流入量がある程度予測できることを示

した． 

⑥ 断層活動度の新しい評価法の開拓とダイナミッ

ク地形学の構築（松四） 

活断層は，山地の侵食基準面を規定したり，その

活動時の地震動によって山地災害の直接的原因とな

ったりするため，その活動度を評価することが望ま

れる．しかし，断層活動の復元に利用できる年代既

知の上載層や地形面が侵食作用などによって失われ

ている場合には，活動の再現周期や正味の変位量の

推定は困難であった．また，山地における土砂災害

関連現象を，地形形成過程の一部として捉えること

で，大局的な見地からのハザードゾーニングが可能

となる．この研究では，地表近傍の造岩鉱物中に生

成する宇宙線生成核種による露出年代測定や削剥速

度決定などを援用することで，たとえ侵食の活発な

山地域であっても，テクトニクスとその応答として

の削剥を定量的に評価できる手法を複数考案し，い

くつかのサイトにおいて検証した．これは従来別個

に行われてきたきらいのある変動地形学とプロセス

地形学を融合させ，それぞれに時間変化をもつ内的

営力と外的営力の作用が，空間的に伝播して地形を

形成するという動的な地形観を打ち立て，それに基

づいて災害につながる現象を予測するという，応用

地形学の新たなパラダイムを作ろうとする試みでも

ある． 

⑦ 土砂災害発生事前避難情報発信のためのリアル

タイムモニタリングシステムの開発と検証（齊

藤） 

・緊急危機管理型水位計の開発・運用・検証 
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国土交通省の満足すべきスペックを有する緊急危

機管理型水位計を開発した．従来の計測方式（圧力・

超音波）と異なる方式で省電力・ネットワーク運用

が可能な水位計を開発し，大阪府枚方市天野川の二

点（禁野橋，藤田橋）で運用し，現在，従来の方式

の水位計データと比較検証中である． 

・土砂災害発生が予測される地点の斜面内水分状況

と移動開始を検知するセンサの開発・運用・検

証 

前年度までの成果である土砂災害予測基本図（特

許出願中）で斜面崩壊や土石流が発生する可能性の

ある地点の位置を予測し，災害発生前に避難情報を

発信可能にするためにその地点の水分状況と移動開

始に関わる傾斜を検知するセンサを開発した．緊急

危機管理型水位計に用いた通信方式に組み込み，リ

アルタイムで伝送・サーバ上で情報確認することが

可能なシステムを構築し，実証実験を行った． 

⑧ 熊本地震で多発した斜面崩壊の地形的特徴と地

震動，特に地表の振動方向の関連の研究（齊藤） 

2016 年熊本地震において多発した斜面崩壊につ

いて，京都大学阿蘇火山研究センター付近を中心に，

詳細数値地形図を用い発生した箇所としなかった箇

所の地形的特徴と，地表の振動方向の関連を調査し

た．斜面崩壊を起こした箇所の地形的特徴は，前年

度までの成果である土砂災害予測基本図により抽出

可能で，地震に対する危険箇所の特定が可能である

ことが明らかになった． 

 

Ⅲ．傾斜地保全 

教授：松浦純生 

准教授：寺嶋智巳 

① 強風による融雪と地すべり（松浦） 

積雪層は短波放射や顕熱・潜熱フラックスなどに

よって解けるが，後2者は大気と積雪表層との熱交

換となるため，気温や風速に大きく依存する．この

ため，気温が高く強い風が吹くと，融雪が急激に進

行し，地すべりなどの土砂災害を引き起こす場合が

ある．そこで，地すべり地帯で強風によって急激な

融雪現象が観測され事例につき，風が融雪に及ぼす

影響について検討した．強風は夜間に発生したため，

短波放射の影響を排除することができ，地表面到達

水量から風に依存する顕熱・潜熱フラックスを逆算

することが可能となった．その結果，バルク係数は

一様な積雪面の約 2.3 倍以上の値となることが明ら

かになった．これは，強風時の山地斜面では，従来

の予測以上に雪が解け，地すべりなどの発生危険度

が高まることを示す．強風時に多量の雪が解ける原

因については，森林植生や地形的な要因が考えられ

た．今後，超音波風向・風速計のデータを用い，乱

流構造と融雪の関係などについて詳細な検討を加え，

融雪予測に用いる見かけのバルク係数などを求めた

い．一方，多量の融雪が発生したことによって周辺

地域では数カ所の地すべりが発生した．しかし，地

すべり試験地での間隙水圧の上昇量は限定的で，し

かも変位量は観測されなかった．この理由について

検討したところ，10 kN/m2に及ぶ積雪荷重によって

十分な有効応力が発揮されていたことや，残置する

積雪層のせん断抵抗力が付加されたことなどにより，

地すべりの安定性が保たれていたことが明らかとな

った． 

② 海象現象と汀線に接続した地すべりの変位特性

（松浦） 

我が国の地すべり研究は，ほとんどが内陸の山間

地を対象としてきたため，海岸斜面における地すべ

りの発生機構に関しては未解明な点が多い．今後，

温暖化の進行に伴い，波浪や潮位などの海象条件が

大きく変化すると予想される．そこで，海象および

気象現象と斜面変動の関係を明らかにするため，北

海道東部の汀線に接続した再活動型の地すべりを対

象に，地表伸縮計などによる観測を行った．その結

果，最寒期である2019年2月に発生した大きな変位

を伴う地すべりの高頻度観測に成功した．当日はや

や強い北西の風が吹いていたものの，気温は終日

0℃以下で降水量も観測されていない．したがって，

降雨や融雪が誘因とは考えにくい．変位量の観測記

録をみると，大変位する約5ヶ月前から微少な変位

の累積が始まっていた．これら秋期から冬期までの

微少な変位は降雨時に観測され，実際，間隙水圧も

上昇していたことから，この期間中の変位は降雨に

起因すると考えられた．ところが，12月頃からは2

月にかけ，以前よりも大きな変位が記録されるよう

になった．当然のことながら，この時期は降水のほ
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とんどが固体であり，間隙水圧の顕著な上昇もみら

れない．そこで，天文潮位および風速と変位量の関

係を調べたところ，潮位の上昇時と強風が重なった

時に変位が出現することが分かった．さらに，タイ

ムラプスカメラなどによる画像解析を行い，移動体

末端が風浪やうねりなどによって侵食され，斜面が

徐々に不安定化し，地すべりの変位が発生したこと

を明らかにした． 

③ リアルタイム斜面モニタリング技術の開発と表

層崩壊の予測 （寺嶋，松浦） 

2013 年 10 月の伊豆大島での台風災害や 2014

年 8 月の広島豪雨災害では，確度の高い危険情報

の不足により，斜面崩壊に対する避難指示・勧告

の発令に関する行政側の対応が後手に回り被害

が拡大した．これらのことから，市町村長，住民

等から避難勧告・指示の発令に関する「客観的な

基準」の作成が強く要望されている．すなわち，

災害発生の切迫度（発生時刻）をより科学的かつ

高精度に判断して住民に提示するシステムを喫

緊に整備する必要性が大きくクローズアップさ

れており，土砂災害の「発生場」の予測とともに，

その「発生時刻」を正確に予測するための防災・減

災システムを早急に構築することが強く要望されて

いる． 

液相と固相が複雑に入り交じる陸域環境下では，

その相境界面で「電気浸透，電気泳動，流動電位，

沈降電位」の界面動電現象が生じる．このうち「流

動電位」とは，水圧差（水理ポテンシャル差）によ

り水の流動が生じ，正電荷が運搬されて電位が発生

する現象である．地盤内において，この電位は自然

電位として出現することになる．すなわち，自然電

位を計測すると地下水の動態把握が可能になるとい

う意味になる．降雨時の斜面崩壊は地下水流による

地盤の破壊・移動現象である．そのため，破壊をも

たらす環境変動のモニタリングに対しても，電位現

象の把握が有効になる可能性がある，現在取り組ん

でいる自然電位計測法は，その使用に際して地形的

制約が少なく，電源等の大がかりな施設も必要ない．

斜面水文環境の把握に関して実績・知見の集積があ

る水文学・地盤工学的な手法と電磁気学的手法を連

携・融合させることで，より実用的なレベルでのリ

アルタイム斜面水文環境モニタリング手法の確立と，

斜面監視による土砂災害環境の把握を目指している． 

④ 流域物質循環に及ぼす腐植物質の役割と重要性

（寺嶋） 

これまで，Na，Mg，Ca などの主要金属は渓流水

中では90%以上が自由イオン状態で流動していると

考えられてきた．そこで，広葉樹林からなる小流域

とスギ・ヒノキの針葉樹林からなる小流域で，渓流

水のNa，Mg，Ca の流出量を計測したところ，無降

雨時では全流出量の 10～30％，降雨出水時では 40

～60％が自由イオンではなく何らかの化合物として

流出していることが判明した．この原因は，これら

金属元素が粘土鉱物や腐植物質，シュウ酸・酢酸・

リン酸・ギ酸・クロロフィルなどと結合しているた

めであると考えられるが，それら化合物の流出量は，

無降雨時ではシリカと，降雨出水時ではフルボ酸と

の相関が高くなっていた．したがって，基底流出時

は全流出量の20%前後が粘土鉱物との化合物として，

降雨出水時は全流出量の50%前後が腐植物質または

粘土鉱物と結合して流動している可能性があった． 

これら渓流水中の化合物は，pH，酸化還元電位，

塩分濃度等の周囲の水環境の変化により，配位子と

金属元素との結合状態が変化して，金属イオンの濃

度が変動する．したがって，流域での物質循環の解

明，生物の代謝に関わる必須元素としての存在比，

降雨の浸透に伴う岩盤の風化などといった地球化学

的プロセスの解明においては，錯体化合物のような

自由イオン以外の物質の動態を考慮することが重要

であることがわかった． 
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8.8 斜面災害研究センター 
 

8.8.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

地すべり研究の歴史とセンターのミッション 

地すべり研究に関係の深い，地すべり等防止法の

成立は，昭和33年である．昭和36年には，宅造法

が成立している．一方，当センターの前身である「地

すべり研究部門」は，昭和34年に設立された．すな

わち，昭和30年代の高度経済成長に伴う中間山地か

ら都市への人口移動を背景として，出口（中山間地）

と入口（都市）の環境を整備する必要があり，それ

を支える研究体制の確立の一環として，防災研究所

に地すべり研究の拠点が設置された． 

地すべり部門は平成8年の改組で地盤災害研究部

門地すべりダイナミクス分野となり，その後，地す

べりダイナミクス研究分野と旧災害観測実験研究セ

ンターの徳島地すべり観測所を母体として，2 研究

領域からなる斜面災害研究センターが平成 15 年 

（2003 年）に発足した．設立の目的は，「地すべり

による斜面災害から人命，財産や文化・自然遺産を

守るために，地震・豪雨時の地すべり発生運動機構

の解明，地球規模での斜面災害の監視システムの開

発，地すべりのフィールドにおける現地調査・計測

技術の開発および斜面災害軽減のための教育・能力

開発を実施する」ことにある．当センターは，わが

国の大学に設置された唯一の斜面災害専門の研究ユ

ニットである．世界的に見てもユニークな組織で，

大学における斜面災害研究ユニットとしては，最も

古く，かつ最大規模である． 

センターの構成と内容 

当センター（及び，その前身）は，昭和34年の設

立以降，それぞれの時代の変化に応じて，わが国の

斜面災害研究を牽引する役割を与えられ，それを果

たしてきた．現在，当センターは，2 研究領域（地

すべりダイナミクス研究領域，地すべり計測研究領

域）と徳島地すべり観測所からなる． 

 

 

 

(2) 現在の重点課題 

当センター設立時のミッションを受けて，具体的

な重点課題としては， 

1) 地球表層における地すべり現象の分布と実態の

解明 

2) 地すべりの発生・運動機構の解明 

3) 天然ダムの形成機構と決壊危険度調査 

4) 斜面地震学の確立 

5) 人間活動と斜面災害関係史の解明と災害予測 

6) 人口密集地，文化・自然遺産地域等を災害から守

るための信頼度の高い地すべり危険度評価と災

害危険区域の予測 

7) 地球規模での斜面災害の監視警戒システムの開

発 

8) 地すべりのフィールドにおける現地調査・計測技

術の開発 

9) 斜面災害軽減のための教育・能力開発の実施 

である． 

 

(3) 研究活動 

世界的な人口増大，都市開発の進展により，都市

周辺地域における地震時や豪雨時に発生する高速長

距離運動地すべり･流動性崩壊による災害が激化し

ている．特に近年，大規模地すべりにより形成され

る天然ダムによる二次災害も多発している．また，

重要な遺跡など，一旦破壊されれば復旧の困難な文

化･自然遺産が地すべりによる破壊の危険性にさら

されている例が，注目されるようになってきた．斜

面災害研究センターでは所内および国内外の斜面災

害関連分野と協力しつつ，平成29年度からの3年間

は，様々な研究･企画調整課題に取り組んだ．具体的

には，研究分野ごとに解説する． 

 

(4) その他の活動 

センターは，地すべり研究に特化した，世界的に

みてもユニークな地すべり再現試験機を保有してい

る．そのため，世界各地の大学や研究機関および民

間団体による実験施設の見学やセンターへの訪問が
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多く，国内外の地すべり研究や災害軽減に貢献して

いる． 

また，西日本で大規模な斜面災害が発生した際に

は，キーステーションとして情報を集約し，調査研

究活動をマネージする機能を担っている．期間内で

は，平成30年7月の西日本豪雨の際，地すべり学会

関西支部（当センターに事務局）と協働して災害調

査団特設ページを開設し，多くの調査報告を集約す

ることで，状況の把握と研究のその後の進展に大き

く貢献した．このほか，平成29年7月九州北部豪雨，

平成29年台風21号豪雨，平成30年大阪北部地震，

平成30年胆振東部地震といった顕著な災害では，斜

面災害の調査結果を速報としてセンターのサイト上

に公表している． 

地すべりを研究する国際的枠組みとして，国際斜

面災害研究機構（International Consortium on Land-

slides: ICL）設立されたが，その設立と運営には当セ

ンター構成員が深く関与してきた．特に，ICL の機

関紙で学術雑誌でもある「Landslides」は平成 16 年

より独・Springer Verlag社で印刷，配本されており，

センター職員は雑誌立ち上げ期の編集，事務局作業

を実質的に担っていた．ICL は，期間内も当センタ

ーの一部（UNITWIN 本部棟）を「Landslides」の実

質的な事務所として，継続的かつ独占的に使用した． 

特筆するべきアウトリーチ活動として，平成 27

年度から京大ウィークス（京大全体の隔地施設公開

行事）に参加し，徳島地すべり観測所と観測施設の

公開を行っている．また，毎年10月に実施される宇

治キャンパス公開においても，近年の斜面災害に関

する調査結果や写真の展示とともに，地すべり再現

試験機を用いた実験を公開し，多くの訪問者から好

評を得ている． 

 

8.8.2 研究領域の研究内容 
A．地すべりダイナミクス研究領域 

教授：釜井俊孝 

准教授：王功輝 

助教：土井一生 

○ 研究対象と研究概要 

主に，地すべりの発生機構の解明と広域の斜面災

害危険度評価手法の研究を行う．前者では，特に高

速長距離運動地すべりの発生機構，すべりから流動

への相転換のメカニズム，及び発生した地すべり，

斜面崩壊土塊の拡大・運動継続機構と停止条件に関

する研究を実施する．後者においては，都市域にお

ける斜面災害危険度評価手法の研究，遺跡や歴史資

料に基づく地すべり災害史の編纂のための研究，お

よび文化・自然遺産等の重要施設を含む地域の危険

度評価に関する研究を行う．  

① 地すべりの発生・運動機構の解明 

本センターで開発した「地すべり再現試験機」を

用いて，高速長距離運動地すべりの発生，運動機構

の研究を推進している．特に高速運動が発生する過

程についての研究を実施しているが，平成 29～31

年度の主要な研究としては， 

(1) 岩石のせん断破砕と巨大地すべり・地震断層す

べりの運動機構 

(2) すべり面粘土の繰り返しせん断挙動と地震時地

すべりの変動現象 

(3) 異なる地下水環境下におけるすべり面粘土のせ

ん断挙動と地すべりの変動機構 

(4) 降雨による山地斜面におけるクリープ変形特性

および崩壊予測 

(5) 火山砕屑物（特殊土）のせん断挙動と高速運動

機構 

が挙げられ，それぞれ重要な知見を得た． 

② 斜面地震学の研究 

斜面現象と地震学を融合する学問「斜面地震学」

の構築を進めている．この3年間においては，体系

化が大きく進み，具体的な成果とともに学問の輪郭

がはっきりとしてきた．以下に詳述する． 

まず，斜面地震学の重要な柱となる地震に伴う斜

面現象の発生メカニズムの理解とその防災・減災の

高度化について，独自に構築したフィールド観測お

よび被害地震の現地調査によって研究を進めた．平

成29年度と30年度には，太平洋プレートの沈み込

みに伴う地震が頻発する北海道南東部の海岸地すべ

り 2か所に，強震計をはじめ伸縮計や傾斜計などの

観測局を設営し，連続観測を開始した．観測データ

から，地震動の大きさと斜面の変形量との関係や波

浪浸食に伴う斜面不安定度の変化について定量的に

見積もることができた．東京都内の盛土においては，
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地震動と間隙水圧の連続観測データから，過剰間隙

水圧の発生，上昇量，上昇継続時間と地震動の各種

パラメータとの対応関係を調べ，そのメカニズムの

考察をおこなった．平成28年熊本地震では，阿蘇谷

北西部において，湖成層が広く水平移動することに

よって生じたとされる大規模な亀裂が連続して広範

囲に出現する，世界的に珍しい現象が発生した．こ

の原因を明らかにするためにボーリング調査を実施

し，湖成層の層序と形成年代を明らかにして，水平

移動との関係の可能性が指摘される深さ 7-8 mに粘

土化した軽石層，深さ41-42 mにデュープレックス

構造とみられる乱れを検出した．平成30年大阪府北

部の地震と平成30年北海道胆振東部地震では，被害

の悉皆調査を実施し，被害の大小と旧地形との対応

について明らかにした．  

続いて，地震学の知見や技術を斜面現象に適用す

ることで，その発生メカニズムの理解を進める研究

の開発をおこなった．基盤に新鮮な固い岩盤をもつ

地すべりにおいて稠密常時微動計測を行い，H/V の

卓越周波数の変化がすべり面深度の変化に対応する

ことを明らかにした．徳島県三波川帯の大規模地す

べりにおいても同様の計測を行い，地質調査から推

定される移動体，地すべりブロックとは異なる地震

学的な緩み域をイメージングした．先述の阿蘇谷北

西部においては微動アレイによる観測データに

SPAC 法を適用し，水平移動域の分布と湖成層の厚

さが対応することを得た．また，弾性波を砂層の中

を透過させることにより，土中水分量の変化に伴う

弾性波挙動を明らかにした． 

さらに，斜面現象が励起した地震波動現象を用い

た斜面災害減災の手法開発も行った．平成29年長野

県飯山市の地すべり・土石流，平成29年九州北部豪

雨に伴う大規模地すべりによって励起され，定常地

震観測網によって記録された地震波形記録について，

火山性微動などに実績がある振幅震源決定法を適用

することで，事前情報なしに地震波形記録のみから

5km程度の精度で震源を推定できることを明らかに

した． 

これらの成果は，地震学の専門的な知識や解析手

法と斜面現象の理解や調査・計測手法を融合して初

めて得られるものである．このような観測や調査を

継続することで，現時点での個別の事象に対する理

解が有機的につながり，さらなる学問としての成熟

が期待される． 

③ 都市域における斜面災害危険度評価手法の研究 

谷埋め盛土型地すべりの予測手法の高度化を図る

ため，平成20～21年度から組織的な研究を開始した．

平成23年東北地方太平洋沖地震の発生を受け，直ち

に仙台市の谷埋め盛土における地震動，地表傾斜，

地中傾斜，間隙水圧の高時間分解能連続観測を実施

した．わが国では初めての事例である．その結果，

地震動，間隙水圧，地すべり変動の三者の関係が，

明らかになった．この様な精密な動的観測は，強震

時における谷埋め盛土地すべりの挙動を知る上で，

基礎的な知見を提供し，ダイナミック地すべり現象

学の構築に資する試みとして重要である．そこで，

新たに横浜市ガーデン山団地を中心とする地域に地

震，間隙水圧のアレイ観測網を構築し，現在も観測

を継続している．これらの観測の結果，崖際での顕

著な増幅や谷埋め盛土に特徴的な増幅特性が明らか

になった． 

一方，期間内では，平成29年台風21号豪雨，平

成30年大阪北部地震，平成30年7月の西日本豪雨，

平成30年胆振東部地震のそれぞれで，顕著な都市型

斜面災害が発生した．特に，平成29年台風21号豪

雨による奈良県三郷町における宅地盛土の崩壊と擁

壁の倒壊は，長期間にわたって近鉄生駒線の障害と

なり，地域社会に大きな影響を及ぼした．この災害

では，災害メカニズムの究明が復興の鍵となり，セ

ンターがその判断を担うという重要な役割を果たし

た．また，この豪雨による岸和田市大沢町の残土斜

面の崩壊や平成30年7月の西日本豪雨による京都市

山科区小栗栖の残土斜面崩壊と土石流の発生は，建

設残土斜面のリスクが都市域に迫ってきたことを示

すものであった．谷埋め盛土地すべりに続く，「新た

な公害」の兆候として注目に値する． 

平成31年 4月には，上記の様な調査研究の成果を

取りまとめ，『宅地崩壊―なぜ都市で土砂災害が起こ

るのか－』（NHK出版新書）を上梓した． 

④ 地盤災害考古学的視点からの都市域斜面の長期

安定性評価 
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大都市とその周辺に分布する遺跡における災害の

痕跡を調べることにより，地盤災害における土地と

人間の関係史を明らかにする．期間内には，京都府，

元興寺文化財研究所との共同研究として，主に城郭

遺構の地球物理学的探査を行い，成果を挙げた．伏

見城では，具体的な構造が不明のままであった指月

伏見城時代の縄張りを推定するため，多数の測線で

探査を行った．その結果，未確認であった堀跡と思

われる軟弱部分を発見し，その延長が現代の都市域

に存在する事を明らかにした．また，津城や大和郡

山城では，過去の災害で傷んだ石垣の探査を実施し

た．その結果，石垣の変形や改修・崩壊履歴を理解

するには，石垣の構造だけでなく，基礎地盤の特性

の把握が重要であることがわかった．このことは，

現代都市の石垣（石積み・ブロック積み擁壁）にも

言えることである． 

また，成果の一つとして，平成28年 9月に京都大

学学術出版会から学術選書シリーズの一冊として出

版された，『埋もれた都の防災学－都市と地盤災害の

2000年―』が，令和元年（2019年）年度第7回古代

歴史文化賞優秀作品賞に選ばれた．このことは，新

たな学術分野である「防災考古学」の普及を図るう

えで，重要な一歩となった． 

⑤ 広域の斜面災害危険度評価手法の研究 

2018年9月6日の北海道胆振東部地震では，厚真

町や安平町を中心に，多数の地すべり（広義の意味）

がこれまで経験したことがない密度で発生し，甚大

な人的・物的災害を与えた．当研究領域では，こう

した斜面災害の発生メカニズムを，地形・地質学，

地盤工学，土質力学，地震学という多角的観点から

明らかにし，国内の地震活動の活発化を受け喫緊の

課題である内陸直下型地震による斜面災害の予測・

減災の高度化に資することを目的とする研究を実施

した．その結果，地すべり多発地帯の北域では，支

笏火山由来の降下軽石堆積物 Spfa の上面や下面付

近を，南域では，樽前火山由来の降下軽石堆積物

Ta-d の底面をすべり面として発生した地すべりが

多いこと，Ta-d土層から検出された粘土鉱物ハロイ

サイトは，南阿蘇村・高野台の地すべり地から検出

したハロイサイトと全く異なった形状をしているこ

と，同じ地域でも，崩壊土砂が落ち切っている斜面

と一定の変動が発生したものの，壊滅的な崩壊が発

生しなかった斜面もあることが分かった．また，多

量の水を含んだ降下軽石堆積物 Ta-d が破壊される

と，水が絞り出される．そうすると，すべり面付近

の強度は低下するので，地すべりはますます進行す

る．地すべり斜面の傾斜が緩いにもかかわらず，土

砂が長距離輸送されて人的被害を出した背景には，

こうしたメカニズムがあったと考えられている． 

今回の震災は，災害列島に住むわれわれ日本人に

とって，長いタイムスパンを扱う「地学」が，生存

のための必須の教養である事を示している． 

⑥ 大規模天然ダムの安定性評価に関する研究 

地すべりや土石流などにより形成された天然ダム

の決壊による二次災害の発生を防止するため，天然

ダムの形成・決壊機構の解明は不可欠である．2008

年汶川大地震以来，国内外の大規模天然ダムを対象

に，その地質・地形特徴を調査し，天然ダムの地域

性や特異性および物性変化特性を調べた．それぞれ

重要な知見を得た．現在，天然ダムの形成・決壊に

関する防災学上の問題点を明確化すると共に，今ま

での評価方法とは全く異なる「ダム堤体の内部構造

および物性特性に基づいた天然ダム決壊危険度評

価」という新しい切り口から，天然ダム決壊危険度

評価の高度化研究を継続的に推進している． 

 

B．地すべり計測研究領域 

准教授：山崎新太郎（平成30年4月着任） 

○ 研究対象と研究概要 

センター設立以来，当領域の主な研究対象は，①

徳島地すべり観測所をフィールドステーションと

して，結晶片岩地すべりの長期移動計測および地下

水観測研究．② 四国で発生する斜面変動の現地調

査に基づく，力学特性ほか各種要因の計測技術の開

発．③ 大学院生，社会人，海外からの研修生等に

対して地すべりに関する教育・能力開発，等であっ

た． 

末峯章准教授の定年退職（平成 27 年 3 月）と王

功輝助教の昇任（平成 28 年 3 月地すべりダイナミ

クス准教授に転出）に伴い，一時的に専任の教員が

不在となったが，上記の研究を実施する機能は維持

された．平成 30 年 4 月の山崎新太郎准教授の着任
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に伴い，上記の対象に加え，④ 南海地震および内

陸地震（例えば，中央構造線沿いの山地直下地震）

による斜面変動のメカニズムの解明とリスク評価，

⑤ 水底における斜面変動メカニズムの解明とリス

ク評価の研究が開始され，領域の機能が強化された． 

期間内では，1）阿津江地すべりにおける稠密地

震観測および斜面変動計測に基づく，斜面地震学的

研究（上記 A②で詳述）．2）平成 30 年 7 月の西日

本豪雨における宇和島地域の災害に関する研究に

ついて，領域として重要な成果が得られた． 

平成30年7月豪雨によって宇和島市周辺には斜面

崩壊が多発したが，岩盤崩壊は宇和島市吉田町およ

び西予市明浜町のある法華津湾周辺のみに集中して

いた．この地域は四万十帯北帯に属する砂岩・泥岩

の分布地域である．地質調査の結果，当地域には斜

面を縦断・横断する分離面が頻出し，それらが岩盤

崩壊の滑落崖やすべり面を形成していたことが判明

した．滑落崖に露出した露頭には数 cm 間隔の高密

度で亀裂が観察され，ローモンタイトなどの脆弱鉱

物脈を含む場合があった．そして断層などによる変

形も認められた．そして，深部まで風化が進行して

いた．以上の諸点から，岩盤崩壊を発生させる前の

斜面は，微視的にも巨視的にも強度が低下していた

と考えられる． 

強度が低下した斜面岩盤では，重力変形によるゆ

るみが進行した．その結果，分離面や亀裂は一層拡

大して開口し大量の降水の流入経路が形成された．

そして，この豪雨がもたらした大量の水の岩盤への

浸透が，誘因となって，低起伏山地における岩盤崩

壊というやや特異な災害を発生させたと考えられる．

さらに，強く風化した砂岩の岩盤では，崩壊後に岩

石が粒子化して泥流化し，高速で流下したことで被

害が拡大した． 

以上の諸点から，宇和島の岩盤崩壊は，岩盤の風

化が岩盤崩壊の発生場を決定するだけでなく，被害

を拡大させたという点で重要な示唆に富んでいる．

同様の地質的特徴（岩相・風化特性）をもつ低起伏

の山地は，四国全域を貫いて東西に連続する仏像構

造線のすぐ南側に，幅5 km 程度以下の幅で細長く

認められる．山地災害のリスク評価という点からは，

従来の様な高起伏域だけでなく，脆弱な「低起伏域」

も調査することが必要であることがわかった． 
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8.9 気象水象災害研究部門 
 

8.9.1 部門の活動概要 
(1) 部門の研究対象と活動方針 

大気や水に関する現象には，人間の周りのごく微

少な大きさから地球全体に至る様々な空間スケール

のものが存在する．時間スケールも，竜巻のように

激烈で時間の短いものや，ブロッキング現象のよう

に一カ月以上の長期にわたって持続して広い地域に

異常天候をもたらすものなど様々である．これらの

現象は，人間活動とも複雑に絡み合いながら，時に

はすさまじい破壊力で人々の安全を脅かしてきた．

近年では，人間活動の飛躍的増大とともに大気・水

環境も大きく変貌し，地域規模から地球規模まで数

多くの環境問題が生じている． 

6 つの研究分野からなる当部門では，大気と水に

関する様々な現象の発現機構の解明と予測に関する

研究を通じて，大気災害や水災害の軽減と防止のた

めに，また様々な規模の環境問題の解決に資するこ

とを目指して研究を進めている．地球温暖化に関連

して，地球規模の気候変動や環境変化に伴う大気・

水循環の変化予測の研究，水災害環境対策技術の開

発に資する研究，極端化・異常気象に起因する降雨・

流出・河川氾濫や暴風・高潮・高波災害に関する研

究も行っている．さらに，近い将来発生が予想され

る南海・東南海地震による津波災害の防御に係わる

研究も進めている．現象の解明や予測手法のみなら

ず，建築物・構造物の設計法など具体的な防御方策

の研究までを6分野で連携して進めている． 

 

(2) 現在の重点課題 

地球規模での気候，水循環，社会変動に伴って変

化する自然災害，水資源，生態系・生物多様性に対

する影響を最小限に抑える適応策などを提案するた

めのリスク予測や評価を実現することを目指して，

文部科学省の「21世紀気候変動予測革新プログラム

（平成19～23年度）」と「気候変動リスク情報創生

プログラム（平成24～28年度）に引き続き，「気候

変動予測統合化プログラム」（平成29～令和3年度）

領域テーマＤ課題「統合的ハザードモデル」におい

て，研究部門が一丸となって進めた． 

本研究部門が推進した研究テーマは以下の2つに

大別できる．1 つ目は「自然災害に関する気候変動

リスク」で，日本の気象災害のなかで最も深刻な被

害をもたらす台風を柱に，梅雨なども含め，その頻

度，規模，それに伴う雨量，暴風，高潮，高波，土

砂崩れなどの事象について，最悪の場合も含めた予

測を実施した．2 つ目は「水資源に関する気候変動

リスク」で，地球温暖化によって気候が変化した際

の日本列島の主な河川における水の流れや供給の変

化，稲作などへの影響，ダムなどの治水の必要性な

どの予測・評価を行った．アジアをはじめ，世界の

主な河川についても，同様の予測・評価を行った． 

以上の取り組みは，防災研究所の大気・水研究グ

ループ，総合防災研究グループ，地盤研究グループ

は言うに及ばず工学研究科，地球環境学堂，総合生

存学館との横断的な研究活動に発展しており，令和

2 年 6 月に防災研究所に設置された「気候変動リス

ク予測・適応研究連携研究ユニット」という横断的

な連携研究ユニットの大きな礎となった． 

 

(3) 研究活動 

以下の研究対象について，部門で協力体制を敷

いている．  

1) 熱帯気象・台風に関する研究 

2) 強風災害や集中豪雨などのメソ異常気象研究 

3) 気象衛星による気象災害監視の研究 

4) 温暖化環境下での気象災害研究 

5) 大気境界層乱流とそれによる輸送過程 

6) 南アジア・アフリカの気象災害と気象環境 

7) 大気環境に関する研究 

8) 強風災害の調査と強風被害発生機構の解明 

9) 飛来物に対する耐衝撃性能の解明 

10) 飛散物の挙動と衝撃力の解明 

11) 突風性状の解明 

12) 強風災害低減のための耐風設計方法の開発 
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13) 強風災害の防止・低減および被害予測とリスク

評価 

14) 新たな風洞実験・風圧計測手法の開発 

15) 在来知を活用した持続可能な防災に関する実

践的研究 

16) 温暖化シナリオ下における沿岸災害の長期的

変化予測 

17) 高波・高潮予測モデルの開発 

18) 全球および領域の大気・海洋・波浪結合モデル

の開発 

19) 津波の長期評価および予測法の開発 

20) 21 世紀気候変動による豪雨災害変動評価 

21) 豪雨災害調査と地球温暖化影響に関する考究 

22) ストームジェネシス観測と渦管メカニズム解明 

23) 雨雲情報のデータ同化による線状降水帯予測 

24) LESモデルによる熱的上昇流の発達解析 

25) アンサンブルによる予測が外れることの予測 

26) ドローンを活用した観測技術の高度化 

27) 気象水文リスク情報の利活用の高度化 

28) 気候変動予測情報の高度化 

29) 防災教育 

 

(4) その他の活動 

当部門では，「気候変動リスク情報創生プログラ

ム」に関連して，東京大学大気海洋研究所，気象庁

気象研究所，東京大学生産技術研究所，東北大学大

学院環境科学研究科，名古屋大学地球水循環研究セ

ンター，北海道大学大学院地球環境科学研究院など

と，所内では，流域災害研究センター，水資源環境

研究センター，工学研究科の研究者らと連携して研

究を進めた． 

 

8.9.2 研究分野の研究内容 
Ⅰ．災害気候研究分野 

教授：向川均（平成30年3月まで） 

准教授：榎本剛 

特定准教授：時長宏樹 （平成31年 3月まで） 

助教：井口敬雄 

○ 研究対象と研究概要 

人間活動の影響に伴う地球温暖化によって，集中

豪雨，熱波や干ばつなど，経済・社会に甚大な影響

を及ぼす異常気象が近年頻発する傾向にあるため，

異常気象の発現メカニズムや，その予測可能性，さ

らに気候システムの維持や変動のメカニズムについ

て詳細に検討することが必要である．このため，災

害気候研究分野では，大気組成，海洋・大気循環変

動による異常気象の発現メカニズムと予測可能性，

気候変動の実態とメカニズムの解明を目標に研究を

進めている．平成29～令和元年度に実施した研究の

概要を以下に示す． 

(1) 異常気象の発現メカニズムと予測可能性 

長期間再解析データを用いて熱帯季節内振動に対

する冬季中高緯度大気の応答特性について解析を行

った．一方，東京大学大気海洋研究所など全国の研

究機関と協力して，平成15年度より「異常気象と長

期変動」研究集会をほぼ毎年開催している．この研

究集会には，延べ1000名以上の研究者や大学院生が

参加しており，日本における異常気象研究に関する

研究コミュニティーの発展と若手研究者の育成に大

きく寄与している．また，本研究分野は，気象庁と

日本気象学会との共同研究である「気象庁データを

利用した気象に関する研究」や，気象庁異常気象分

析検討会にも積極的に関与している． 

(2) 成層圏循環が対流圏に及ぼす影響と予測可能性 

平成25～29年度に，本研究分野は気象研究所との

共同研究「成層圏対流圏結合の力学的化学的予測可

能性の研究」を実施し，成層圏循環が対流圏に及ぼ

す影響と，その予測可能性に関して，以下の成果を

得た．長期再解析データを用いた解析により，対流

圏中高緯度大気で最も卓越する変動成分である対流

圏環状モード変動を駆動する波動は，北半球では主

に停滞性波動，南半球では総観規模波動であること

や，成層圏突然昇温の終了時における惑星規模波の

鉛直伝播特性が環状モードの形成と関連することを

明らかにした．また，本研究課題で構築した気象研

究所アンサンブル予報実験システムを用いて実施し

たアンサンブル再予報実験結果などの解析から，対

流圏環状モードと関連する成層圏循環の予測可能性

変動のいくつかの特徴を明らかにした． 

(3) 大気大循環モデルの開発 

球面上で多数の点を準一様に分布させることが容

易な球面螺旋を用いた数値手法を開発した．球面螺
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旋節点は，最小エネルギー節点や正二十面体を再分

割し最適化した節点などと比較して，一様性が高い

ことが分かった．また，節点からの距離のみに依存

する動径基底函数による展開を用いた浅水波モデル

を構築し標準実験で検証したところ，球面螺旋節点

の有用性が明らかになった． 

(4) 大気大循環モデルを用いた予測可能性に関する

研究 

気象庁，気象研究所，海洋研究開発機構，大学と

共同で，複数の大気大循環モデルと複数の解析値を

組み合わせて予報実験を行なうためのシステムを開

発した．気象庁の現業予報に西進バイアスが見られ

た台風第 3 号（Yagi）や，フィリピンに大きな被害

をもたらした 2013 年台風第 30 号（Haiyan）を含む

2013～2014年の台風のアンサンブル実験，西日本豪

雨直前に接近した2018年台風第7号など多数の事例

について実験を行い，初期値やモデル，解像度依存

性を明らかにした．アンサンブルデータ同化システ

ムを改良し，北極圏のラジオゾンデ観測が台風を含

む予報の改善に寄与することを示した．本課題の成

果の一部は，気象庁の台風コンセンサス予報や発生

予報の開発に利用された． 

(5) 20 世紀前半に生じた北極温暖化に関する研究 

 20 世紀前半に起こった北極域温暖化の要因を解

明するため，(1) 大気海洋の歴史的観測データセッ

トを用いた統計解析，(2) 大気大循環モデルを用い

た数値実験，および (3) CMIP5 の計37個の大気海

洋結合モデルによる長期コントロール実験を用いた

統計解析を実施した．その結果，太平洋数十年規模

振動と大西洋数十年規模振動が共に負から正へと位

相変化したのに伴い，アリューシャン低気圧とユー

ラシア大陸北部における西風が強化されることが分

かった．これらの大気循環の変化により北アメリカ

とユーラシア大陸の高緯度帯において暖気移流が強

化され，北極圏全体が温暖化することを突き止めた．

この成果は，米国科学アカデミー紀要（PNAS）に

掲載され報道発表を行った． 

(6) 太平洋－大西洋海盆間相互作用に関する研究 

気候変動に重要な役割を果たすと考えられている

太平洋－大西洋海盆間相互作用のメカニズムについ

て，20世紀再解析データと大気海洋結合モデルを用

いて研究を実施した．その結果，北半球冬季に複数

年連続して発生するエルニーニョ/ラニーニャ現象

は，熱帯太平洋西部から中央部にかけて持続的に大

気の対流偏差を維持させることが分かった．この持

続的な対流偏差により，熱帯大気における東西循環

偏差が継続し，夏季の赤道大西洋域で大西洋ニーニ

ャ/ニーニョ現象を発生させることを明らかにした．

この持続的な対流偏差は日本の初夏の天候にも影響

を及ぼす可能性があるため，今後の研究の進展が期

待される． 

(7) 大気中における二酸化炭素（CO2）の収支の研究 

衛星観測に基づくCO2濃度データのバイアスを補

正することを目指し， GOSAT 衛星観測と TCCON

地上観測から導出された CO2 カラム量 (XCO2) デ

ータの差異について，その現状と，関連する大気パ

ラメータおよび地理的パラメータとの相関を，

TCCON 観測点毎に解析を行った．衛星 CO2濃度デ

ータを高い精度で補正する事が出来る様になれば，

地球上における CO2 定点観測の疎らな領域を補い，

それを用いることで逆転法による地表面CO2フラッ

クスの推定精度を向上させ，未だ不明な点が多い陸

上生態系と大気との間の炭素交換の実態を解明する

事が期待される． 

 

Ⅱ．暴風雨・気象環境 

教授：石川裕彦 

准教授：竹見哲也 

助教：堀口光章 

特任助教：NAYAK Sridhara 

特任助教：DUAN Guangdong (R1) 

（学内研究担当）理学研究科教授：余田成男 

         生存圏研究所教授：橋口浩之 

（博士研究員）POULIDIS Alexandros-P.  

（平成29・30年度） 

（技術補佐員）中前久美（平成30・令和元年度） 

○ 研究対象と研究概要 

台風・豪雨・暴風など異常気象の構造や発生・発

達の物理機構を解明し気象災害の軽減に資すること

を目的とし，衛星データ解析・気象データ解析・数

値モデリングなどの手法を用いた研究を進めた．こ

れら災害外力の将来変化に関する研究も合わせて進
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めた．また，大気境界層や乱流，放射性物質や火山

灰など大気汚染質の環境中移行と影響に関する研究

も進めた．平成29～令和元年度に実施した研究の概

要を以下に示す．期間中の完全査読付論文発表数は

39編である． 

(1) 熱帯気象・台風に関する研究 

数値気象モデルを用いた数値実験・数値シミュレ

ーションによる解析を進めている．熱帯低気圧の発

生や発達の物理機構の解明など基礎研究から，台風

による風水害ハザードの評価といった応用研究を進

めた．また，放射対流平衡の場における積雲集団の

形成過程，熱帯低気圧の強度や構造に及ぼす対流圏

の安定度や圏界面高度の影響について，数値実験に

より研究を進めた．さらに，海大陸域の気象・気候

と季節内変動との関連性の解明を目的とした国際研

究計画 ・海大陸年（YMC）に参画し，海大陸域で

の日スケールの大気変動と降水との関係について観

測や数値モデルによる研究を実施し，アジアモンス

ーンのオンセットとの関連性を探る研究を進めた． 

(2) 強風災害や集中豪雨などのメソ異常気象研究 

台風や冬季の爆弾低気圧による局地的な強風・暴

風の発生機構を解明する研究を，データ解析や数値

モデルにより進めた．複雑地表面上の大気乱流・拡

散予測を行う新しい乱流計算手法・データ同化手法

を開発し，都市域や複雑地形での乱流・拡散予測に

関する数値モデル研究を進めた．また，乱流計算モ

デルを高速化し，都市域での気流の大規模計算を実

施した．局地豪雨や集中豪雨に関しては，平成 29

年 7 月九州北部豪雨，平成 30 年 7 月豪雨，平成 30

年台風21号による暴風，令和元年7月九州南部豪雨，

令和元年東日本台風（台風 19 号）による豪雨など

年々の災害事例について実態と発生機構の研究を進

めた．さらに，日本域春季の降水特性と総観規模条

件の統計解析，高分解能気象モデルによる複雑地形

での気流の局所性の数値解析，複雑地形での強風と

森林災害との関係に関する研究など，メソ異常気象

研究を進めた． 

(3) 気象衛星による気象災害監視の研究 

ひまわり8号データから地表面温度を算出するア

ルゴリズム開発を完成した．南アジアのストーム研

究に関連した画像解析，台風の急発達に関連して，

台風眼周辺の Overshooting Cloud Top検出を進めた． 

(4) 温暖化環境下での気象災害研究 

文部科学省「統合的気候モデル高度化研究プログ

ラム」（平成 29～令和 3 年度）に参画し，地球温暖

化が進んだときの気象災害の研究を進めた．温暖化

時の台風による被害を推定する目的で，台風経路ア

ンサンブル手法と局地気象モデル（WRF）を用いた

擬似温暖化実験を組み合わせて，伊勢湾台風，1991

年台風19号，2004年台風18号，2011年台風12号，

2018 年台風 21 号など極端台風による気象外力を推

定し，その温暖化影響を評価した．この結果を応用

して，水災害，沿岸災害，森林災害など他分野と協

力して台風に伴う洪水・高潮・倒木被害を推定した．

また，温暖化実験データを用いて，梅雨期の極端降

水の将来変化と大気場の変化，気温上昇と極端降水

との熱力学的な関係を調べた． 

(5) 大気境界層乱流とそれによる輸送過程 

安定度が中立に近い時と不安定な時の大気境界層

を対象として，大規模乱流構造の出現と大気境界層

構造の日変化との関係についての研究を進めた．ま

た，都市上空での境界層乱流を宇治川オープンラボ

ラトリーにおける集中観測と，そのデータを検証に

使用した高精度数値モデルにより解析し，建物の占

める面積や建物高さのばらつきなどの複雑な地表面

の状態が乱流輸送過程に与える影響を調べた． 

山地災害研究分野と協力して，新潟県伏野試験地

において融雪時の大気雪面間エネルギー交換に関す

る現地観測を実施した． 

(6) 南アジア・アフリカの気象災害と気象環境 

共同利用研究として，南アジア地域へのVLF帯落

雷検知センサの展開（平成29・30年度），ヒマラヤ

南麓に発生するクラウドバーストの早期警戒に関す

る国際協力研究 （平成 30・令和元年度）を推進し

た．また, 世界銀行出資による西アフリカ諸国気象

局職員の研修を神戸大学と共同で実施した（平成29

年度）． 

(7) 大気環境に関する研究 

原子力研究開発機構と共同で，現実気象条件で建

物周りの微細規模の気流・拡散計算を可能とする数

値モデル開発やデータ同化手法の開発を進め，都市
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域での乱流・拡散予測や東日本大震災時の福島第一

原子力発電所周辺の局所規模気流の計算を実施した．

また，医学研究科，工学研究科他と協力し，「福島復

興関連研究連携推進ユニット」を立ち上げ，福島県

浜通り地域の復興を支援する事業も進めた． 

火山活動研究センターとともに文部科学省「次世

代火山研究・人材育成総合プロジェクト」に参画し，

桜島からの火山灰の大気輸送過程と大気環境への影

響，高分解能気象モデルによる桜島からの降灰予測

に関する研究を進めた． 

 

Ⅲ．耐風構造 

教授：丸山敬 

准教授：西嶋一欽 

○ 研究対象と研究概要 

本研究分野は，工学的な側面から強風が構造物に

与える影響とそれに伴う強風災害発生機構を明らか

にするとともに，建築物の耐風設計方法や強風災害

の危険度予測など，強風災害低減に寄与する研究を

進めている．主な研究テーマは下記の通りである． 

(1) 強風災害の調査と強風被害発生機構の解明 

強風被害を低減させるためには，強風時にどのよ

うな被害が生じたかを把握することが極めて重要で

ある．本研究分野では，甚大な強風災害に対して被

害調査を継続的に行っており，「平成30年度・科学

研究費特別研究促進費：平成30年台風21号による

強風・高潮災害の総合研究」および「令和元年度・

科学研究費特別研究促進費：令和元年台風15号によ

る停電の長期化に伴う影響と風水害に関する総合調

査」により，平成30年 9月に関西地方を中心に全国

に被害を及ぼした台風 1821 号，および令和元年 9

月に関東地方を襲った台風 1915 号に関して建物被

害を中心に調査を行った．台風1821号の調査では被

害の多かった大阪府泉佐野市を，台風1915号では千

葉県鋸南町を中心に，現地調査，衛星画像解析によ

り強風と被害の関係を調べ，家屋の強風被害と電力

施設の被害の特徴を明らかにした．また，平成 30

年6月 29日に米原で発生した竜巻に関して，被害調

査および分析を行い，竜巻経路および最大風速，最

大風速半径に関する考察を行った． 

(2) 飛来物に対する耐衝撃性能の解明 

台風，竜巻等の強風被害では，建物に作用する風

圧や風力による建物の倒壊，屋根瓦や窓ガラス等の

破壊に加えて，飛散物による 2次被害が多い．これ

らの被害に対する防備，すなわち衝突によって壊れ

ない外装材の開発のためには，外装材の耐衝撃性能

を明らかにすることが必要である．本分野では JIS R 

3109 に基づいた試験ができる衝撃試験装置を所有

しており，「平成 30～令和元年度・文部科学省次世

代火山研究・人材育成総合プロジェクト，次世代火

山研究推進事業，課題D：火山災害対策技術の開発，

サブテーマ 2：リアルタイムの火山灰ハザード評価

手法の開発」により，衝撃試験装置を用いた屋根ふ

き材や太陽光パネルへの飛来物に対する試験を行っ

て，耐衝撃性能を明らかにした．そのほか，航空機

からの落下物に対する屋根ふき材および自動車の耐

衝撃性能も明らかにした． 

(3) 飛散物の挙動と衝撃力の解明 

日本における強風災害としては台風に起因するも

のが大半であるが，竜巻による被害も少なくない．

そこで，竜巻による飛散物のもつ衝撃力を推定する

ために，ラージエディ・シミュレーションを用いて

竜巻状の渦を数値的に生成し，渦の形状，風速，半

径，移動速度の異なる種々の条件を作り出し，種々

の空力特性をもった単純化された物体を放出して飛

散運動を計算し，飛散物の飛散性状を求めた．一方，

風向風速が時々刻々変化する中で飛散する，自然風

中での実物の飛散運動における物体の空力特性を明

らかにするために，「平成30年度・文部科学省先端

研究基盤共用促進事業・風と流れのプラットフォー

ム特定利用課題：噴石などの不整形物体の空力特性

の解明」により風洞実験および数値実験を実施し，

噴石などのように不整形な物体がもつ空力特性を明

らかにした．また，「平成 30～令和元年度・京都大

学防災研究所一般共同研究30G-10：噴石の落下性状

の直接観測」，および，「平成30～令和元年度・文部

科学省次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト，

次世代火山研究推進事業，課題D：火山災害対策技

術の開発，サブテーマ 2：リアルタイムの火山灰ハ

ザード評価手法の開発」では，加速度，角速度およ

び気圧を測定するためのセンサを組み込んだ噴石模

型をドローンで上空に持ち上げ，自然風中で落下さ
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せる実験を桜島で行った．ドップラーライダーを用

いた風速観測とビデオカメラによる同時撮影も行っ

て，落下運動を画像解析により求めた．これにより，

噴火時の噴石の飛散運動を解析し，落下時の衝撃力

の推定に用いるための噴石の空力特性を明らかにし

た．さらに，飛散時の風況場を再現するために変動

風速場を計算できる数値計算手法も開発した． 

(4) 突風性状の解明 

強風被害の発生は風力の最大値に依存するので，

最大瞬間風速の特性を知ることが重要である．風速

の大きな変化は，地面粗度による乱れだけでなく，

竜巻やダウンバーストなど，積雲対流下の鉛直方向

流れに深くかかわっている．「平成30年度・京都大

学防災研究所共同研究・長期滞在型共同研究

30L-01：Study on surface roughness effect to flow char-

acteristics in tornado」により，合衆国における竜巻研

究の中心を担うオクラホマ大学先進レーダー研究セ

ンターと共同研究を行い，竜巻による強風被害の解

明と予測精度の向上を目指して，数値竜巻シミュレ

ーターに地表面粗度の影響を取り込む機能を追加し，

観測結果と合わせて，竜巻時の地面付近の気流性状

に与える影響を明らかにした．また，「平成 30～令

和元年度・科学研究費助成事業（科学研究費補助金）

基盤研究（A）（一般）：新たな建物強風被害ハザー

ド提案に向けた積雲対流下のドップラーライダー観

測」では，積雲対流下における突風性状の解明を目

指して，積雲対流下の上昇・下降気流に由来するダ

ウンバーストや竜巻などの「突風」現象を観測する

ために，ドップラーライダーとレーダーを組み合わ

せた立体的フィールド観測を実施し，寒冷前線通過

時の突風の観測結果を得た．また，接地境界層内の

変動風速場を解析するために，地形や植物や建物な

どの地表面キャノピーの影響を取り込んで解析でき

る手法を構築した． 

(5) 強風災害低減のための耐風設計方法の開発 

強風被害を低減するためには，強風に強い構造物

を実現する方法を開発することが必要である．この

ためには，強風時に建物に作用する風力とそれによ

る建物の応答を正確に調べる必要がある．本分野で

は，住宅，太陽光パネルなど，種々の構造物の風洞

実験を行い，構造物の耐風安全性能を評価するとと

もに，これまで蓄積された風速の観測値や自然風中

における測定結果と比較した．さらに，「平成29年

度・文部科学省先端研究基盤共用促進事業・風と流

れのプラットフォーム特定利用課題：耐風性に優れ

たネットハウスの開発」では，沖縄などで用いられ

るネットハウスの空力特性を風洞実験，数値流体解

析，野外での実測を踏まえて明らかにし，ネットハ

ウスの耐風設計法の開発を進めた． 

また，近年の免震建築物の超高層化に伴い免震装

置の風による疲労が無視できなくなっている現状を

踏まえ，「京都大学防災研究所共同研究・一般共同研

究G28-03（平成28・29年度）：免震装置の交換を考

慮した超高層免震建物の維持管理計画手法の確立」

および「東京工業大学応用セラミックス研究所共同

利用研究：免震構造用鋼材ダンパーの疲労損傷度に

対する簡易推定手法（平成30年度）」では強風によ

る免震装置の疲労損傷評価に資する設計維持管理手

法に関する研究を行い，確率論に基づき合理的に設

計時に想定すべき台風及び地震を設定する手法を提

案した． 

(6) 強風災害の防止・低減および被害予測とリスク

評価 

台風などが襲来したときにどのような強風が生じ

るか，それによってどれくらいの被害を蒙るかを予

測することは，災害の防止・低減のための基本とな

る．これらに関して，観測や計算により得られた強

風場の情報をもとに，風速と建物被害率との関係を

精度よく求める手法の開発や，確率台風モデルを用

いた強風場の統計的評価，強風による種々の被害リ

スクの評価手法の開発と高精度化を進めた．これら

の研究成果を踏まえ，2018 年台風 21 号の保険支払

分析と火災保険リスク評価手法の高度化に関する研

究を実施した（東京海上日動火災・東京海上日動リ

スクコンサルティング受託研究）． 

「平成30年度・科学研究費特別研究促進費：平成

30 年台風 21 号による強風・高潮災害の総合研究」

および「令和元年度・科学研究費特別研究促進費：

令和元年台風 15 号による停電の長期化に伴う影響

と風水害に関する総合調査」で実施した調査では，

（1）住宅における強風災害は築年が古い住宅で被害

率が高く，築年が新しい住宅では被害率が低い，従
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って日本における強風被害を低減するためには既存

の住宅ストックの耐風性能を向上させることが有効

であること，（2）しかしながら，強風被害を受けた

住宅の補修は部分補修にとどまり，耐風性能向上に

つながっていないこと，を現地調査およびアンケー

ト調査によって明らかにした．さらに，強風被害を

受けた住宅が耐風補強を行った場合の，将来時点に

おける強風リスク低減量を台風リスクモデルで分析

し，気候変動による強風ハザードの増加を考慮して

も耐風補強効果が十分に見込まれることを明らかに

した（文部科学省「統合的気候モデル高度化研究プ

ログラム領域テーマD「統合的ハザード予測」およ

び戸田育成財団研究助成「都市型強風災害のホット

スポット分析」の成果）． 

「平成29年度・京都大学防災研究所一般共同研究

29G-12：熊本地震の被害情報データベースを利用し

た住家の京都大学防災研究所性能要素の抽出」では，

熊本地震による被害情報データベースを利用して，

広範囲の防災性能要素を抽出した．これにより，自

治体が災害リスクを想定するための情報を得ること

ができ，建物の防災性能を把握し，事前の減災対策，

災害後の被害対応に活用できることを示した． 

(7) 新たな風洞実験・風圧計測手法の開発 

「平成28～平成29年度・科学研究費助成事業（科

学研究費補助金）挑戦的萌芽研究：光応答性ナノ粒

子を用いた圧力計測法開発を核とした風洞実験オン

デマンド化への挑戦」および後続研究である「令和

元～令和2年度・京都大学防災研究所一般共同研究

2019G-07：テーブルトップ風洞実験における圧力計

測を目的とした液晶-ナノ 粒子ハイブリッド型光応

答材料の開発」では，ナノ粒子分野の研究者らと共

同で圧力に対して光応答性を有する塗料を新たに開

発し，その塗料を風洞模型表面に塗布し可視光領域

での色の変化を観察することで，風洞実験時に模型

表面に作用する圧力の変化を計測する技術を開発し

た． 

(8) 在来知を活用した持続可能な防災に関する実践

的研究 

「平成28～平成30年度・科学研究費助成事業（科

学研究費補助金）若手研究（A）：強風災害にみる，

在来知が有する自然災害対応力の工学的再評価」で

は，2015 年にバヌアツ共和国を襲ったサイクロン

Pamの強風被害調査結果を踏まえ，伝統的建築様式

の耐風性能を科学的に検証することでその有用性を

再評価し，また建築的な改良を加えることで伝統建

築様式を継承しつつ，現地の社会文化に根差したサ

ステイナブルな防災建設技術を実現すための研究を

行った．また，「JICA 草の根技術協力事業：バヌア

ツ共和国タンナ島における在来建設技術の高度化支

援（平成28年9月～平成30年9月）」により，上記

研究成果を実装した．さらに，これらの研究および

事業を通じて伝統的な建築様式の基盤である森林資

源が枯渇しているという問題が明らかになったこと

を受け，令和元年度より「住総研助成：包摂的アプ

ローチによる伝統建築ニマラタンの建設持続性評

価」において，伝統建築の持続可能性を評価するた

めの基礎資料収集および人口動態・土地利用を基本

とした建材需要と供給に関するシミュレーションモ

デルの構築に関する研究を開始した． 

(9) 防災教育 

本研究分野では，研究により得られた知識，情報

を社会に還元すべく，防災教育にも取り組んでいる．

「平成30年～令和元年度・京都大学防災研究所地域

防災実践型共同研究（一般）30P-02：子供たちの自

助意識を高める実践可能な防災教育プログラムの提

案と実践」では，熊本県宇城市内の小中学生を対象

に，地震だけでなく風水害など，さまざまな災害に

対して自分の命を守ることのできる子どもを育てる

こと，および，教育プログラムの開発を目的として，

防災教育プログラムの作成と実践を行った．そこか

ら得られた知見により，現場に導入しやすいプログ

ラム作成への知見，教員へ提供するべき情報等を明

らかにし，防災教育の提案に資する情報を得た． 

(10) その他 

社会との連携に関しては，雑誌，機関誌などでの

成果発表（26 件）．講演会，講習会，フォーラムな

どでの発表（14 件），教材，インターネット用の教

材用映像など．マスコミなどから聴取，協力，研究

成果の提供などの要望に応え，テレビ，ラジオ，新

聞などマスコミへの情報提供（55件）など，研究成

果の社会還元に努めた． 
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Ⅳ．沿岸災害 

教授：森信人 

特任教授：間瀬肇（平成28年 4月から） 

助教：宮下卓也（令和2年2月から） 

特任准教授：Adrean Webb（平成29年9月から令和

2年 3月まで） 

特任助教 Che-Wei Chang（平成29年 9月から） 

○ 研究対象と研究概要 

周囲を海で囲まれているわが国は，津波や高潮，

高波によって多くの人命と貴重な財産が奪われると

いう苦い経験を幾度もしてきている．こうした沿岸

災害の防止・軽減を図るため，「高波，高潮，津波災

害の防止と軽減―高度な沿岸災害予測法の開発と減

災に向けて―」をミッションとして，研究・教育活

動を行っており，海岸工学の観点から21世紀末まで

の長期的な国土保全の将来像について提言を行うこ

とを目標としている．地球温暖化による海岸災害や

津波減災は世界共通の問題であり，得られた研究成

果が世界各国で利用されることを目指している．具

体的に行っている研究テーマを以下に示す． 

(1) 温暖化シナリオ下における沿岸災害の長期的変

化予測 

予想される気候変動のシナリオの下では，地球規

模の気候の変化や大気および海面の温度分布の大規

模な変動が予想されている．沿岸部では，海面上昇，

波浪，高潮が現在と異なる振る舞いをすることが予

想され，今後どのような変化をするのかの予測が必

要とされている．当研究分野では，これまでの研究

成果を生かし，波浪と高潮の規模が今世紀末までに

どのように変化していくのか，また海面上昇を加え

てこれらの沿岸災害が長期的にどのように変化して

いくのかの予測を行っている． 

(2) 高波・高潮予測モデルの開発 

高波は，強風時に海面が風から受けるエネルギー

によって発生する波動現象であり，台風のような巨

大な移動性低気圧による吸い上げと，強風に伴う吹

き寄せで生じる流れによって発生する異常な海面上

昇である．高潮には強風によって発生した高波が必

ず伴い，高潮は異常な水位上昇を，高波は防潮堤に

非常に強い力を作用させ，沿岸部に破壊的な力をも

たらす．このような高潮・高波の複合災害を防御す

るためには，事前に起こるべき規模を的確に予測し，

避難情報や減災方法を考慮することが必要である．

そのため，極端な気象条件をターゲットに高潮や波

浪の数値予測モデルの開発を行っている． 

(3) 全球および領域の大気・海洋・波浪結合モデル

の開発 

沿岸ハザードの高精度予測のため，短期および長

期的な大気海洋間の相互作用を考慮可能な，全球お

よび領域の大気・海洋・波浪結合モデルの開発を進

めている．気候変動予測には全球気候モデルによる

気候計算が不可欠であり，精緻な全球気候モデルが

必要とされている．そこで波浪を介した大気海洋相

互作用の気候システムへの長期的なフィードバック

についての理解を進め，大気・海洋・波浪結合全球

気候モデル開発についての研究を進めている．領域

大気・海洋・波浪結合モデルでは，台風などをター

ゲットとして波浪を介した大気海洋相互作用の気象

システムへの短期的なフィードバックについての理

解を進め，モデル開発を行っている．結合モデルの

開発とともに，高潮等の沿岸ハザードモデルと気象

および気候モデルの統合モデルについても開発を進

めている． 

(4) 津波の長期評価および予測法の開発 

東北地方太平洋沖地震津波が多くの人命を奪い，

海岸施設に損害を与えた．こうした地震津波災害を

防止・軽減するためには，従前の決定論的なシナリ

オを想定した評価ではなく，震源過程の不確実性を

考慮し，多数のシナリオに基づいた確率論的な評価

が重要である．このため，起こり得る海溝型地震す

べり分布を人工的に生成させリスク評価可能な確率

津波モデルの開発，市街地スケールの津波挙動を詳

細に評価する数値モデルの開発研究を行っている． 

以上の研究成果を広く社会に役立つようにするた

め，1961年より毎年の研究論文を海岸工学論文集録

としてまとめ，全国の大学および研究機関の関連研

究者に150部を配布している． 

 

Ⅴ．水文気象災害研究分野 

教授：中北英一 

准教授：山口弘誠 
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特任助教：Ying-Hsin Wu（平成28年 10月から，平

成30年9月まではJSPS外国人特別研究

員） 

○ 研究対象と研究概要 

豪雨災害軽減に資するため，流域場と大気場との

相互作用ならびに人間活動をベースとした水・熱・

物質循環系の動態解析・モデル化と予測，ならびに

人間･社会と自然との共生を考慮した健全な水・物質

循環システムの構築に向けて研究を行っている．リ

モートセンシングを用いた豪雨の予測から地球温暖

化に伴う豪雨の将来変化解析に至る様々なスケール

の降雨事象から流域で発生する洪水の制御，都市お

よび地域レベルの水文現象を対象とした調査研究を

進め，豪雨災害と関わる人間の生活場に関して考究

している．具体的な研究テーマは以下である． 

(1)  21 世紀気候変動による豪雨災害変動評価 

平成 19～23 年度に実施した文部科学省「21 世紀

気候変動予測革新プログラム」，平成24～28年度に

実施した「気候変動リスク情報創生プログラム」に

引き続き，平成29年度から「統合的気候モデル高度

化研究プログラム」のもと「領域テーマD：統合的

ハザード予測」について同部門をはじめとする防災

研の多くの研究室と協働して進めている．当分野で

は国内における豪雨の将来変化特性について，梅雨

豪雨とゲリラ豪雨のそれぞれについて解析した． 

まず梅雨豪雨に関して，大気場（メソαスケール）

と梅雨豪雨（メソβスケール），そして2つの中間ス

ケールである水蒸気の流入経路のマルチスケールの

観点から将来変化解析を行った．その結果，現在気

候では太平洋高気圧が東偏し南西海上に水蒸気補給

のポンプ役となる低気圧擾乱が存在することで東日

本太平洋側に豪雨が発生するパターンが多いことが

特徴であり，一方，将来気候では太平洋高気圧が西

に張り出し，その西縁に沿って南西から水蒸気が多

量に流入し豪雨が発生するパターンが増加する特徴

があることを示した．さらに，将来気候で発生する

梅雨豪雨は同じ持続時間あたりの積算雨量が多くな

る傾向があることを示した．近年に発生した豪雨災

害におけるレーダー雨量と比較した結果，2017年の

九州北部豪雨の雨量は現在気候の範疇ではあるもの

のかなり上位クラス事例であり，将来気候では標準

的に発生し得る雨量であることを明らかにした．こ

れらの研究成果は，平成30年度水工学論文賞を受賞

した． 

次いでゲリラ豪雨に関して，将来気候の特徴であ

る大気上層の気温上昇による大気安定化と下層水蒸

気量増加による大気不安定化という豪雨形成におけ

るトレードオフについて不安定指標 SSI を用いて解

析した．その結果，8 月全体，特に 8 月下旬で顕著

な下層水蒸気増加があることを示し，その理由とし

て地上比湿が近畿周辺全域で増加する効果，および

含み得る水蒸気量が多い南からの下層風が起こる頻

度が増える効果があることを解明した．これらの研

究成果は，令和元年度水工学論文賞を受賞している． 

(2) 豪雨災害調査と地球温暖化影響に関する考究 

2017 年九州北部豪雨，2018 年西日本豪雨，2019

年台風19号について，土木学会調査団として豪雨災

害の被害調査を行うとともに，地球温暖化影響に関

する考究を行った．九州北部豪雨のような線状降水

帯事例では将来，より頻繁に・より強力に・初めて

の地域にも起こり得ること，西日本豪雨の前線豪雨

事例は広域で長時間であり南からの下層水蒸気フラ

ックス量が特異であったこと，台風19号では大気中

層の水蒸気量が現在気候の範疇を越えていたこと，

という今までの常識が通用しないという教訓を提言

した．後悔しない地球温暖化への適応としてこれら

の科学的知見に基づく施策が重要であることを国土

交通省へ指針を示した． 

(3) ストームジェネシス観測と渦管メカニズム解明 

平成 22～26 年度に実施した科学研究費基盤研究

（S）「最新型偏波レーダーとビデオゾンデの同期集

中観測と水災害軽減に向けた総合的基礎研究」，およ

び平成 27～令和元年度に実施した科学研究費基盤

研究（S）「ストームジェネシスを捉えるための先端

フィールド観測と豪雨災害軽減に向けた総合研究」

のもと，豪雨の生成と発達に関するメカニズム解明

を目的としたマルチセンサー観測を神戸で実施した．

その結果，観測時間空間解像度，ならびに観測対象

の異なる，雲レーダー（高詳細空間観測Ka バンド），

フェーズアレイレーダー（高詳細時空間観測Xバン

ド），XRAIN（偏波X バンド）レーダーにより同時

観測された積乱雲（群）の重要な詳細構造を明らか
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にした．すなわち，発達初期以降のエコーや鉛直渦

度の時空間構造に階層構造があることが明らかにし

た．XRAIN観測結果からでは一房であるかのように

見える積乱雲も実は幾つかの房よって構成させるこ

と，逆に，高詳細観測で観測ノイズのように見られ

る鉛直渦管の水平分布は物理的に有意な水辺分布で

あることが，LESによる詳細数値シミュレーション

結果との比較から明らかにした．これらの気象レー

ダーの土木分野への利用に関する長年の研究が評価

され，令和元年に土木学会研究業績賞を受賞した． 

(4) 雨雲情報のデータ同化による線状降水帯予測 

国土交通省レーダー網の XRAIN を用いること氷

粒子混合比推定とそのアンサンブルカルマンフィル

タ同化による豪雨予測手法を高度化し，融解層の氷

粒子の空間分布の連続性を考慮することで，線状降

水帯の予測精度が向上することを示した．加えて，

将来的に静止気象衛星ひまわり8号や雲レーダーに

よる雲観測がますます拡大していくことを想定し，

雲情報のデータ同化が積乱雲スケールの予測に効果

的であること，特に積乱雲が発達するポテンシャル

の大気場をうまく生成する可能性があることを示し

た． 

(5) LESモデルによる熱的上昇流の発達解析 

都市ヒートアイランドが要因となって発生する豪

雨の起源のメカニズム解明を目的とした都市気象

LES（Large Eddy Simulation）モデル開発を進めて，

神戸市における建物を解像する 60m 格子での積雲

生成シミュレーションを行った．その結果，熱的上

昇流が境界層を突破する十分条件として，都市から

の大きな熱を得ること，熱的上昇流が組織化するこ

と，豊富な水蒸気によって潜熱を得ることを示した．

さらに，複数の熱的上昇流熱が隣り合って位置する

と渦管がもたらす気流場によって熱的上昇流が併合

するプロセスを明らかにした． 

(6) アンサンブルによる予測が外れることの予測 

アンサンブル気象予測情報の水工学的利用手法の

考案を目的として，最新の予測情報だけでなく過去

からの更新履歴を用いた解析を実施した．線状降水

帯のような極端事例では予測が更新されてもアンサ

ンブル予測のスプレッドが大きくなる傾向があるこ

とを示し，さらに降雨予測の外れ方との相関解析か

ら，もともとのアンサンブル予測を超える最悪シナ

リオの提示方法について考案した． 

以上の成果を，28編の完全査読付論文として学術

雑誌に発表した．加えて84件の一般向け講演や，52

件の新聞・テレビ等のメディア出演を行い，社会貢

献に努めた． 

 

ⅤI．気象水文リスク情報 （日本気象協会）研究分野 

特定教授：辻本浩史（平成29年9月まで） 

特定准教授：佐々木寛介（平成29年 10月から） 

特定准教授：竹之内健介（平成 30 年 9 月まで特定助

教） 

特定助教：志村智也 

特任助教：本間基寛 

○ 研究対象と研究概要 

本研究分野は，平成25年10月 1日付けで一般財

団法人日本気象協会と京都大学防災研究所が寄附研

究部門として設置したものである．大学における気

象・水文現象の観測や予測技術に関する研究成果を，

一般社会に対して的確に発信するとともに，一般社

会とコミュニケーションを取りながら研究成果の具

体的な活用方策を提示することを目的としている．

現在, 気象水文に関連する災害情報について，観測

技術の高度化や予測情報の不確実性を考慮した活用

方策を検討し，革新的な気象水文気象情報の創生と

利用に関する研究を行っている．主に, 気象・水文

に関連した「観測技術の高度化」「予測情報の高度化」

「情報利活用の高度化」に取り組んでおり，具体的

には以下の研究テーマを掲げて活動した． 

(1) ドローンを活用した観測技術の高度化 

現実の大気で生じている気象・大気現象の把握や, 

これらを予測するためのシミュレーションモデルの

高度化のためには, 上空の気象を正確に測り, 時

間・空間的に密な観測データを得ることが重要であ

る．そこで, 上空の風や気温などの気象観測のため

に, 近年様々な分野で利用されている無人航空機

（ドローン）を活用する技術を開発した．気象観測

センサを搭載したドローンを開発し, 屋内試験や

様々なフィールドでの実証試験を行い, 地上から高

度 1000m 程度まで下層大気の気温湿度や風向風速

の鉛直プロファイルの計測プロトコルの最適化およ
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び観測精度の評価等を行った．また, ドローンの機

動力を生かし火山調査にも活用の範囲を広げ, 火山

ガスや火山灰センサを搭載したドローンにより, 桜

島や新燃岳などの活火山を対象に上空の火山ガスや

火山灰濃度の in situ計測を実施した．これらのフィ

ールドで得られたドローンによる観測データはモデ

ルや他の観測機器との相互比較等を行い, 妥当性を

検証した． 

(2) 気象水文リスク情報の利活用の高度化 

近年，気象情報や河川情報は，情報内容・伝達手

段・災害対応など，様々な視点から利活用の促進に

向けた高度化が行われている．しかしながら，実際

の災害時にそれらが十分に機能していないなどの課

題も確認される．そこで，全国の地域や学校と連携

し，地域防災や防災教育などのフィールド研究およ

び災害調査を通じて，気象水文リスク情報の利活用

の促進に向けた方策を検討した．主に，日常との関

係を加味した生活防災，時系列の対応行動を示した

タイムライン，利用者の行動タイミングを確認する

防災スイッチ，非被災地における災害発生確率を議

論する災害ポテンシャルなどについて研究を実施し，

気象水文情報の利活用のための技術の高度化を図っ

た． 

(3) 気候変動予測情報の高度化 

気候変動が顕在化し台風や豪雨などの極端な気象

現象による災害の深刻さが増大するなか，適応策と

してのインフラ整備計画・防災対策のために将来気

候変動予測の重要性が増している．気候変動予測研

究の核である全球気候モデルの改善が望まれている．

そこで，これまで考慮されてこなかった波浪を介し

た大気海洋間作用を全球気候モデルに導入すること

により，気候変動予測情報の高度化を図った．特に

波浪依存の運動量フラックスや海洋上層混合に関す

る検討を行った．また，全球気候モデルの高度化と

同時に，全球気候モデルの気候計算にもとづき気候

変動に伴う沿岸ハザード（波浪・高潮）の将来変化

予測・影響評価を実施した． 
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8.10 流域災害研究センター

8.10.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

流域災害研究センターは，「流域の視点にたった災

害の予測・防止・軽減に関する研究を実験や観測，

解析から総合して行う」ことを目的に発足し，流砂

災害，都市耐水，河川防災システム，沿岸域土砂環

境，流域圏観測の5研究領域からなる組織である．

また，本センターは，宇治川オープンラボラトリー

および穂高砂防観測所，白浜海象観測所，潮岬風力

実験所，大潟波浪観測所を有し，水理実験や立地条

件を活かした特色のある幅広い観測研究を行ってい

る．これらの施設を利用した実験・観測および数値

シミュレーションなどにより，災害現象を総合的に

明らかにし，災害の予知・予測，防止，軽減に結び

つく先導的な研究を推進している． 

研究対象は，山地災害，土砂災害，河川災害，都

市災害，海岸災害，風災害など，流域において豪雨

や地震，津波，台風，強風などによって起こる自然

災害全般に及び，物理的な現象解明を通して災害を

予測し，軽減するための研究を行っている．最近で

は，社会科学や生態学の領域にも踏み込んだ学際的

研究も行っている．また，山地から沿岸域までの流

域を通して水や土砂などの物質輸送過程を解明し，

大気，水，土砂などの不均衡によって生じる流域・

沿岸域で生じる様々な災害過程を究明していること

は，本センターの特色の一つである． 

多くの実験・観測施設を有する本センターの研究

活動の基本方針は，共同利用・共同研究拠点である

防災研究所の連携研究推進機能を支える重要な役割

を受け持つという認識のもと，実験・観測施設を学

内外に広く開放し，学際的な実証研究を推進するこ

とである．なお，研究活動の方針は所内外の委員か

らなる運営協議会で検討され，本センターの運営に

反映させている． 

 

(2) 現在の重点課題 

短時間局所的豪雨や総降雨量の極めて大きい豪雨

により，都市河川で突発的な出水，都市域での内水

氾濫，破堤氾濫，土砂災害などが発生しており，こ

のような気候変動に伴う災害現象の変化とその対策

が研究面での重要課題である．海外においても異常

豪雨の発生による大災害が発生しており，この問題

は世界共通の重要課題と考えている．また，巨大津

波や高潮の河川遡上・氾濫や火山噴火とその後の出

水に伴う土砂流出現象の解明やこれらの現象による

人的・物的被害の防止・軽減に資する研究も重点課

題と位置付けている． 

重点課題の一つである沿岸域における津波・高潮

防災に対して，平成26年度より大型の津波再現水槽

が稼働し，実績をあげている．平成29年度において

津波再現水槽では，前年度に引き続き，原子力規制

庁からの要請を受けた受託調査として，流木と小型

船舶が津波で流され漂流した場合に，原子力発電所

の防潮堤に衝突したことを想定して，その衝突力を

調べた．そして津波による衝突力を求める実験式を

導いている．次に港口部において津波を抑止する流

起式可動防波堤の適用範囲を拡大するために，大阪

市内の安治川水門に作用する津波力の減勢工として

の適用性を実験で調べた． 

平成30年度は原子力発電所関係の試験として，海

浜砂丘が防潮堤前面にある場合の津波波力の変化に

ついての検討を行った．ただし，当該年度は固定床

による試験であったので令和元年度（2019）に，実

際に砂を用いた移動床による実験を行い，全面砂丘

が津波の流れを加速する場合があり，防潮堤基部に

おける波圧を平坦地形に比べて大きくする可能性が

あることを示した．また，平成30年度には木製の折

り畳み式防波ゲートの実用化実験も津波再現水槽で

行っている．令和元年度は水害時の避難を補助する

目的で開発した寝具としても使える浮きマットレス

の適用性試験を行った．  

研究以外では，宇治川オープンラボラトリーで開

催するオープンキャンパス等での災害体験学習など

による研究成果の社会への還元，JICAなどとの連携

による国際研修の実施，各隔地施設を利活用した学
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部・大学院教育等の実施，SSHなどの高大連携事業

などが重点課題として挙げられる． 

 

(3) 研究活動 

各研究領域が掲げる研究課題の遂行に加えて，

2017 年から 2019 年には，九州北部豪雨災害，西日

本豪雨災害，東日本台風災害などの甚大な災害が発

生しており，所内の調査団，砂防学会や土木学会な

どの調査団に参加してこれらの災害調査研究を実施

した．所内での共同研究や研究集会も実施し（平成

29 年度 4 件，平成 30 年度 3 件，令和元年度 6 件），

科学研究費などの外部資金を財源とした研究やセン

ターの諸実験観測施設を利活用した民間などとの共

同研究も精力的に推進している．隔地観測所におい

てもそれぞれの特徴を生かした共同研究が遂行され

た．田辺中島高潮観測塔，潮岬風力実験所を活用し

た共同観測，穂高砂防観測所での焼岳地域の噴火災

害に着目した融雪型火山泥流の実験とシミュレーシ

ョンの実施などが特筆される． 

一方，国際的な活動としては，センター主催ある

いは共催の国際シンポジウムの開催，科学研究費（国

際学術調査）や科学技術振興機構を財源とした国際

共同研究の実施を積極的に推進してきている．平成

25年度からインドネシアを対象とした「火山噴出物

の放出に伴う土砂災害軽減に関する研究」と，バン

グラデシュ国を対象とした「高潮・洪水被害の防止

軽減技術の研究開発」の2つのSATREPS（地球規模

課題対応国際科学技術プログラム）が受託研究とし

てスタートし，センターの多くのメンバーがこれら

に参画して研究活動を行っている．また，国際的な

研究拠点の構築も積極的に進めており，穂高砂防観

測所では流砂観測研究に関する国際的な連携を深め

るために，宮田助教が2018年 10月から10か月間イ

タリアの研究者と流砂観測に関する共同研究を行っ

た．また，インドネシア，台湾，ネパール，日本の

間の複合土砂災害ネットワークの活動も継続してお

り，ワークショップ等の活動を行い，アジアにおけ

る土砂災害の研究者の連携を深めた． 

 

 

 

(4) その他の活動 

技術室や関連部門・センターの教員と連携し，宇

治川オープンラボラトリーでは宇治キャンパス公開

時に災害体験学習を実施している．同様の取組は，

消防・警察，地域の自治会などに対しても行い，積

極的に社会貢献を図っている．他の隔地観測所でも

京大ウィークスの期間に，施設を利活用した同様の

体験学習を実施している．また，学部・大学院の教

育プログラム，SPPやSSHなどの高校の教育プログ

ラム，小中学校の教育プログラムにおいても，セン

ターの施設の利活用が図られており，多大の貢献を

している．さらに，外国人留学生の受入，JICA研修

への協力，外国人研修員の指導を行うなど，国際貢

献も積極的に行い，中期目標・中期計画に沿った教

育活動，国際貢献，社会貢献を果たしている． 

 

8.10.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ．流砂災害 

教授：藤田正治 

准教授：竹林洋史 

助教：宮田秀介 

○ 研究対象と研究概要 

山地から海岸までを包含する流砂系における土砂

災害の予測，土砂動態の予測および安全・利用・環

境上健全な流砂系構築のための土砂流出制御方法な

どに係わる諸問題に対して，現象の素過程の力学的

機構の解明とそれらが組み合わさったシステムとし

ての現象のシミュレーションおよび土砂流出制御技

術の開発を主体として研究を行い，流砂系の総合的

土砂管理技術の確立を目指している． 

本研究領域の主な研究課題を以下に示す． 

(1) 複合土砂災害シミュレータの開発と適用 

(2) 流域規模の土砂動態モデルの開発と適用 

(3) 平面二次元土石流解析モデルの開発 

(4) 掃流砂・浮遊砂による平面二次元河床変動解析

モデルの高度化 

(5) 融雪型火山泥流シミュレーションモデルの開発 

(6) 山地河川における土砂流出観測手法の開発 

(7) 学校防災への簡易な土砂災害危険度指標の適用 

平成 29 年から令和元年度における各研究課題の

研究内容を要約すると次のようになる． 
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(1) 複合土砂災害シミュレータの開発と適用 

豪雨時には，がけ崩れ，斜面崩壊，土石流，浸水，

河川の氾濫など大小様々なハザードが発生し，土砂

災害の規模を拡大させる．このような複合的な土砂

災害に対する効果的な警戒避難体制を構築するため

には，連続して発生するハザードの予測を行い，避

難のタイミングや適切な避難場所情報を提供するこ

とが重要であると考えられる．そのためのツールと

して開発を進めていた土砂災害シミュレータ

（SiMHiS）に改良を加え，土砂災害の事例に適用し，

その妥当性を確認した．また，地区防災のモデル地

域における住民参加の土砂災害対策のワークショッ

プにおいて，このシミュレータの解析結果が活用さ

れた． 

(2) 流域規模の土砂動態モデルの開発と適用 

流域において土砂生産から河道への土砂供給，土

砂輸送，堆積までを総合的に計算できるモデル

Sediment-Kを開発してきたが，これを山地河川の水

生生物の生息場の動的特性の解析に応用した．穂高

砂防観測所の試験流域において，毎年土砂生産され

るフレッシュな砂礫の移動特性から，生息場条件の

変化を色彩で表現する手法を提案した． 

(3) 平面二次元土石流解析モデルの開発 

 斜面崩壊などによる土砂と水の混合物の流れを起

源とした土石流の流動・発達・堆積課程を解析する

平面二次元土石流解析モデルの開発を開発している．

解析モデルは，土石流から泥流まで広い粒径範囲の

現象を再現できるように，層流層の上に乱流層が存

在する二層モデルとしている．また，地震動や地盤

の飽和・不飽和の条件などを考慮した解析モデルを

開発しており，豪雨時と地震時に発生する土石流・

泥流の流動特性などの検討をした． 

(4) 掃流砂・浮遊砂による平面二次元河床変動解析

モデルの高度化 

高度かつ多目的な掃流砂・浮遊砂による平面二次

元河床変動解析モデルの開発を行っている．すなわ

ち，治水だけでなく，河川環境の保存・創生などの

目的のために使用できるように，植生の消長，河床

の間隙率の時空間的な変化を考慮した解析モデルを

開発しており，生物の物理環境に対する新たな情報

を提供することができた．また，潮汐蛇行流路内の

流砂特性や蛇行の形成機構の検討なども行った． 

(5) 融雪型火山泥流シミュレーションモデルの開発 

融雪型火山泥流とは，火山噴火による噴出物が山

体の積雪を融かして大量の水を発生させ，泥流とな

り，高速で流下する現象である．日本の火山の多く

は降雪地域に位置しており，発生時の流下範囲やそ

のタイミングの予測は防災面で非常に重要である．

既往のハザードマップで用いられている融雪泥流モ

デルでは，融雪から泥流の発達については詳細に検

討されておらず，モデル化されていない．そこで，

積雪層に高温土砂を供給する融雪・鉛直浸透実験を

もとに発生域での融雪・融雪水流出・泥流発達過程

をモデル化し，泥流の流下・氾濫モデルと組み合わ

せる融雪型火山泥流シミュレーションモデルを開発

した．このモデルにより，時期により異なる積雪の

条件（積雪深，積雪密度）が融雪型火山泥流の流下

範囲に及ぼすタイミングを検討することができた． 

(6) 山地河川における土砂流出観測手法の開発 

 流域の土砂管理および土砂災害防止軽減のために

流域内土砂移動の把握が必須である．下流域の河川

では土砂輸送量の予測モデルが確立し実用に供され

ている．一方，急峻な山地河川ではこれらのモデル

をそのまま適用できず，土砂流出量を計測する必要

がある．山地河川は出水時に河床地形と水深が大き

く変化するため，特に大規模出水時には，正確な土

砂流出量観測は難しいのが現状である．そこで物質

の比誘電率を計測することができる時間領域反射法

（Time Domain Reflectometry；TDR）を利用し，1）

河川水中の土砂濃度，2）堆砂池の堆砂面変動（もし

くは河床変動）とその空隙率を計測する手法を開発

した． 

本手法は室内実験によりその有効性を確認し，現

地観測により河床上の高土砂濃度層と洪水中の河床

変動・新規堆積土砂の堆積濃度を得ることができた．

これらの情報は，土砂輸送モデルを急勾配河川への

適用するための基礎的な情報となる． 

(7) 学校防災への簡易な土砂災害危険度指標の適用 

 中山間地では公共施設の立地に適した土地が限ら

れており，学校が災害に脆弱な場所にあることもあ

る．雨量および対象地に隣接する斜面での湧水量の
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観測結果から，リアルタイム雨量のみを入力値とし

て対象地の土砂災害危険度を示す関数を構築してい

る．この結果は，豪雨時などに学校での生徒の登下

校の判断に利用されるだけでなく，防災教育にも利

用し，その効果について評価している． 

 

Ⅱ．都市耐水 

○ 研究対象と研究概要 

教授：五十嵐 晃 

准教授：米山 望 

○ 研究対象と研究概要 

本研究領域では，特に沿岸域・河川流域の低地帯

に発展した都市域での地震・津波・水害など多様な

災害事象に対する安全性・性能の評価と工学的な対

策技術の確立を目的として，都市水害の防止・軽減

を図る方策の提言，構造物・流体あるいは両者が関

わる複雑な連成力学現象の解析，実験的評価，都市

基盤施設の設計や維持管理技術に関する研究を行っ

ている．主要な研究内容は以下のとおりである． 

(1) 巨大津波発生時の都市域における複合災害に関

する研究 

我が国の大都市の多くは臨海部で発達している．

これらの都市では，巨大津波が発生した場合，津波

本体の波力による被害だけでなく，それに伴う漂流

物被害，人や物品の流出被害，河川遡上に伴う塩水

被害などが複合的に発生することが懸念されている．

また，津波力を直接低減させる方法として，必要な

ときに起き上がり津波から沿岸を守る可動式防波堤

が提案されている．この防波堤の基本特性などにつ

いては今後十分検討しておく必要がある．本研究領

域では，このような津波に伴う複合被害の予測・評

価に関する研究を行っている． 

そのうち，津波漂流物の被害に対しては，陸上や

河川を遡上する津波に伴う漂流物の挙動を精度よく

予測するため数値解析モデルを開発している．この

モデルを遡上津波に押されて移動する陸上設置物を

対象とした水理実験に適用して，設置物の移動速度

を適切に再現できることを確認している． 

また，河川を遡上した津波が河口堰を越流するこ

とにより発生する河口堰上流での塩水被害に対し，

三次元津波挙動解析結果を活用して河口堰上流での

塩分挙動解析を予測評価できる解析コードを構築し

ている．このコードを淀川大堰に適用し，大堰上流

に位置する浄水場を対象に津波発生時の取水影響に

ついて議論している． 

(2) 極端事象に対する構造設計法 

地震・津波等の災害時における構造物の安全性を

確保する上で，こうした極端事象時の外力に対する

構造設計法が重要となる．中でも，想定外事象に対

する危機耐性を構造設計法に考慮する上で重要とな

る，地震外力の 2方向性を考慮したスペクトル適合

多次元入力地震動を用いた性能照査法の開発，複雑

な形状や大変位を許容する構造物の不確定性の高い

外力に対する性能評価のための漸増動的解析 (IDA) 

の適用法など，より合理性の高い方法論の開発と検

討を行っている． 

(3) 長多径間橋梁のためのデバイス特性解明と性能

向上および長期的挙動の検討 

長多径間橋梁は今日では橋梁建設においてしばし

ば採用される構造形式であるが，その実現にあたっ

て免震支承やダンパーなどのデバイスが特に道路橋

の地震防災を考慮した設計に有利であることから広

く用いられている．こうしたデバイスの適用性を高

めるため，高減衰ゴム支承の減衰性能の向上，大ひ

ずみ領域におけるハードニングの緩和など，さらな

る新たな技術開発とそのメカニズムの解明に向けて

の研究課題に取り組んだ．また，今後の新たなゴム

支承の設計および維持管理方法の確立のため，温度

伸縮に伴う長多径間橋梁橋梁の挙動に関するモニタ

リングデータの分析と解析，ゴム支承の経年劣化に

伴う性能低下に対する補強対策の評価，試作支承を

対象とした載荷実験や材料試験による性能の検証，

有限要素法等の数値解析を援用した挙動予測手法の

開発検討を行った． 

(4) 洪水・津波等に対する橋梁被災と挙動の評価評

価のための実験手法 

2011 年東日本太平洋沖地震の際に大きな課題と

なった津波や近年頻発の度を増している洪水による

落橋・流出等の橋の被災は継続的に生じており，構

造工学分野における水害対策や安全性向上策の検討

の重要性が着目される．被災事例の収集を行うとと

もに，そうした検討の実施に有効と考えられる実時
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間ハイブリッドシミュレーション手法の実現に関す

る検討を行った．  

 

Ⅲ．河川防災システム 

教授：中川一 

准教授：川池健司 

助教：山野井一輝（平成31年 4月から） 

特任助教：橋本雅和（平成30年3月まで） 

特任助教 長谷川祐治（平成30年3月まで） 

○ 研究対象と研究概要 

河川防災システム研究領域では，河川の上流から

河口とその周辺の海域までを対象に，河川災害や土

砂災害の防止・軽減を目指すとともに，河川生態環

境や景観に配慮したより良い親水空間の創成を目的

として，研究に取り組んでいる．このような研究を

進めるには，河川を取り巻く水理現象を理解するこ

とが必要になる．そのため，宇治川オープンラボラ

トリーの大規模な水路を用いた模型実験をはじめ，

現地での観測や各種災害調査を行うことによって現

象を見るとともに，数値解析によって，災害発生機

構の分析・解明と，さまざまな想定の下での現象予

測を行っている．このように実験，現地観測・調査，

数値解析のあらゆる面から水理現象にアプローチし，

それらをバランスよく行うことで，河川災害・土砂

災害の防止・軽減や河川環境整備に役立つ方策を研

究している． 

主な研究課題には，以下のようなものがある． 

(1) 氾濫水理解析法に関する研究 

洪水氾濫モデルにおいて，建物内部への浸水を考

慮するため模型実験を行い，トリチェリの式によっ

て氾濫水の建物内部への流入を考慮したモデルを作

成した．模型実験により検証された統合型の内水氾

濫解析モデルについて，道路側溝からの排水を考慮

したモデルへの高度化を試みている．また，このモ

デルを実領域に適用し，土地利用ごとに各戸貯留，

建物屋根面の雨水の貯留，駐車場，公園，校庭など

の表面貯留，あるいは各種浸透施設などを仮定して，

それによる浸水被害の軽減の影響を比較したり，浸

水による被害額を用いた浸水軽減効果の評価手法に

ついて検討した．また，数値解析により河川の洪水

氾濫に伴う堤内地への土砂の堆積被害を再現し，計

算手法を提案するとともにその影響の重要性を指摘

した． 

(2) 洪水氾濫被害の防止軽減技術の研究開発 

本研究課題は平成 25 年度から暫定的に採択され，

平成 26 年度からは正式に研究を始めた SATREPS の

分担課題であり，バングラデシュ国における水害脆弱

性の現状に鑑み，洪水氾濫被害の防止・軽減対策の

研究開発を実施し，その成果の社会への実装を試み

るとともに，同国の研究協力機関等と協働して，水害脆

弱性の分析と被災後のしなやかな回復力を実現する

新たなアプローチを開発提案するものであった． 大

河川での洪水氾濫，フラッシュフラッドを対象とし，

ハザードマップやダメージマップを作成し，地元の

NGO や住民等とワークショップを開催して普及と

改善を試みた．感潮区間でのTidal Flood（潮の干満

によって発生するポルダー内での浸水）に関しては，

潮の干満を利用したポルダー内での効果的な土砂堆

積の評価手法を提案し，ポルダーに洪水を引き込む

水路の最適な形状や，浸水させるポルダーの計画的

な決定手法などを提案した． 

また，近年の国内の水害において多発している，

洪水流に伴う土砂の流出による河床上昇を対象とし

て，洪水氾濫発生の危険性を評価するモデルを作成

した．対象とする河川流域において，浸透モデル，

無現庁舎面における斜面安定モデル，Godunov スキ

ームを適用した 2次元土砂・洪水氾濫モデルからな

る統合モデルを九州北部豪雨の被災地や大阪府大東

市に適用し，土砂の流出を考慮することによって洪

水氾濫の危険度評価が大きく変化することを示した． 

(3) 河川構造物の水理機能に関する研究 

本研究課題も SATREPS の分担課題であり，流路

変動が著しい大陸河川において砂州の安定化を目指

して現地に水制を設置するための基礎実験を重ねて

きた．透過型，不透過型，バンダル型の水制の形状

によって形成される砂州がどのように異なるか，浮

遊砂を考慮した 3次元数値解析モデルを開発して実

験結果との比較により検証を行い，高い精度で再現

できることを示した．また，実際にバングラデシュ

の現地に水制を建設し，生成された地形と周辺の流

速分布などの計測結果を分析して，効果的な水制の

設置に関する知見をまとめた． 
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(4) 土砂災害の被害予測手法に関する研究 

土砂災害や土砂を伴った洪水氾濫災害を対象に，

統計的手法と数値シミュレーションの双方を用いた

被害予測手法確立に向けた研究開発を行なった．ま

ず，平成30年7月豪雨で発生した広島県内の土砂生

産量（侵食量）を，降雨と地形データから予測する

確率モデルを，順序ロジスティック回帰に基づいた

手法によって構築した．次に，これを簡易的な土砂

移動モデルと組み合わせ，被害発生確率を推定する

手法を提案した． 

また，既往の土石流モデルに基づいて，同時多発

的に発生する土石流の大規模二次元シミュレーショ

ンモデルを構築した．これは多数の土石流始点を入

力条件として，ここからの土石流の侵食・堆積・氾

濫を解析するものである．これを用いて，平成 29

年九州北部豪雨や平成30年7月豪雨で被害が発生し

た複数の流域を対象にした再現シミュレーションを

実施した．さらに，統計的斜面崩壊予測モデルと組

み合わせた予測シミュレーション手法を提案した．

ここで予測される被害のばらつきが，集水面積の大

きい下流ほど低減するという性質を持つことを数値

的に示した． 

(5) 災害調査 

日本各地で発生した地震，洪水，土砂災害のみな

らず中国やバングラデシュなど，国内外の各種災害

調査を行い，災害現象の分析・解明を行った． 

 
Ⅳ．沿岸域土砂環境  

教授：平石哲也 

○ 研究対象と研究概要 

人口，資産，社会資本が集中するとともに，豊か

な生態系が存立している河口沿岸域や内湾の多くは，

臨海低平地である．そのため，洪水流出，高潮，高

波そして津波等による氾濫浸水，ならびに河口閉塞，

海岸侵食等による沿岸災害のリスクが高い．地域の

個性ある景観と調和し，環境に過度な負荷をかけな

い地域の防災力の向上には，その土地のなりたちと

推移を精度高く観察し，かつ予測・適用できる学術

体系が非常に重要である．本研究領域では，地形環

境アプローチと海岸工学的アプローチの緊密な融合

のもとに，以下のような研究課題を推進し，国際レ

ベルの研究を目指している． 

(1) 偶発海象外力に対するカウンターウェイトブロ

ック等の減災工法の開発 

(2) 津波による海岸侵食と構造物基礎の洗掘メカニ

ズムの解明と対策法の提案 

(3) 流起式可動型防波堤の実用化に向けた応用研究 

(4) 津波による海浜砂丘の変形と砂丘による大型防

潮堤作用波力の変化に関する研究 

平成 29 年から令和元年度における各研究課題の

研究内容を要約すると以下のようである． 

(1) 偶発海象外力に対するカウンターウェイトブロ

ック等の減災工法の開発 

海岸堤防や沖合の防波堤はおおよそ50年に1回来

襲する波浪を設計外力として建設されている．最近

は構造物の老朽化とともに，温暖化や地球活動の活

性化に伴い設計値を超える偶発波浪荷重にさらされ

る危険性が高い．そこで，既存防波堤背後に容易に

設置できるカウンターウェイトブロック等の対策が

重要である．研究では実験及び数値解析によりカウ

ンターウェイトブロックの適用性を検証した． 

2011 年東北太平洋沖地震津波による沖合防波堤

の滑落や洗掘による倒壊の事例に関して，想定を超

えるレベル2津波に対する粘り強い防波堤の提案が

急務となった．カウンターウェイトブロックは対策

法の一環となり，カウンターウェイト用の腹付け工

とともに全国の港湾で採用され，設置が進められて

いる． 

(2) 津波による海岸侵食と構造物基礎の洗掘メカニ

ズムの解明と対策法の提案 

我が国では従来から 1983 年の日本海中部地震津

波のように，津波によって多くの海岸構造物が流出

あるいは破壊された．破壊メカニズムの中では基礎

地盤の洗掘による支持力崩壊の状況が注目されてお

り，基礎地盤の安定性を高める必要がある．そこで，

パワーユニット等の柔軟性に富んだ膜式洗掘防止工

やマイコマ基礎等の流体力軽減式基礎の開発が重要

で，実験や現地実証試験を実施している．平成 30

年度および令和元年度には共同研究として，防波堤

基部の洗堀防止工となるパワフルユニットの安定性
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実験を多目的造波水路で行い，その活用法を明らか

にした． 

(3) 流起式可動型防波堤の実用化に向けた応用研究 

流起式可動型防波堤は平常時は海底に埋伏してお

り，津波来襲時に浮上して港口部において津波の侵

入を防止するものである．押し波時だけでなく引き

波時においても浮上し，港内からのコンテナや漁具

等の漂流物の拡散を食い止めることが可能である．

平成 28 年度までに実用化に向けた基礎研究はある

程度実施している．平成29年度以降は以下の課題を

検討してきた； 

平成 29 年度：1/50 縮尺模型を用いて大阪市内の安

治川水門の沖側に津波力減勢工として設置された

可動型防波堤を想定し，その適用性を検討した． 

平成30年度：実験データをまとめ，論文等に発表す

るとともに，共同研究会でマニュアルを作成した． 

令和元年度：技術マニュアルの完成を目指した．  

図8.10-1 流起式可動型防波堤イメージ図 

 
(4) 津波による海浜砂丘の変形と砂丘による大型防

潮堤作用波力の変化に関する研究 

 我が国の原子力発電所の多くは沿岸に立地し，そ

の多くが津波来襲リスクを有している．そこで，

2011 年の東日本大震災以降防潮堤の嵩上げ等の強

化が図られてきた．また津波時の漂流物である船

舶の衝突力につても当研究領域において実験的研

究がなされてきた（平成 26 から 28 年度）．一方，

防潮堤の前面は砂丘が広がっている地形もあり，

砂丘そのものの変形と，砂丘の存在が津波作用力

に及ぼす効果についても検討が必要である．そこ

で，本研究領域では，平成29年度より津波再現装

置を用いて大規模な実験を来ない，砂丘の変形メ

カニズムとそれが津波波力に及ぼす影響を調べて

きた．各年度の活動は以下の通りである．なお，

実験は令和 2 年度も引き続き実施され総合的な取

りまとめを行う予定である． 

平成29年度：津波による流木および小型船舶の衝突

力に関する実験 

平成30年度：固定床による砂丘上の津波変形実験 

令和元年度：移動床を用いた砂丘変形とそれによる

津波波圧変化実験．津波波圧は，防潮堤の基部で

平坦地形の場合よりも大きくなることが判明． 

 
Ⅴ．流域圏観測 

准教授：堤大三（平成30年3月まで） 

馬場康之，吉田聡 

○ 研究対象と研究概要 

流域圏を構成する大気，河川，土砂，沿岸を対象

として，4つの現地観測実験施設（潮岬風力実験所，

白浜海象観測所，穂高砂防観測所，大潟波浪観測所）

において自然災害研究の最前線での現地観測・実験

を展開している． 

潮岬風力実験所（吉田聡）では，大気現象を対象

として，以下の研究を実施した． 

(1) 潮岬沖大気・海洋・海底相互作用：海洋研究開

発機構地球深部探査船「ちきゅう」の熊野灘長

期掘削期間に合わせて，海洋研究開発機構・東

京大学「新青丸」と三重大学「勢水丸」，地震・

津波観測監視システム「DONET」，当実験場で

の大気海洋境界層の集中観測を実施し，海底水

圧計による大気海洋変動の抽出の可能性を調査

した． 

(2) バイオロギングを用いた大気海洋観測：生態学

で用いられている海鳥やウミガメに観測測器を

取り付け，環境情報を得る「バイオロギング」
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による大気海洋観測実験を実施し，バイオロギ

ング観測の精度検証とデータ同化における観測

インパクトを調査した． 

(3) 爆弾低気圧の長期変動と将来変化：気象庁長期

大気再解析データ JRA-55C と地球温暖化対策に

資するアンサンブル気候予測データベース

d4PDF を用いて，北太平洋の爆弾低気圧活動の

長期変動と将来変化を調査し，近年の北西太平

洋域の温暖化が北太平洋中央部の爆弾低気圧増

加に寄与していることを示した． 

白浜海象観測所（馬場康之）では沿岸域・河口域

を対象として以下の研究を実施した． 

(1) 大気海面境界素過程の解明に向けた共同観測：

田辺中島高潮観測塔を沖合観測のプラットフォ

ームとして，所内，所外の研究者とともに共同

観測を実施した．本期間中には，波，流れの観

測に加えて，海塩粒子等の飛散状況を観測した

ほか，観測塔から約2km南の地点にXバンドレ

ーダ（水平，鉛直の 2 基）を稼働させ，降雨，

波浪の面的データを並行して観測した． 

(2) 海洋表層における波・流れ相互作用に関する現

地観測：海洋表層の混合特性に一定の役割を持

つラングミュア循環の実態を捉えるための現地

観測を学内共同研究者と実施し，観測された鉛

直流速と相互作用の関係性を明らかにした． 

(3) 台風接近時の強風，高波浪条件に関する検討：

2018 年に台風 21 号，24 号が相次いで接近し，

最大瞬間風速55.8m/s，最大11mに達する有義波

高を伴う強風・高波浪条件下の観測データが収

集された．観測データから，高波浪となった期

間の前半はうねり成分が卓越し，その後吹送距

離が長くなると風波成分が発達し，風波成分と

うねり成分が重畳して高波浪状態が継続される

ことを確認した． 

(4) 観測塔付近の水温変動特性と黒潮蛇行，非蛇行

との関係：黒潮の非蛇行期（2017 年）および蛇

行期（2018 年）における水温の変動特性につい

て，観測塔で冬期に観測された水温データに基

づいて考察を行い，非蛇行期の暖水波及や約 30

日周期の水温変動の存在を確認した． 

このほか，(5) 音波測深機を用いた沿岸地形の現

地観測を行い，夏期の台風や低気圧に伴う高波浪に

よる地形変化を捉えるとともに，数値シミュレーシ

ョンによる評価を行った．また，(6) 関西大学と共

同で地元小学校での防災教育を実施し，防災に関す

る講義と体験型実習を組み合わせた防災教育の効果

についても検討した． 

穂高砂防観測所（堤大三，宮田秀介（兼務））は，

土砂環境を対象として，以下の研究を進めた． 

(1) 土砂生産と流出：凍結・融解や降雨による土砂

生産とその流出に及ぼす役割に関する現地観

測・調査と土砂生産・流出の予測モデルの構築

を進めた． 

(2) 河道，河床変動：2019 年 8 月に発生した土石流

を含め土砂流出とそれによる地形変化の観測調

査に基づき土砂流出における河床形態の役割を

評価した土砂流出予測モデルの開発を行った．

さらに，土砂流出による河床変動の予測モデル

に関して検討を行った． 

(3) 土砂流出の河川環境への影響評価：土砂生産・

流出が河川環境に与える影響を評価するため，

土砂生産・堆積形態および生態の観測・調査を

実施し，影響評価モデルを構築した． 

(4) 山地の降雨・流出特性：山地降雨の時空間的な

特性を解明するため，高密度な地上雨量観測を

行ない，山岳微地形と降雨特性との関係の検討

を行った． 

(5) 融雪型火山泥流：基礎的な実験を通して，発生

機構の解明を進めると同時に，泥流流下モデル

の開発を行い，泥流氾濫予測手法の確立を実施

した． 

(6) 流砂計測手法の開発：土砂流出等の観測に寄与

するため，掃流砂計測手法や河床位変動の計測

手法の開発を進めた． 

大潟波浪観測所では，以下の研究を進めた． 

(1) 日本海沿岸域の冬期の強風と暴浪の相乗による

海岸波浪および漂砂の特性を明らかにするため

に，専用観測桟橋を活用して研究を進めてきた．

2008 年には桟橋を撤去したが，引き続き，カス

プ地形内の粒度分布解析で海岸砂丘の特性解明

に努めた． 
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(2) 大潟海岸においては砂浜の侵食が顕在化し，広

域海浜変形のマネジメントに関する研究を重要

な課題として取り上げ，その取り組みの基盤と

して，砂浜―海岸砂丘―潟湖システムの地形変

化を高解像度かつ体系的にとらえるフィールド

観測研究を推進した．また，新潟西海岸を含め

た広域の土砂生産及び土砂移動現象の解明を目

指した． 

各観測実験施設では，上記の独自の研究課題を推

進するとともに，研究面での連携を図った． 
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8.11 水資源環境研究センター 

 

8.11.1 センターの活動概要 
(1) センターの研究対象と活動方針 

 水資源環境研究センターは，水資源問題に関わる

自然・社会現象を理解する目的で，昭和53年（1978

年）に設立された．本センターを構成する 3つの専

任研究領域と客員教員による水資源分布評価・解析

研究領域は互いに連携をとりながら，ジオ・ソシオ・

エコシステムの統合としての水資源を保全・開発す

るためのマネジメントシステムについて研究を進め

ている．具体的には，水資源環境の評価・予測のた

め，気圏―水圏―地圏を連続体として扱い，流域規

模から地球規模までの水循環・物質循環を科学的，

定量的にモデル化することを試みている．それらに

基づいて，気候変動，地球温暖化，都市化，東日本

大震災のような大規模災害などがもたらす水資源の

社会的・生態的リスクを評価し，水資源の持続可能

性・健全性・健康性の探究を行っている．さらに，

ナイル川やアラル海，メコン川流域などを対象とし

た研究プロジェクトを通じて具体的な問題解決に貢

献することを目指している． 

また，UNESCO-IHP研修コースを毎年開催すると

ともに，アジア・メガシティの人間安全保障工学拠

点（GCOE-HSE），グローバル生存学大学院連携プ

ログラム（GSS），日ASEAN科学技術イノベーショ

ン共同研究拠点－持続可能開発研究の推進」

（JASTIP），大学の世界展開力強化事業「気候変動

下でのレジリエントな社会発展を担う国際インフラ

人材育成プログラム（RSDC）」などのプログラムに

参画している． 

 

(2) 現在の重点課題 

現在の重点課題は，以下の3テーマに体系付けら

れる． 

1) 統合水資源管理モデルの開発：分布型流出モデル，

陸面過程モデル，地下水モデル，作物生育モデル，

貯水池操作モデル，社会経済モデルなど等から構

成され，雪氷圏から乾燥地まで全球の陸域を対象

としたモデル開発を進めている． 

2) 生態系を考慮した総合流域管理とリスクマネジ

メント： 種々のGCM，RCM出力のダウンスケ

ール結果を入力とし，分布型水文モデル，陸面過

程モデル，貯水池操作モデルを用いた数値シミュ

レーション結果から，水資源リスク評価及び適応

策を検討 

3) 水資源マネジメントと法制度：水管理に関する法

制度の国際間比較研究，および氾濫被害軽減や損

失の回復・復興のための社会的枠組みとしての洪

水リスクマネジメントを検討 

こうした課題を総合する形で，気候変動が水資源環

境に及ぼす影響を定量的に評価し，その適応策を探

ることにも取り組んでいる． 

 

(3) 研究活動 

 個別研究としては，農作物の成長過程を考慮した

ダム灌漑用水補給の高度化，水害避難行動のシミュ

レーション分析，豪雨の時空間分布と洪水リスク評

価，APHRODITE-2 プロジェクト，d4PDF を活用し

た気候変動が日本の水文循環に与える影響の評価，

d4PDFを用いた日本の水資源量解析の精度評価，キ

ルギス共和国における氷河観測データを用いた雪氷

熱収支モデルの改良，陸面過程モデルSiBUCによる

地表面温度の衛星データとの比較，環境影響の少な

い都市計画の新たな総合的評価モデルの開発，地下

水資源量変化を考慮した全球陸域水循環モデルの改

良，d4PDFを用いた空間平均降水量極値の将来変化，

平成29年7月九州北部豪雨，平成 30 年 7 月西日

本豪雨および令和元年台風 19 号による豪雨の極値

評価，ダム貯水池堆砂のアセットマネジメント，貯

水池土砂管理技術とモニタリング手法，フラッシン

グ排砂や排砂バイパストンネルによる排砂技術の高

度化，地球温暖化による水力エネルギーへの影響評

価手法，地球温暖化とダム堆砂の複合影響による水

資源リスク評価，流木・沈木リスクマネジメント，

河川環境保全のための河床地形管理手法，天竜川下

流域の河床地形管理手法開発，流況・土砂管理を組

み合わせたダム下流の自然再生事業の生態学的評価，
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深泥池生物群集保全のための生態系管理，流域圏（河

川・沿岸）統合モデルによる生態系影響評価，乾燥

－半乾燥地域におけるフラッシュフラッド統合管理，

中東および北アフリカの考古学的ワジ流域の世界遺

産の洪水リスクアセスメントと対策，メコンデルタ

の統合水資源管理，流域の自然環境保全と地域振興

を考慮した小水力発電システムの開発，将来の河川

流量変化に伴うダム利水操作への影響の評価と適応

策に関する研究，水文予測情報を考慮したダム治水

操作の定量的評価手法の開発，総合水資源管理のた

めの意思決定支援システムの開発，洪水時の危機対

応における制度的課題の検討，アンサンブル予測を

用いたダムの最適事前放流手法の検討，下流域の氾

濫解析に基づくダムの治水操作手法の検討などの研

究を進めている． 

 

(4) その他の活動 

 平成29年より毎年12月に2週間のUNESCO-IHP

研修コース “Integrated Basin Management under 

Changing Climate”を主催・実施しており，平成30 年

からはUNESCO Chair “Wendi”の活動にも位置付け

ている．また，世界防災研究所連合（GADRI）の地

域課題として，エジプト・オマーン・モロッコなど

と連携して「フラッシュフラッド統合管理に関する

国際シンポジウム（ISFF）」，JASTIP-WP4（防災分

野）の一貫としてベトナムを対象とする「メコンデ

ルタの統合水資源管理」，スイス・台湾と連携して「排

砂バイパス国際ワークショップ（SBTWS）」などの

国際プロジェクトを進めている． 

 当センター主催の水資源セミナーを随時開催して

おり，「スリランカの伝統的水資源施設の持続的管理

の鍵を探る」，「ダム洪水操作はどこまで高度化でき

るか？－ダム再生ビジョンを実現させるための気象

予測の活用とダム洪水操作実務への展開－」ならび

に「ダム貯水池における流木の統合的管理とリスク

マネジメント」についてセミナーを開催した．一般

市民に水資源問題を身近に感じてもらうため，毎年

秋に行われている宇治キャンパス公開においてラボ

公開を行なっており，好評を博している． 

 さらに，国際会議の運営にも積極的に参画し， 

ICWRER，APHW，Flood Defence，AsiaPEX，ICOLD，

ISRS などの実行委員会に参加している．また， 水

文・水資源学会，土木学会，国際水圏工学会，国際

水文科学会，国際水資源学会，日本地球惑星科学連

合，アメリカ地球物理学連合，応用生態工学会，ダ

ム工学会，日本自然災害学会に理事や委員として参

加し，研究者コミュニティの維持・発展に貢献して

いる．学術行政との連携としては，国土交通省およ

び地方整備局委員会委員，環境省，経済産業省，水

資源機構外部評価委員，流域委員会，府県など地方

自治体の設置する審議会や委員会の委員を務めてい

る． 

 

8.11.2 研究領域の研究内容 
Ⅰ．地球水動態 

教授：堀智晴 

〇 研究対象と研究概要 

社会システムと水循環システムとの持続可能な関

係を実現するため，水利用システムの計画と制御，

水災害リスクの評価と管理，水関連災害時の人間行

動を主な切り口として，研究に取り組んでいる．具

体的には，作物成長過程を考慮したダム灌漑用水補

給の高度化や，豪雨の時間的空間的分布を考慮した

水害リスク評価，経路上の障害に関する情報が水害

時の避難行動に与える影響や水害経験が避難行動に

及ぼす影響，水害リスク管理と社会制度について，

重点的に検討を行った． 

(1) 作物成長過程を考慮したダム灌漑用水補給の高

度化 

作物成長－灌漑配水の数値モデルから推定された

灌漑需要量に基づき，圃場への配水過程を考慮した

ダムからの灌漑用水補給モデルを構築する．次に，

構築したモデルに対して過去の実気象データを適用

して灌漑補給シミュレーションを行うことで，利水

システムのリスク分析を行った．その際の定量的な

評価手法として，営農者・水利組織・ダム管理者そ

れぞれの視点における被害を推定する方法を開発し

た．この手法を用いて，d4PDFの過去の再現実験デ

ータを適用し，リスク分析を行った．最後に，d4PDF

の将来 4℃上昇実験データを適用し，将来の気候変

動下における利水システムのリスク分析を行った．

シミュレーションの結果，将来の気候変動下におい
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ては，水稲生育の初期段階の貯水量が圃場や貯水池

に大きな影響を与える可能性が示唆された． 

(2) 豪雨の時間的空間的分布を考慮した水害リスク

評価 

洪水をもたらす豪雨には，時間雨量100㎜を超え

るような短時間で局所的な豪雨もあれば，時間雨量

としてはそれほど強くはないが，流域全体に長時間

にわたって降るような豪雨もある．こうした豪雨の

時間・空間スケールや時間・空間分布によって，総

雨量が同じでも，河川流域内の位置によって異なる

洪水リスクがもたらされる． 

そこで，解析雨量をもとに面積・継続時間毎に確

率規模別の雨量強度を求め，これをもとに洪水リス

ク評価のためのモデル豪雨を，DAD関係を保持した

時空間分布を持つ形で多数発生させる手法を開発し

た．次いで，多数発生させられた豪雨シナリオから，

水系内の任意の地点の流量の頻度分布を計算するセ

ル分布型流出モデルを構築した． 

こうして開発した水害リスク評価モデルを大和川

流域に適用し，集水面積の比較的小さい河川上・中

流域や支川流域に位置する地点の洪水危険性は，豪

雨の時間分布や空間分布の影響を受けやすく，総雨

量や面積平均雨量が同じでも，時空間分布によって

より危険な状態にさらされるケースがあることを示

すとともに，その頻度を定量的に評価することを可

能にした． 

(3) 経路上の障害情報が住民の避難行動に及ぼす効

果に関する分析 

近年，現に進行する水害の情報（道路の冠水情報

など）を住民がSNS等を通じて共有するなど，水害

時にリアルタイムで情報を収集できる環境ができつ

つある．そこで，水害が進行する中で避難する住民

が遭遇した浸水などに拠る経路障害情報が他の地域

住民と共有されることで，全体としての避難行動が

どういった影響を受けるのか，当研究領域が従来か

ら開発を進めている水害避難ミクロモデルを用いて

シミュレーション分析を行った． 

その結果，こうした経路情報がいわゆる九死に一

生を得るといった極限状態で助かる人数を確かに増

加させるものの，全体の避難成功率の上昇には経路

障害が少ない間の早期避難が格段に重要であること

が定量的に示された． 

(4) 水害経験が水害避難行動の意思決定に及ぼす影

響に関するシミュレーション分析 

人は，自己の経験に基づいて，同様な状況に直面

した際の行動指針を確立していく．水害時に危険な

目に遭った経験のある人がそれ以降早期避難をする

ことや，避難したものの被害がそれほどでもない経

験が続くと次第に逃げなくなるなどの事例は，よく

知られている．こうした経験と個人の避難行動指針

の形成との関係を分析するため，住民が避難経験と

被害を何度も経験することで，自身の行動ルールを

変化させていく様子を模擬するエージェントモデル

を深層学習と強化学習の手法を用いて開発した． 

(5) 水害リスク管理と社会制度に関する考察 

主として水害リスク管理の種々の方法を社会に実

装するための方策を考えるため，洪水リスク情報の

公開に関する現在の制度を整理するともに，その問

題点について考察した．特に，各地先の現在の降水

に対する安全水準を定量的に把握できる情報が必ず

しも入手できるわけではないことを指摘し，それを

改善するための情報作成手法について考察した．ま

た，土地の売買取引に際して，水害リスク情報を持

つ契約主体と，持たない主体との間の情報格差をで

きるだけなくすにはどうすべきかといった点につい

て，具体的な訴訟事例を参考にしながら検討した． 

 

Ⅱ．地域水環境システム 

教授：田中茂信 

准教授：田中賢治 

〇 研究対象と研究概要 

開発している「統合水資源管理モデル」は分布型

流出モデル，陸面過程モデル，地下水モデル，作物

生育モデル，貯水池操作モデル，社会経済モデルな

どから構成され，物理的水循環モデルをベースに，

貯水池による洪水流量の調節，各セクターからの水

需要を満足する貯水池からの放流といった人工系の

水循環も記述でき，社会・自然条件を考慮した総合

的な水資源管理が可能になる．現在の水循環システ

ムの信頼性診断，水資源管理支援，将来気候変動下

での洪水リスク，渇水リスク，生態系リスクの評価
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並びにリスク低減策の検討等への応用を目指してい

る． 

(1) APHRODITE-2プロジェクト 

弘前大学，千葉大学と共同して環境省環境研究総

合推進費プロジェクト「極端降水評価と気象解析の

ための APHRODITE アルゴリズムの改良

（APHRODITE-2）」を実施し，当研究室ではサブテ

ーマ 2｢統計的極端現象の評価と日界補正データの

作成｣を担当した．日本域については，降水量プロダ

クトと陸面モデルの蒸発散量を元に，ダム集水域の

水収支をチェックしており，特に積雪地域の降水量

捕捉率補正の改良に取り組んだ． 

APHRO_JP_V1207R1は，APHRODITE-1 と2の活

動によってすでに公開している日本域0.05度グリッ

ドデータである．2015年以降も頻繁に各地で過去数

十年で最大規模といわれる豪雨イベントが発生して

おり，中でも2018年の西日本豪雨は広範囲にわたり

長時間激しい降水が続き，各地に大きな災害をもた

らした．そこで，V1207R1 を 2018 年 7 月までデー

タ期間を延長し，アメダスネットワークが構築され

た1977年以降の年最大日，2日，3日降水量を求め，

その値の更新状況に着目して解析した． 

(2) d4PDFを活用した気候変動が日本の水文循環に

与える影響の評価 

本研究では，2015年に公開された高解像度（20km）

で多数のアンサンブル（将来：90メンバー，現在：

50メンバー）を有するd4PDFのNHRCM20kmを陸面

過程モデルであるSiBUCに入力することで，複数の

将来のシナリオについて計算を行い，日本域につい

て気候変動がもたらす陸域水文諸量の変化およびそ

れらの不確実性を評価した．また分布型流出モデル

Hydro-BEAMを用いて，日本全国の主要な流域を対

象に河道流下過程の計算を行い，流量の将来変化と

その不確実性を評価した．結果としては，地球温暖

化に伴う気温上昇の影響は，東北以南の地域では降

雪量，積雪水量共に減少するが，北海道では積雪水

量のみ減少する．特に本州の豪雪地域では積雪水量

が大きく減少し，雪解けの時期の河川流量を大きく

変化させる．研究対象とした19流域全てにおいて降

水量は現在気候ではなかった降り方が増える．吉野

川など西日本の多くの河川では夏季に大きく流量が

減少し，またこの時期の気候値のばらつきがとても

大きく不確実性が大きい． 

(3) d4PDFを用いた日本の水資源量解析の精度評価 

本研究では，d4PDF_NHRCM20kmを用いた陸域水

文諸量並びに大規模河川の河川流量の解析結果の現

在気候と観測値を比較し，どの程度まで精度良く日

本の水文所領を解析できているのかを評価した．観

測値との比較に際し，本研究では雨量計による観測

データは降雪の捕捉精度の悪さなどの理由から，河

川流量と蒸発散量を用いて流域単位の水収支から降

水量を逆算するという手法をとった．ある程度精度

良く解析できている流域について，水ストレスを解

析したところ，気候変動によって北海道以外で水ス

トレスが増加することが分かった．特に淀川流域は

解析対象流域最大の水ストレスをかかえていたが，

淀川流域には琵琶湖があり，高い治水・利水能力を

もつため高い水ストレスをかかえていても渇水被害

は受けにくい．しかし，将来気候においては，25年

に一度の渇水年に琵琶湖からの放流のみで流域内で

の断水を免れようとしても，琵琶湖の流量調整機能

のみでは賄えないことが示された． 

(4) キルギス共和国における氷河観測データを用い

た雪氷熱収支モデルの改良 
中央アジアにおいて，雪氷融解水は貴重な水源で

ある．近年の地球温暖化に伴う氷河の縮小により将

来の水利用が懸念されており，氷河の質量変動の正

確な把握が必要とされている．本研究では，キルギ

ス共和国の氷河2地点（Karabat-Kak, Bordu）で得ら

れた気象要素や積雪水量の実測値を用いて，水収

支・熱収支・放射収支を考慮した陸面過程モデル

SiBUCの雪氷水文プロセスの改良を行った．雪面と

氷面の境界となる積雪水量値SIborderという新たな

変数を定義し，常にモデル内で積雪部分と氷部分を

区別できるようにした．また，滑らかな雪面とデブ

リが露出する氷面の条件で2種類の粗度を使い分け

るようにした．これらの変更により，雪面温度及び

各熱収支項目が格段に実測値に近づいた．アルベド

に関しては，SIborderを用いてグリッド内の雪と氷の

割合を随時計算して，雪と氷のアルベドを組み合わ

せてアルベドを算出するように定式化を行った．そ

の結果得られたアルベドは，実測値のアルベドを良
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く再現できており，モデルによる融雪時期が観測と

合うようになった． 

(5) 陸面過程モデルSiBUCによる地表面温度の衛星

データとの比較 

気候変動により，特に低緯度地方においては，蒸

発量の増加や洪水と渇水の頻度の増加により，今後

水資源管理がより困難になる恐れがある．適切に水

資源管理を行う上で, 水収支を正しく解析すること

が必要であり, 特に亜熱帯地域においては，蒸発量

をより正確に求めることが水収支を正確に解析する

上で重要な要素となる． 

本研究では蒸発量の推定を行う上で必要かつ, 直

接観測可能な地表面温度について，陸面過程モデル

SiBUCと衛星データMODISで比較を行い, モデルの

検証およびMODISの妥当性について検討した．分析

の結果, 都市, 水体, 緑地それぞれにおいて,基本的

にSiBUCが地表面温度を過大評価しているものの，

入力データに補正を加えることでSiBUCの地表面温

度がMODISの値に近づいた. またMODISが乾燥地

域以外においては雲の影響を除き切れておらず不正

確な値が多く含まれていることも明らかとなった． 

(6) 環境影響の少ない都市計画の新たな総合的評価

モデルの開発: 中国天津市を例として 

従来の都市開発では，不浸透域の割合を増加させ

た結果，水循環を大きく変え，洪水発生リスクを増

大させた．これを受けて，スポンジのように水を吸

収し，自然の水循環を回復する“Sponge City”構想が

近年注目されている． 

本研究では，中国の30ある試験Sponge Cityの一

つである天津空港経済区を対象に，3種のLID（Low 

Impact Development: 環境影響の少ない開発）技術

（生物学的調整池，草地，透水性舗装）の効果を水

文学的，経済的に評価するモデルを新たに開発した．

降雨波形分析では，時間雨量極値が近年増大してい

ることや，上位10％の豪雨において降雨イベントの

序盤に降雨が集中していることなどが明らかになっ

た．ライフサイクルコスト解析では，LID 技術によ

り一定規模の豪雨については都市洪水を効果的に軽

減できるものの，短期集中型の豪雨に対する効果に

は限界があることを示すとともに，実行可能な7種

のLID案の中で，３技術を組み合わせた案が最良で

あることを示した．また，AHP（Analytic Hierarchy 

Process：階層分析法）でも同様の結果が示された． 

(7) 地下水資源量変化を考慮した全球陸域水循環モ

デルの改良 

世界有数の穀倉地帯では地下水の過剰取水による

地盤沈下が発生してきている．このままでは地下水

が枯れる恐れもあり，持続可能な水資源利用を行う

ためにも地下水資源量の変化を推定することは必要

不可欠である． 

本研究では全球陸域水循環モデルを改良し，地下

水資源の持続可能性を考慮可能とすることを目的と

する．全球陸域水循環モデルは大きく分けて陸面過

程 モ デ ル SiBUC と 河 道 流 下 過 程 モ デ ル

kinematic-wave から構成される．そこで地下水資源

量評価のために SiBUC において地下水涵養量を推

定した．地下水資源量を直接，全球規模で観測する

ことは現段階では不可能であるが，重力観測衛星

GRACEによって観測されるTWS（Terrestrial Water 

Storage:陸域総貯水量）の変化量を用いることで間接

的に地下水資源の過剰取水を検出することができる．

ここで検出した値とSiBUCの出力を比較し，地下水

涵養量を推定する手法を開発した． 

(8) d4PDFを用いた空間平均降水量極値の将来変化 

気候変動が洪水や土砂災害などの降雨に起因する

水関連災害に与える影響が懸念されており，将来予

測に関する研究が盛んに行われている．大雨による

災害の危険度を考えるに当たっては，時空間的な広

がりごとに気候変動による降雨の変化傾向を把握す

ることが重要である． 

本研究では，空間的な広がりのみによって年最大

日降水量の発生状況がどの程度異なるか，およびそ

の将来変化をd4PDFを用いて調べた．一般に山間地

で大雨が増強されることがあるので，山地の影響を

極力除くため，関東平野の中央部の春日部や加須を

中心とする半径 10，20，30，40km のエリアについ

て検討した．その結果，過去実験に比べ将来実験は，

加須中心の半径 10〜40km のエリアで 46～30mm

（平均36mm），春日部中心エリアで30～23mm（平

均 26mm）増加となった．また，1/100 確率水文量

の将来実験と過去実験の差分は，加須中心エリアで

96～88mm（平均 93mm），春日部で57～46mm（平
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均 54mm）となった．年最大日降水量や 1/100 確率

水文量の面積平均値の著しい増加により災害規模も

大きくなることが示唆された． 

(9) 平成29年7月九州北部豪雨豪雨の極値評価 

平成29年7月九州北部豪雨により，筑後川右岸に 

流入する中小河川において，土砂流出による地形

変化を伴う甚大な洪水被害が発生した．この被害

をもたらした豪雨を，気象庁の朝倉（観測期間 1976

年1月から2017年12月まで）と日田（1942年 8月

から 2017 年 12 月まで）の時刻雨量を用いて 1〜48

時間の降水量について解析した. その結果，朝倉で

は2時間以上の継続時間について，2017年九州北部

豪雨の値が既往最大を更新しており，4〜20 時間の

値は過去の最大値の2倍を超えていた．朝倉 9 時間，

日田 6 時間の 2016 年までの年最大降水量で評価

した2017年豪雨の再現期間は，Gumbel 分布で評価

すると，それぞれ 4 千 5 百万年，3 万 1 千年と非

常に稀な事象と評価された．一方，朝倉9時間雨量

が 25mm，日田 6 時間降水量 20mmの閾値を超過す

る降水量の解析により，1970年代後半以降，事象あ

たりの降水量は増加傾向にあることがわかった．. 

(10) 平成 30 年 7 月西日本豪雨の極値評価 

平成 30 年西日本の広域を襲った豪雨の極値特性

について時系列変化と頻度に注目して解析した．記

録的な豪雨となった日吉ダム流域および淀川水系の

主要6地点上流の流域面積雨量について頻度解析を

行うとともに，西日本一帯の AMeDAS を対象に，

本豪雨での記録更新状況を調べた．また，日本域高

解像度グリッド降水量 APHRO_JP を用いて広域的

な極値の発生状況についても調べた結果，日吉ダム

流域では近年大きな極値が観測されているものの，

時系列は有意水準 5％で有意な増加傾向とは判断さ

れないこと，淀川水系の主要 6地点上流の流域面積

雨量の再現期間は，桂川羽束師の10年余りが最大で

あることが明らかとなった．今回，日吉ダム流域の

2 日降水量がこれまでの記録を大きく更新しており，

再現期間が160から 170年であることが示された．

AMeDASの48時間および72時間降水量ともに記録

を更新した地点が106地点あり，それぞれの地域で

経験したことのない豪雨となり多くの場所で洪水・

土砂災害が発生した．グリッド降水量の解析から，

災害前の降雨記録が周囲に比べて小さい地域が被災

している例も見られ，外力設定にあたり広域的な視

点が必要であることが示された． 

(11) 令和元年台風19号による豪雨の極値評価 

令和元年台風 19 号により東日本を襲った豪雨の

極値特性について解析した．AMeDASよると，箱根

の日降水量は 922.5mm で歴代全国ランキングの最

高記録を更新するとともに湯ヶ島 689.5mm，浦山

635mm もそれぞれ 13 位，18 位となった．平成 30

年までの年最大値で評価すると箱根の記録の再現期

間は約1万年であった．平成30年の西日本豪雨では

48 時間や 72 時間といった長時間での降水量の記録

が多くの地点で更新されたが，今回は6～24時間の

記録更新地点が多数であった．左岸本川堤防が決壊

し大規模な氾濫が発生した千曲川について，立ケ花

基準点上流の流域平均2日降水量を，昭和元年から

平成30年までの94年間のデータで評価すると，令

和元年の豪雨の再現期間は 83 年であった．平成 27

年に国土交通省から発表された「浸水想定（洪水，

内水）の作成等のための想定最大外力の設定手法」

で設定されている地域ごとの最大降雨量を超える事

例が発生していることが確認された． 

 

Ⅲ．社会・生態環境 

教授：角哲也 

准教授：竹門康弘 

准教授：Sameh Kantoush 

助教：野原大督 

特任助教：小林草平 

○ 研究対象と研究概要 

水資源における中長期的な環境的課題に取り組む

ために，自然的（ジオ・エコ）・社会的（ソシオ）環

境変化が，水資源システムにどのような影響を与え

るかを分析し，リスクマネジメントの観点から研究

を行っている．また，水域の生態系サービスの持続

的享受を目的とする，治水・利水・環境のバランス

のとれた統合的流域管理手法に関する研究を行って

いる．具体的には， 

1) 水資源開発ダムのアセットマネジメント手法と

貯水池土砂管理技術の開発 
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2) 生息場構造を介した生態系—土砂水理連携モデ

ルの開発 

3) 水辺環境の利用と生態系の相互作用の解明 

4) ワジ流域のフラッシュフラッド統合管理に関す

る研究 

5) 地域に貢献する総合的水力開発の推進 

6) アンサンブル降雨予測情報を用いたダムの事前

放流の高度化 

などをテーマに以下のような研究成果を挙げた． 

(1) ダム貯水池堆砂のアセットマネジメント 

堆砂による貯水機能低下と水資源リスク増大の関

係を全国のダムを対象に検討した．また，流域内に

複数ダムが存在する場合の優先度評価手法，貯水池

特性を考慮した土砂バイパス，浚渫，置き土などの

堆砂対策手法の選定，さらには複数ダム間で連携・

機能補間することによるアセットマネジメント手法

について，経済と環境のコスト－ベネフィット，リ

スク評価を通じた最適手法を選定するための検討を

行った．さらに，水力発電ダムの堆砂対策の選定手

法，長期的な経済評価手法の開発を行った． 

(2) 貯水池土砂管理技術とモニタリング手法開発 

貯水池や河道における流れ場の把握のための画像

解析によるLSPIV，衛星画像や航空写真を用いた濁

度分布推定，下流河道の砂礫移動追跡のための IC

タグを用いた RFID 技術，排砂バイパス操作を支援

する濁度流出予測手法や掃流砂量を把握するための

インパクトプレート技術，さらに，ドローンを用い

た砂州地形や砂礫の粒度分布の計測，砂州周辺の湧

水環境を把握するためのサーモグラフィ画像解析手

法など，土砂管理を効果的に進めるためのモニタリ

ング技術の開発を行い，小渋ダム（排砂バイパス），

荒瀬ダム（ダム撤去），耳川（ダム通砂），木津川（聖

牛まわり）などに適用を図った． 

(3) フラッシング排砂や排砂バイパストンネルなど

による排砂技術の高度化検討 

黒部川水系出し平ダムや宇奈月ダムにおけるフラ

ッシング排砂や，小渋ダムの排砂バイパストンネル

の運用に伴う貯水池内や排砂バイパストンネル内の

3 次元の土砂移動現象の解明と排砂効果を高めるた

めの制御手法の検討，土砂移動に伴うコンクリート

の摩耗対策手法に関する検討，さらに，バイパス運

用に伴う下流河川の河床地形や生物環境変化の評価

手法について検討を行った．さらに，排砂バイパス

技術で世界をリードするスイス，台湾と国際共同研

究を進め，各国の現地調査を行うとともに，情報共

有のための国際会議（第3回排砂バイパス国際ワー

クショップ（2019.4，台北））を実施した．また，全

国に複数存在する「河道外貯水池」の土砂，水質，

生態系に及ぼす環境影響についても検討を行った． 

(4) 地球温暖化による水力エネルギーへの影響評価

手法の検討 

地球温暖化に伴いダム流入量が変化し，ダムを利

用した水力発電システムへ影響が及ぶ可能性が想定

されている．そこで，冬季の降雪に依存する只見川

流域や十勝川流域，夏期の台風に依存する新宮川に

ついて，約 20km 格子の超高解像度 GCM 出力を用

いて将来変化（21世紀末）の予測を行い，適切なダ

ム操作による適応策の可能性を検討した． 

(5) 地球温暖化とダム堆砂の複合影響による水資源

リスク評価 

水資源の持続可能性評価のために，地球温暖化に

伴うダム流入量の変化とダム堆砂の進行に伴う貯水

容量の減少の両者の影響が懸念される．既存ダムを

活用した気候変動への適応策の検討においては，気

候変動がダムの治水機能や利水機能に及ぼす影響を

適切に評価し，ダム再生に反映させる必要がある．

そこで，気候変動に伴う各ダムの流況変化と堆砂進

行予測をもとに，優先度の高いダムをスクリーニン

グする手法を提案するとともに，利水影響指標につ

いて個別ダムでの利水計算に基づき妥当性検討を行

った． 

(6) 流木・沈木リスクマネジメント 

 国内外のダムにおいて経年劣化や堆砂の進行に伴

って洪水吐の機能不全・低下の事例が発生している．

特に，流木が沈木化し，堆砂との複合作用によって

常用洪水吐の機能障害を起こすリスクが高まってお

り，リスクの高いダムの抽出方法，閉塞発生時の洪

水調節機能低下の影響評価について検討を行った． 

(7) 河川環境保全のための河床地形管理手法開発 

河川環境保全に必要な河床地形を形成・維持する

ための局所対策として，木津川に伝統的河川工法で

ある竹蛇籠や中聖牛を水制として設置し，河床地形
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ならびに生息場の変化をモニタリング調査した．そ

の結果，竹蛇籠水制が深瀬やワンド環境を形成し，

中聖牛群が砂州上にたまり環境を形成することによ

って生物多様性維持に機能することを示した． 

(8) 天竜川下流域の河床地形管理手法開発 

上流ダム群による砂礫供給遮断と濁水長期化の影

響によって劣化した河川環境を改善するために，濁

度を低減するための砂州の濾過機能に着目し，河床

地形の変動履歴と濁度の低減率の関係を調査した結

果，砂州地形の濾過機能が最適化する河床変動量を

示した．また，資源量の減少が深刻化しているアユ

について，好適な繁殖場となる湧水流路の形成・維

持条件を追究した結果，本流路が更新する規模の洪

水撹乱が機能していることを示した． 

(9) 流況・土砂管理を組み合わせたダム下流の自然

再生事業の生態学的評価 

米国トリニティ川では，ダム下流の自然再生を目

的として大規模な土砂還元と大胆なダムフラッシュ

放流を組み合わせた先進的な河川管理が行われてい

る．そこで，日本国内で開発したダム下流の河床地

形と生態機能を対応させる評価手法をトリニティ川

にも適用するために，一連の現地調査を行った．そ

の結果，置き土により形成された砂州や砂礫堆は，

サケの産卵床造成や河床間隙水域の形成に役立つも

のの，砂州の濾過機能に関しては，支川からの土砂

供給によって形成された砂州の方が高く評価された．

これは人工洪水の規模に比べて還元土砂の粒径が粗

いためと考えられた．  

(10) 深泥池生物群集保全のための生態系管理 

近畿地方の高層湿原を代表する京都市深泥池をモ

デルとして，気候変動による湿原生物群集への影響

予測・評価と適応策を検討した．気候モデル

MRI-NHRCM02 とシナリオ RCP8.5 に基づいて 21

世紀末の深泥池集水域の降水量を予測し，陸面過程

モデル SiBUC により水・熱収支計算を行った結果，

将来水位が 20cm 以上低下する可能性が示された．

浮島の地下水位低下に伴うシュレンケの消失と北方

系種の減耗を軽減するために，過去の開発によって

系外に排水されている集水域の表流水や亜表流水を

深泥池に再導水する対策を提案した． 

(11) 流域圏（河川・沿岸）統合モデルによる生態系

影響評価 

淀川下流域に生息する天然アユ個体群を対象に，

秋季の産卵・繁殖，仔魚の降下，冬季の大阪湾岸で

の生息，春季の稚魚の遡上，上流域における成魚の

成長までの一連の動態と河川流量や大阪湾の水温・

水質環境・一次生産環境等との関係について，現地

調査によって検討するとともに，水理モデルによる

検証に基づいて，天然アユ個体群を増殖させるため，

淀川水系の流量改善対策と淀川大堰の水位操作の改

善対策を提案し，そのうち大川からの遡上促進のた

めの水位操作は毎年の実運用に反映された． 

(12) 乾燥－半乾燥地域におけるフラッシュフラッ

ド統合管理 

エジプト，オマーンなどの乾燥・半乾燥地域のワ

ジ（涸れ谷）流域において頻発するフラッシュフラ

ッド（WFF）に対して, 減災と水資源開発を複合目

的とするハード対策（洪水貯留－水資源涵養施設な

ど）およびソフト対策（降雨－流出モデルの高度化

と洪水調節計画や予警報システムなど）を組み合わ

せた統合的管理方策を検討した．衛星リモートセン

シング画像を用いた降水観測システム（GSMaP）と

Hydro-BEAMやRRIモデルを用いて降雨－流出の再

現を行うとともに，洪水被害の軽減，地下水涵養の

観点からのダムの最適配置を検討した．また，洪水

時にワジ流域からの発生する土砂生産量の見積もり，

ダムでの捕捉率，河床表層に細粒土砂がトラップさ

れることによる地下水涵養量の低下評価など，ワジ

洪水に特有の土砂管理問題についても検討を行った． 

(13) 中東および北アフリカの考古学的ワジ流域の

世界遺産の洪水リスクアセスメントと対策 

世界遺産におけるフラッシュフラッドによる洪水

リスク問題として，エジプト・ルクソールの王家の

谷およびヨルダンのぺトラ遺跡を対象に検討を行っ

た．ぺトラ遺跡に対して，ユネスコ・カイロ事務所

とも連携し，過去の災害履歴の整理，降雨－流出モ

デルの開発と洪水再現，洪水貯留ダムの提案などを

進めており，2020年 2月には第5回ワジのフラッシ

ュフラッドに関する国際会議（5th ISFF）において，

世界遺産の洪水リスク対策に関する特別セッション

を開催した． 
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(14) メコンデルタの統合水資源管理 

メコン川流域においては，上流ダム群の建設など

により水量・土砂供給量の両者に大きな環境変化が

生じており，最下流部のメコンデルタでは河岸・海

岸侵食や塩水遡上などが顕在化している．これに対

して，ベトナムTuy Loi大学に JASTIPのベトナム拠

点を整備し，長期的な流量・流砂量データの分析，

観測装置の設置（濁度計，塩分濃度計）や河道内の

現地観測調査（水深，流速など）を共同で実施する

とともに，メコン川下流部の水理モデルの構築を進

め，将来の流量や流砂量減少による河床低下・農業

用水取水に対する塩水影響などを検討した．また，

メコンデルタを対象に学部学生対象の国際交流科目

（Conflict Management –Global Water Issues－）を実施

し，学部および大学院レベルでの国際交流を行った． 

(15) 流域の自然環境保全と地域振興を考慮した小

水力発電システムの開発 

人口が減少し活力の低下した山間地集落として岡

山県津山市阿波地区を対象として，小水力発電事業

を契機に，過去の開発により劣化した自然環境の再

生保全と小水力発電を含めた生態系サービスの活用

を両立させる新しい環境影響緩和対策の方法を提案

し，地域振興のための実践的研究を行った． 

(16) 将来の河川流量変化に伴うダム利水操作への

影響の評価と適応策に関する研究 

気象庁気象研究所の高解像度全球気候モデル

MRI-AGCM3.2S の現在気候実験及び 21 世紀末気候

実験の気候推計データを入力値として，ダム群の利

水操作モデルを組み込んだ流出計算により，吉野川

流域と最上川流域を対象として将来の河川流量の変

化がダム貯水池の利水操作に及ぼす影響の分析を行

うとともに，将来気候下での適応策の検討へ向けた

分析を行った． 

(17) 水文予測情報を考慮したダム治水操作の定量

的評価手法の開発 

水文予測情報を考慮したダム洪水操作計画に資す

るため，アンサンブル流入量予測情報の統計的な模

擬作成手法をベースとして，出水時の予測情報を模

擬的に作成する手法を開発した．作成されたアンサ

ンブル流入量予測情報と現業のアンサンブル降水予

測情報より推定した流入量予測情報とを比較し，模

擬作成した予測値の実予測値に対する再現性の分析

を行った． 

(18) 総合水資源管理のための意思決定支援システ

ムの開発 

水資源管理上の各政策決定段階における様々な計

画・管理手法の選択肢とその効果や影響に関する技

術的・科学的な情報を幅広い利害関係者に提供し，

各選択肢に想定される効果や影響の程度の共通認識

を醸成することによって政策決定時における合意形

成の水準の向上を図ることを目的とした意思決定支

援システムの開発に取り組んだ． 

(19) 洪水時の危機対応における制度的課題の検討 

洪水時の危機対応を，豪雨の発生が予測される段

階から浸水が発生し進行する段階までに，水害の影

響を防除，軽減するために行政や住民によって行わ

れる一連の対応行動であると捉えた上で，特に情報

収集や伝達，避難行動，ダム操作などに着目しなが

ら，水工学的視点から見た制度上の諸課題について

の検討を行った． 

(20) アンサンブル予測を用いたダムの最適事前放

流手法の検討 

 現業アンサンブル降雨予測情報を用いたダム事前

放流の最適操作手法の開発に取り組んだ．欧州中期

気象予報センターの週間アンサンブル予報や気象庁

週間アンサンブル予報を考慮して，異常洪水発生の

危険性を踏まえた事前放流の開始の意思決定と，出

水後の水位回復の可能性を踏まえた事前放流量の決

定方法を開発し，ダム操作実務においても利用しや

すい事前放流の判断のための方法論の構築を行った． 

(21) 下流域の氾濫解析に基づくダムの治水操作手

法の検討 

淀川水系桂川の日吉ダムを対象に，確率規模や時

空間パターンが異なる複数の降雨シナリオに対して

ダムの治水操作手法を変えた降雨・流出・氾濫解析

を行い，ダムの治水操作手法の変化に伴う下流河川

や氾濫原への効果や影響を分析するとともに，大規

模洪水時であっても亀岡盆地周辺の氾濫被害が軽減

されるような治水操作手法について検討した． 

 

Ⅳ．水資源分布評価・解析研究領域（客員） 

客員教授：井上素行（平成28・29年度） 
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杉田倫明（平成30・令和元年度） 

客員准教授：重本達哉（平成29年・30年度） 

小森大輔（平成31年4月から） 

○ 研究対象と研究概要 

水・熱・物質循環系の動態解析や人間・社会と自

然との共生を考慮した水資源システムの評価・計

画・管理研究推進に際しての知識供給や技術支援の

ため，また，社会的要請の大きな時事的課題に対処

するために，これらの課題に適した研究者を招聘し，

学際的な研究の推進を図っている．実施した主な研

究課題は下記のとおりである． 

(1) 地域が主体となった総合的な水力発電システム

の構築（井上素行） 

(2) 火山地域に位置する湖の水収支項とその湖流域

に係わる水文過程の解明（杉田倫明） 

(3) より実効的な水資源・流域管理に資する公正・

公平な誘導措置又は規制の調査（重本達哉） 

(4) 流木の発生－堆積・再移動－流出という一連

のプロセスの解明およびモデル化（小森大輔） 
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8.12 技術室 

8.12.1 技術室の組織 
技術室は，それまで防災研究所の部門やセンター

などに所属していたすべての技術職員を組織化し平

成8年度に発足した．発足当時の技術職員の定数は

33名だった．その後の定数削減によって令和元年度

末の技術職員の定数は21名にまで減っている．同年

度末時点で，実際に在籍しているのは，現員20名，

再雇用職員0名の計20名（定数換算20名）である． 

新規採用者は，平成29年度が1名，令和元年度が

2 名となっている．退職者は，平成 29 年度に 1 名，

平成30年度に1名，令和元年度に室長の定年退職お

よび1名の退職があった．職歴の浅い若手の技術職

員3名が新たな道に進んだことについては，残念な

ことであった．また，団塊世代の10名を超えるベテ

ラン技術職員が短期間で引退したことは，技術室に

とって非常に大きな出来事である．技術室の世代交

代が急速に進んだことで技術室が保有していた技術

のうち，十分に継承し切れていないものもあること

は否めない．これを今後，いかに補っていくかが技

術室の大きな課題の一つになっている．  

技術室の組織は，技術職員の世代交代が進んでい

ることもあり何度か改組を重ねた．平成23年4月が

最も至近の改組であり，観測技術グループ，実験技

術グループ，機器開発技術グループ，情報技術グル

ープの4グループ体制へと変更になった．この4グ

ループ体制は令和元年度末時点でも継続している． 

各技術グループにはそれぞれグループ長，副グル

ープ長，主任を配置する体制となっている．それぞ

れの技術職員は，いずれかのグループに所属してい

る．ただし，所属する技術グループの枠にとらわれ

ることなく広範囲な技術支援を実施する体制が構築

できている． 

令和元年度末時点で技術職員を配置した隔地観測

所や実験所は，桜島火山観測所，宮崎観測所，白浜

海象観測所，穂高砂防観測所，阿武山観測所，宇治

川オープンラボラトリーとなっている． 

 

 

8.12.2 技術室の活動 
(1) 技術支援活動 

技術職員の主たる業務である技術支援は，主に支

援期間の長短によって，3 か月以上にわたる技術支

援を指す長期支援と，3 か月未満の技術支援を指す

短期支援の2つに区分している．  

長期支援は，各部門・センターなどで実施してい

る研究や実験など，日常的に継続している技術支援

を対象とする．長期支援のなかには年間を通した技

術支援が多い．各部門・センターにおける年間を通

した観測データの収集や整理，分析，サーバーの保

守のほか，強震応答実験室，遠心力載荷装置，境界

層風洞実験室などにおける各種実験の支援などが挙

げられる．このほか，広報出版企画室の支援も長期

支援で行っている． 

隔地観測所に配置した技術職員が継続的に実施し

ている技術支援についても長期支援に含まれる．各

種の観測などをはじめとして，施設の維持管理や公

用車の保守点検まで技術支援の内容は広範囲にわた

っている． 

短期支援は，比較的短期間で終了する技術支援を

対象としている．集中観測のサポートや観測機器の

設置などである． 

防災研技術室に所属する技術職員は，年間を通し

た長期支援を抱える一方でスポット的にいくつかの

短期支援を担うケースがほとんどである． 

技術支援については，原則として支援を希望する

教員などから，まず技術支援依頼票を事前に技術室

に提出していただき，技術室が技術支援を実施する

技術職員を決め，その技術職員が支援依頼を要請し

た教員の指示のもとで，技術支援を実施するという

方式を採っている．平成22年度からは技術室ホーム

ページ上からウエブ入力できる仕組みを導入してい

るので，支援依頼を24時間受け付ける体制となって

いる．  

 技術支援依頼票の提出実績は以下のとおり．平成

29年度は短期支援依頼が35件，長期支援依頼が17

件の合計 52 件．平成 30 年度は短期支援依頼が 48
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件，長期支援依頼が12件の合計60件．令和元年度

は短期支援依頼が46件，長期支援依頼が13件の合

計59件となっている． 

 

(2) 委員会活動 

技術職員は防災研究所の多くの所内委員会に委員

として関与し前述の技術支援以外でも，情報ネット

ワークや労働安全衛生の技術などを生かして防災研

究所全体の研究・教育活動に関与している． 

令和元年度末時点で技術職員が委員として参加し

た委員会は，将来計画検討委員会（技術専門委員会），

広報国際委員会（広報・出版専門委員会，行事推進

専門委員会，情報基盤整備専門委員会），情報セキュ

リティ委員会，自己点検・評価委員会，厚生委員会，

安全衛生委員会である． 

これらのうち，技術専門委員会は技術室の活動に

関して，教員と技術職員が意見交換を交わす場とし

て重要なものとなっている．技術支援において生じ

る課題などを解決する場としても有効である．また，

安全衛生委員会には令和元年度末時点で，所内の衛

生管理者として2名の委員を選出し，防災研究所の

安全衛生巡視，安全衛生活動の啓発で重要な役割を

担っている． 

国立大学の法人化以降，大学にも労働安全衛生管

理者を置くことが法律で義務付けられたことに対応

し，技術室として第一種衛生管理者の資格取得に努

めてきた．採用後1年以上経過した技術職員は，全

員が第一種衛生管理者の資格を取得することを目標

としている．令和元年度末時点で第一種衛生管理者

の有資格者は18名である． 

 

(3) その他の活動 

技術支援の対象は防災研究所だけではない．所内

の教員が共同で研究を進める学内他部局，ほかの大

学や研究機関なども対象になることがある．また，

高等学校や小中学校を対象にした活動もある．例え

ば，高等学校を対象に宇治川オープンラボラトリー

などが実施しているSSH (Super Science High school) 

にも技術職員を派遣し教育の支援にあたっている．

小学校への地震計や雨量計の設置などに協力してい

る例もある． 

毎年の宇治キャンパス公開では，宇治地区だけで

なく，宇治川オープンラボラトリーにも多くの技術

職員を派遣し開催に協力している．隔地観測所が開

催する京大ウィークスも同様である． 

技術職員は各種の学会などに参加し知識の習得に

努めているほか，技術支援で得た成果を技術職員向

けの研究会などで発表してきた．主な発表実績は以

下のとおりである． 

2017 年度機器・分析技術研究会 in 長岡，日本建

築学会全国大会，平成29年度東京大学地震研究所職

員研修会，京都大学技術職員研修会，総合技術研究

会2019九州大学，京都大学防災研究所研究発表講演

会． 

前述の学会などのほか，さまざまな講習会や研修

にも参加し，各種の資格取得や技能の習得に励んで

いる．平成29年度から令和元年度に新たに取得した

資格等は，玉掛け作業者，床上操作式クレーン運転

技能講習，第一種衛生管理者，小型移動式クレーン，

特別管理産業廃棄物管理責任者，情報セキュリティ

マネジメント試験合格，第二種電気工事士である． 

このほか，毎年，所内の教員の協力を得ながら毎

年度2日間程度でテーマを決め技術室独自で研修を

実施している．平成29年度はプレゼン能力向上を目

的とした業務報告会，平成30年度は労働安全確保を

目的として安全体感（ヒアリハット）研修，令和元

年度は業務マニュアル（手順書）作成研修を行った．

これとは別に京都大学総合技術部が主催する各種の

研修にも積極的に参加している． 

 

 




